
  

 

 

 

平成 23 年度 
 

包括外部監査の結果に関する報告書 
 

 

水道事業及び下水道事業に関する財務事務の執行 

並びに経営に係る事業の管理について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

静岡市包括外部監査人 



  



第一 監査の概要 ........................................................... 1 

１．外部監査の種類 ....................................................... 1 

２．選定した特定の事件 ................................................... 1 

３．事件を選定した理由 ................................................... 1 

４．外部監査の方法 ....................................................... 2 

（１）監査の対象 ......................................................... 2 

（２）主要な監査手続 ..................................................... 2 

５．監査対象期間 ......................................................... 2 

６．監査の実施期間 ....................................................... 2 

７．包括外部監査人及び補助者 ............................................. 3 

（１）包括外部監査人 ..................................................... 3 

（２）補助者 ............................................................. 3 

第二 利害関係 ............................................................. 4 

第三 監査の結果 ........................................................... 4 

Ⅰ 事業の概況 ............................................................. 5 

（Ⅰ）水道事業の概況 ....................................................... 5 

１．水道事業の概要 ....................................................... 5 

２．水道事業の状況 ....................................................... 6 

３．水道事業計画の概要 .................................................. 19 

（Ⅱ）下水道事業の概況 .................................................... 23 

１．下水道事業の概要 .................................................... 23 

２．下水道事業の状況 .................................................... 28 

３．下水道事業計画の概要 ................................................ 44 

Ⅱ 監査結果 .............................................................. 49 

（Ⅰ）経営に係る事業の管理 ................................................ 49 

１．施設管理 ............................................................ 49 

（１）管路の老朽化対策（水道部） ........................................ 49 

（２）水道施設の耐震化（水道部） ........................................ 54 

（３）鉛製給水管の布設替え（水道部） .................................... 58 

（４）下水道施設の老朽化対策（下水道部） ................................ 62 

（５）下水道施設の耐震化（下水道部） .................................... 69 

２．組織管理 ............................................................ 72 

（１）スタッフ部門の効率化（水道部及び下水道部共通） .................... 72 

３．事業計画 ............................................................ 77 

（１）汚水処理の推進（下水道部） ........................................ 77 

（２）水洗化率（下水道部） .............................................. 80 



４．人事管理 ............................................................ 82 

（１）技術職の人材育成強化の必要性（水道部及び下水道部共通） ............ 83 

（２）事務職の専門能力向上の必要性（水道部及び下水道部共通） ............ 90 

５．財務分析 ............................................................ 92 

（１）企業債利息の処理（水道部及び下水道部共通） ........................ 92 

（２）資金の効率的な運用（水道部） ...................................... 93 

（３）自己資本造成費（水道部） .......................................... 95 

（Ⅱ）財務事務の執行 ...................................................... 97 

１．徴収事務 ............................................................ 97 

（１）水道料金及び下水道使用料の債権管理の強化（水道部） ................ 97 

（２）下水道事業受益者負担金の債権管理の強化（下水道部） ............... 107 

２．引当金 ............................................................. 112 

（１）退職給与引当金（水道部及び下水道部共通） ......................... 115 

（２）修繕引当金（水道部及び下水道部共通） ............................. 119 

（３）貸倒引当金（水道部及び下水道部共通） ............................. 122 

３．固定資産 ........................................................... 127 

（１）新規取得資産の減価償却費計上（水道部及び下水道部共通） ........... 127 

（２）休止固定資産（下水道部） ......................................... 130 

（３）効率的な固定資産の実地照合（水道部及び下水道部共通） ............. 133 

４．たな卸資産 ......................................................... 134 

（１）試薬等の管理（水道部） ........................................... 134 

５．人件費 ............................................................. 136 

（１）特殊勤務手当（水道部及び下水道部共通） ........................... 136 

６．工事請負契約及び建設関連業務の委託契約 ............................. 139 

（１）過年度包括外部監査における指摘事頄等の措置状況（水道部及び下水道部共通）

 ....................................................................... 146 

（２）総合評価方式採用の検証（水道部及び下水道部共通） ................. 161 



 

1 

第一 監査の概要 

 

１．外部監査の種類 

 

地方自治法第 252 条の 37 第１頄の規定に基づく包括外部監査 

 

２．選定した特定の事件 

 

水道事業及び下水道事業に関する財務事務の執行並びに経営に係る事業の管理につ

いて 

 

３．事件を選定した理由 

 

水道及び下水道は、共に市民生活に必要不可欠な社会的インフラである。平成 23 年

３月 11 日の東日本大震災では、水道及び下水道をはじめとしたライフラインが壊滅的

な被害を被り、市民生活に大きな影響を及ぼしたのは記憶に新しいところである。今

後 30 年以内に起こる確率が 88%（平成 24年１月 11 日 政府地震調査委員会発表）とい

われている東海地震がひとたび発生すれば、静岡市にも大きな被害がもたらされるこ

とが予想され、ライフラインに対する地震対策の推進は喫緊な課題であるといえる。 

水道及び下水道施設の整備・更新等には、多額の建設投資資金が必要とされるが、

昭和の高度経済成長期に整備された施設の老朽化が進み、今後、更新時期をいっせい

に迎える状況が想定される。収入の方に目を転じれば、人口の減尐傾向、景気の低迷

等の厳しい経営環境から、水道事業及び下水道事業における収入の増加を期待するこ

とは難しい。 

平成22年度末における水道及び下水道施設を建設する財源を調達するための企業債

残高は、水道事業及び下水道事業あわせて 2,011 億円と、静岡市全体の市債残高 6,151

億円の約 32.6%を占めており、静岡市全体の財政に占める割合も大きいといえる。 

平成24年１月27日付で新しい地方公営企業会計を定めた政省令と告示が公布され、

原則、平成 26年度の予算及び決算から適用されることになった。この新しい地方公営

企業会計は、地方公営企業の更なる経済性の発揮のため、最大限、現行の企業会計原

則の考え方を取り入れたものとなっている。 

静岡市の水道事業及び下水道事業は、地方公営企業法を全部適用している地方公営

企業である。つまり、原則、独立採算の事業として、経済性の発揮と公共の福祉を増

進する経営が求められている。今後、水道事業及び下水道事業を取り巻く経営環境は、

ますます厳しくなっていく中、より一層の経済性発揮による効率的な経営と設備の老

朽化・耐震化等取り組むべき経営課題に対して戦略的な発想に基づいた優先項位付け

による計画的な経営が必要になってくると考えられる。 

これらの状況から、水道事業及び下水道事業に関する財務事務の執行並びに経営に

係る事業の管理について監査することは、意義が大きいものと判断し、特定の事件（テ

ーマ）として選定した。 
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４．外部監査の方法 

 

（１）監査の対象 

 

ア．監査の対象とする事業 

 

静岡市の水道事業（簡易水道事業を除く）及び下水道事業を、監査の対象とする事

業とした。 

 

イ．監査の対象とする部局 

 

監査の対象とした部局は、静岡市の水道事業及び下水道事業を運営している上下水

道局と、工事請負・業務委託に関する入札・契約事務を所管する財政局財政部契約課

である。監査の対象とした部局は、次のとおりである。 

局 部 課 

上下水道局 

 

水道部 部内全課（簡易水道課を除く） 

下水道部 部内全課 

財政局 財政部 契約課 

 

（２）主要な監査手続 

 

ア．監査の視点 

 

静岡市の水道事業及び下水道事業に関する財務事務の執行並びに経営に係る事業の

管理について、有効性、効率性、経済性、関連法令等の準拠性の視点を中心に監査を実

施した。 

 

イ．監査手続 

 

関連法令・条例・規則、予算書、決算書、事業に関する各種管理資料・意思決定資料

その他必要書類の閲覧・分析、証ひょうとの突合、関係者からの聞き取り、その他必要

と認めた監査手続を実施した。 

 

５．監査対象期間 

 

原則として平成 22 年度 

ただし、必要に応じて他の年度についても監査の対象とした。 

 

６．監査の実施期間 

 

平成 23 年６月 22 日から平成 24 年３月 26 日まで 
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７．包括外部監査人及び補助者 

 

（１）包括外部監査人 

 

公認会計士 柴田 剛 

 

（２）補助者 

 

公認会計士 内山 昌美    

公認会計士 大川原 正記    

公認会計士 山本 博生     

公認会計士 白鳥 三和子    

日本公認会計士協会準会員 篠原 可奈    

日本公認会計士協会準会員 村本 大輔    
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第二 利害関係 

 

監査の対象とした事件につき、地方自治法第 252 条の 29 の規定により記載すべき利

害関係はない。 

 

 

 

第三 監査の結果 

 

 監査の結果の内容については、次の２つに分類される。 

「指摘事頄」・・・水道事業及び下水道事業に関する財務事務の執行並びに経営に係る事

業の管理について、措置を講ずる必要がある事頄 

「意見」（包括外部監査の結果に添えて提出する意見） 

    ・・・水道事業及び下水道事業に関する財務事務の執行並びに経営に係る事業

の管理について、参考にして頂きたい事頄 

 なお、「指摘事頄」と「意見」は密接不可分の関係にあり、両者を並行して理解するこ

とが有用であると考えられるため、この報告書では結果の中で両者を記載することとし

ている。 

 

 

（注意事頄） 

１ 報告書の表中の金額は税抜金額で、単位未満を四捨五入して表示している。したが

って、合計値と内訳の集計値とが一致しない場合がある。 

２ 報告書の表中の百分率は、原則として尐数点以下第２位を切り捨て、第１位まで表

示している。 

 

 

（参考文献等） 

・「水道経営ハンドブック 平成 21 年」 

（水道事業経営研究会編集 株式会社ぎょうせい） 

・「下水道経営ハンドブック 第 22 次改訂版（平成 22 年）」 

（下水道事業経営研究会編集 株式会社ぎょうせい） 

・「誰も教えてくれなかった公営企業監査のツボ」 

（亀浦大輔著 株式会社ぎょうせい） 

・「改訂 公営企業の実務講座」 

（地方公営企業制度研究会編 財団法人地方財務協会） 

・使用した財務データは、水道事業については「平成 23 年度 静岡市水道事業のあら

まし」、下水道事業については「平成 23 年度 静岡市下水道事業のあらまし」から

引用している。 

・そのほか出典について特に記載がないデータについては、監査対象とした部局から

提供を受けている。  
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Ⅰ 事業の概況 

 

（Ⅰ）水道事業の概況 

 

１．水道事業の概要 

 

（１）水道の種類 

 

導送配水管及び浄水施設等により、水を人の飲用に適する水として供給する施設は、

次のように分類される。この中で、今回の監査の対象としているのは、上水道事業であ

り、地方公営企業法が適用されている（地方公営企業法第２条１頄）。 

 

 

静岡市の水道事業は、上水道事業と簡易水道事業がある。また、水道用水供給事業と

専用水道はない。 

 

 

  

上 水 道 事 業 

 

簡易水道事業 

 

水 道 事 業 

 

水道用水供給事業 

 

専 用 水 道 

 

水道法上の水道 

 

水道供給施設 

厚
生
労
働
省
所
管 
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２．水道事業の状況 

 

（１）主要指標の推移 

 

 

 

 

 

 

静岡市水道事業の主要指標の推移

単位 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

人 720,175 719,236 727,340 726,060 724,026

人 710,250 710,250 708,400 708,400 708,400

人 700,027 699,395 706,908 705,206 705,919

人 696,235 695,649 703,379 702,312 700,383

％ 96.7 96.7 96.7 96.7 96.7

％ 99.5 99.5 99.5 99.6 99.2

戸 269,787 272,549 276,349 278,257 280,229

㎥ 92,022,718 90,303,002 89,056,931 89,018,519 88,813,555

㎥ 252,117 246,729 243,991 243,886 243,325

㎥ 90,069,667 88,534,291 86,881,734 86,739,289 86,539,573

㎥／日 274,128 265,198 259,940 262,158 267,491

㎥／日 246,766 241,896 238,032 237,641 237,095

㎥／日 363,228 363,228 368,278 368,278 368,673

リットル 394 381 369 373 381

リットル 354 347 338 338 338

㎥ 77,665,595 77,352,473 76,536,346 76,410,643 76,241,375

％ 86.2 87.4 88.1 88.1 88.1

導水管 ｍ 17,805 18,075 18,485 18,617 18,671

導送配水管 送水管 ｍ 122,134 126,865 132,526 134,815 136,897

延長 配水管 ｍ 2,247,393 2,260,993 2,305,585 2,320,850 2,339,431

合計 ｍ 2,387,332 2,405,933 2,456,596 2,474,282 2,494,999

　　　　(「平成23年版静岡市水道事業のあらまし」より抜粋）

※1 行政人口とは、静岡市に在住している市民の人口のことである。

※2 計画給水人口とは、給水を行う区域内において上水道を使用している人口を対象として、過去の実績から将来推計を

    行った人口のことである。

※3 給水区域内人口とは、給水を行う区域内に在住している人口のことである。

※4 現在給水人口とは、給水を行う区域内において上水道を使用している人口のことである。

※5 配水量とは、配水池、配水ポンプなどから配水管に送り出された水量のことである。

※6 配水能力とは、1日当たり配水可能な設備能力のことである。

※7 有収水量とは、メーターで計量された料金の課金対象となる水量のことである。

有収率（Ｉ）／（Ｅ）×100

普及率（Ｄ）／（Ｃ）×100

給水戸数

年間取水量

１日平均取水量

年間配水量（Ｅ）※5

１日最大配水量（Ｆ）※5

１日平均配水量（Ｇ）※5

配水能力（Ｈ）※6

１人１日最大配水量
（Ｆ）／（Ｄ）×1,000

１人１日平均配水量
（Ｇ）／（Ｄ）×1,000

年間有収水量（Ｉ）※7

普及率（Ｄ）／（Ａ）×100

頄目

行政人口（Ａ）※1

計画給水人口（Ｂ）※2

給水区域内人口（Ｃ）※3

現在給水人口（Ｄ）※4
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昭和 63 年頃から平成４年頃にかけては、バブル景気による経済活動の活発化に伴い、

水需要が伸び、平成３年において、１日最大配水量が 335,190 ㎥とピークに達していた

時期もあった。しかし、近年、長引く景気低迷、尐子高齢化の進展による人口の伸び悩

みなどにより、水需要は年々減尐傾向にあり、平成 18 年度以降は 260,000 ㎥前後で推移

している（下図参照）。 

なお、平成 20 年度に給水人口が増加している要因は、由比町との合併によるものであ

る。 
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（２）水源の状況 

 

静岡市水道事業の水源は、昭和初期の創設期より一級河川安倍川の伏流水、二級河川

興津川の表流水を主水源としてきたが、昭和 30年以降は、社会経済活動の発展、市民生

活の向上など水需要の増加に対応するため、地下水に水源を求め、安定した取水量の確

保に努めてきている。 

平成 22 年３月に公表された「第２次静岡市水道事業基本計画」（以下「基本計画」と

いう。）における水源の内訳は次のとおりである。 

水源内訳        （単位：㎥／日） 

水源種別 既設 計画 計 

水量・か所 水量・か所 水量・か所 

表流水※1 133,450 － 133,450 

8 か所 － 8 か所 

伏流水※2 55,600 － 55,600 

1 か所 － 1 か所 

地

下

水 

※

3 

浅井戸 30,500 － 30,500 

5 井 － 5 井 

深井戸 159,383 7,500 166,883 

38 井 2 井 40 井 

計 189,883 7,500 197,383 

43 井 2 井 45 井 

計 378,933 7,500 386,433 

（「基本計画」より抜粋） 

※１ 表流水とは、河川の表面を流れる水のことである。流れている川の表面の水を取水

するため、気候による川の水量の変化が取水量に影響を及ぼすこともある。 

※２ 伏流水とは、河川の河床の下の砂れき層などを流れる水のことである。葵区北部の

牛妻取水場で安倍川の伏流水を取水している。 

※３ 葵区・駿河区にある地下水取水施設の多くは地下 50ｍ以上の深井戸から取水し、安

定した水質と水量を誇っている。 

 

 

 

（上記の図は、静岡市上下水道局ホームページから転載）  
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（３）浄水施設の状況 

 

静岡市水道事業の浄水施設は、葵区の門屋浄水場、清水区の中町浄水場・谷津浄水場

など合わせて 12施設ある。浄水方法は、緩速ろ過方式、急速ろ過方式、膜ろ過方式など

があり、現在の浄水処理能力は 205,240 ㎥／日である。 

 

浄水場処理能力          （単位：㎥／日） 

施設名 浄水方法 処理能力 完成年度 

門屋浄水場 緩速ろ過 

急速ろ過 

22,800 

41,700 

昭和８年度 

平成 18 年度 

足久保団地浄水場 塩素消毒のみ 850 昭和 48 年度 

中町浄水場 緩速ろ過 15,000 昭和７年度 

小河内浄水場 緩速ろ過 300 昭和 39 年度 

谷津浄水場 急速ろ過 100,000 昭和 42 年度(第１期事業) 

昭和 48 年度（第２期事業） 

和田島浄水場 膜ろ過 10,000 平成 19 年度 

冷川水源 緩速ろ過 1,440 昭和 38 年度 

蒲原第１浄水場 緩速ろ過 1,000 昭和 29 年度 

蒲原第２浄水場 急速ろ過 

急速ろ過 

緩速ろ過 

1,000 昭和 49 年度 

平成元年度 

平成元年度 

蒲原第３浄水場 塩素消毒のみ 5,800 平成 20 年度 

由比第１浄水場 緩速ろ過 3,200 昭和 41 年度 

由比第２浄水場 急速ろ過 2,150 昭和 58 年度 

計  205,240  

（平成 23 年３月 31 日現在） 

 

（４）送水管及び配水管施設の状況 

 

静岡市水道事業の送水管及び配水管の管路延長は、2,494 ㎞に達し市内給水区域を網羅

している。 

 

管種別構成             （単位：ｍ） 

区分 導水管 送水管 配水本管 配水枝管 合計 

ダクタイル鋳鉄管 4,940.1 83,751.7 82,769.8 1,684,812.9 1,856,274.5 

鋼管 697.0 17,357.4 2,506.2 64,509.4 85,070.0 

ポリエチレン管 － 12,819.6 33.5 47,966.3 60,819.4 

ステンレス管 － 250.6 1,150.0 1,938.3 3,338.9 

鋳鉄管 10,111.4 18,316.5 44,552.2 286,987.7 359,967.8 

石綿セメント管 490.0 － － 1,578.4 2,068.4 

硬質塩化ビニル管 202.0 4,401.0 6.0 120,498.2 125,107.2 

コンクリート管 2,230.5 － － － 2,230.5 

その他 － － － 122.2 122.2 

合計 18,671.0 136,896.8 131,017.7 2,208,413.4 2,494,998.9 

（平成 23 年３月 31 日現在） 
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（５）組織・人員の状況 

 

ア．組織図（水道部及び下水道部共通） 

 

（平成２２年４月１日現在）

（上下水道局次長）

 (水道部長)  (下水道部長)

 (水道部理事)  (下水道部理事)

･総務担当 ･総務担当

･経理担当 ･企画経理担当

･水道企画室 ･水洗普及担当

･管理担当 ･汚水計画担当

･料金担当 ･雤水計画担当

･検針第１担当

･検針第２担当

･精算第１担当

･精算第２担当 ･設計調整担当

･駿河サービス担当 ･工事第１担当

･蒲原サービス担当 ･工事第２担当

･工事第３担当

･工事第４担当

･管理担当

･給水装置第１担当

･給水装置第２担当

･量水器担当 ･管理担当

･改良担当

･保全第１担当

･保全第２担当

･管理担当 ･排水設備第１担当

･維持第１担当 ･排水設備第２担当

･維持第２担当

･建設第１担当

･建設第２担当

･建設第３担当

･管理担当

･整備担当

･保全担当

･管理担当 ･水質管理担当

･設備担当 ･高松浄化センター

･与一配水場 ･城北浄化センター

･南安倍配水場 ･中島・長田浄化センター

･清水谷津浄水場 ･清水浄化センター

･水質第１担当

･水質第２担当

･管理担当

･施設担当

※1公営企業管理者１人、上下水道局次長１人、水道部２２８人、下水道部１９７人、計４２７人

※2（　）は職員数を示す。

※3人員には非常勤嘱託を含む。

下水道建設課 (37)

下水道部 (2)

水道総務課 (23) 下水道総務課 (28)

営業課 (52) 下水道計画課 (10)

簡易水道課 (13)

給水装置課 (29)

公営企業管理者(1)

上下水道局（1）

水道部 (２)

下水道維持課 (42)

水道管路課 (47)

下水道施設課 (78)

水道施設課 (49)

水質管理課 (13)
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（６）財務の状況 

 

ア．平成 22 年度の財務状況の概要 

 

 

     収益的収支(税抜き額）

     資本的収支(税込み額）

収入

10,127,167千円

（100％）

支出

9,019,383千円

(100％)

収入

1,949,271千円

（100％）

支出

5,704,311千円

(100％)

その他

4,159千円
0.1%

受託工事収益

68,159千円
0.7%その他営業収益

199,788千円
2.0%

営業外収益

43,165千円
0.4%

給水収益

9,816,055千円

96.9%

減価償却費

2,598,496千円
28.8%

企業債利息

1,001,106千円
11.1%

職員給与費

1,438,519千円

15.9%

動力費

439,526千円
4.9%

修繕費

1,027,116千円

11.4%

自己資本造成費

500,000千円

5.5%

工事請負費

69,264千円

0.8%

委託料

1,338,314千円

14.8%

その他

607,042千円
6.7%

企業債

1,700,000千円

87.2%

国庫補助金

50,000千円

2.6%

工事負担金

198,615千円

10.2%

拡張事業費

1,775,341千円
31.1% 企業債償還金

2,173,530千円
38.1%

配水管布設費

1,181,014千円
20.7%

施設費

505,075千円

8.9%

器具機械費

65,193千円

1.1%

他会計補助金

656千円
0.0%
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イ．収益的収支推移 

 

 
 

給水収益は景気の低迷や市民の節水意識の定着等による水需要の減尐に起因し、年々

若干の減尐傾向にある。 

受取利息及び配当金は、景気低迷による預金利率が低下したことに起因し、減尐傾向

にある。 

 

 

 

 平成 19 年度から平成 22 年度にかけて配水費は年々減尐傾向にある。これは、道路改

良工事、街路工事等の他工事の遅延により発注できない水道工事があったためである。 

平成 19 年度から平成 22 年度にかけて給水費は年々増加傾向にある。これは、平成 20

年度から清水区のメーター取り付けネジ取り換え業務を開始したことに起因している。 

 平成 18 年度から平成 22 年度にかけて減価償却費は年々増加傾向にある。これは、平

収   益   的   収   入

18 年 度 19 年 度 20 年 度 21 年 度

  　 金   額   　 金   額   　 金   額   　 金   額  金     額  構 成 比 対前年増減率

10,637,411 10,567,961 10,233,306 10,117,958 10,084,002 99.6 △ 0.3

給 水 収 益 10,383,124 10,307,106 9,969,877 9,852,147 9,816,054 96.9 △ 0.4

受 託 工 事 収 益 66,590 64,491 64,630 67,984 68,159 0.7 0.3

そ の 他 営 業 収 益 187,695 196,363 198,798 197,826 199,788 2.0 1.0

26,157 94,116 78,540 52,539 43,164 0.4 △ 17.8

受取利息及び配当金 18,892 55,815 66,707 44,446 33,632 0.3 △ 24.3

雑 収 益 7,264 38,301 11,832 8,092 9,532 0.1 17.8

2,005 0 0 0 0 0.0 0.0

10,665,574 10,662,078 10,311,847 10,170,498 10,127,167 100.0 △ 0.4

　　　(単位  千円　・　比率　　％・△印　減）

　　　　　　　　　区　　分 22 年 度

    科    目

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

合          計

収   益   的   支   出

18 年 度 19 年 度 20 年 度 21 年 度

  　 金   額   　 金   額   　 金   額   　 金   額  金     額  構 成 比 対前年増減率

7,156,322 7,208,829 7,422,299 7,592,887 7,510,748 83.3 △ 1.1

原 水 費 425,117 439,025 469,183 443,261 393,461 4.4 △ 11.2

浄 水 費 569,733 607,071 609,354 696,226 655,725 7.3 △ 5.8

配 水 費 1,285,284 1,350,746 1,235,074 1,137,229 1,045,889 11.6 △ 8.0

給 水 費 923,029 854,333 937,924 1,301,249 1,315,893 14.6 1.1

受 託 工 事 費 88,798 64,591 72,559 68,351 65,087 0.7 △ 4.8

業 務 費 725,684 787,905 763,021 751,663 757,923 8.4 0.8

総 係 費 593,997 579,231 581,461 592,694 598,218 6.6 0.9

減 価 償 却 費 2,220,594 2,450,318 2,549,405 2,557,399 2,598,496 28.8 1.6

資 産 減 耗 費 322,258 73,629 202,802 43,316 78,707 0.9 81.7

そ の 他 営 業 費 用 1,824 1,977 1,512 1,495 1,345 0.0 △ 10.0

2,007,159 1,965,251 1,719,248 1,573,015 1,508,634 16.7 △ 4.1

支払利息及び企業債取扱諸費 1,453,928 1,398,239 1,166,129 1,023,816 1,001,106 11.1 △ 2.2

自 己 資 本 造 成 費 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 5.5 0.0

雑 支 出 53,231 58,879 53,119 49,199 7,527 0.1 △ 84.7

災 害 支 援 費 0 8,131 0 0 0 0.0 0.0

     合          計   9,163,483 9,174,081 9,141,548 9,165,904 9,019,382 100.0 △ 1.6

    科    目

営 業 費 用

営 業 外 費 用

　　　　　　　　　区　　分 22 年 度

　　　(単位  千円　・　比率　　％・△印　減）
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成 15 年度の旧静岡市と旧清水市の合併、平成 17 年度の政令指定都市移行、平成１8年度

の旧蒲原町との合併、平成 20 年度の旧由比町との合併といった背景から、平成 15 年度

から平成 21 年度に拡張事業（新規事業）が増えていることに起因している。この傾向は、

「第２次静岡市水道事業中期経営計画」（以下「第２次水道中期計画」という。）終了の

翌年度である平成 27 年度まで続き、その後は減尐していくものと考えられる。 

 支払利息の減尐要因については、「カ．企業債の状況」を参照されたい。 

  

ウ.資本的収支推移 

 

 
 

 

 

企業債償還金が平成 19 年度及び平成 20 年度において増加しているが、これは公的資

金補償金免除繰上償還制度の活用に伴う、利率５％以上の企業債を早期償還したことに

起因している。詳細は「カ．企業債の状況」を参照されたい。 

 

資   本   的   収   入

18 年 度 19 年 度 20 年 度 21 年 度

  　 金   額   　 金   額   　 金   額   　 金   額  金     額  構 成 比 対前年増減率

3,253,400 4,599,800 3,592,500 1,508,000 1,700,000 29.8 12.7

1,772 0 0 0 0 0.0 0.0

215,854 173,637 9,000 24,600 50,000 0.9 103.3

26,328 0 974 3,999 656 0.0 △ 83.6

255,999 130,530 138,120 191,821 198,614 3.5 3.5

0 0 0 300 0 0.0 （皆減）

3,753,354 4,903,968 3,740,594 1,728,720 1,949,271 34.2 12.8
  当年度分消費税及び地方
  消費税資本的収支調整額 213,035 168,245 149,298 127,131 154,210 2.7 21.3

　繰越工事資金 3,145 0 0 9,000 0 0.0 （皆減）

　減債積立金 2,070,204 1,963,494 1,500,086 1,498,496 1,177,298 20.6 △ 21.4

  過年度分損益勘定留保資金 1,045,002 1,668,369 2,454,015 1,951,765 2,409,530 42.2 23.5

  当年度分損益勘定留保資金 543,625 0 0 0 0 0.0 0.0

　建設改良積立金 57,897 6,830 2,005 20,000 14,000 0.2 △ 30.0

           計   3,932,911 3,806,940 4,105,404 3,606,393 3,755,039 65.8 4.1

7,686,266 8,710,908 7,845,999 5,335,114 5,704,311 100.0 6.9

補
て
ん
財
源

合          計

           計

　　　(単位  千円　・　比率　　％・△印　減）

　　　　　　　　　区　　分 22 年 度

    科    目

企 業 債

固 定 資 産 売 却 代 金

国 庫 ( 県 ) 支 出 金

他 会 計 支 出 金

負 担 金

そ の 他 資 本 的 収 入

資   本   的   支　出

18 年 度 19 年 度 20 年 度 21 年 度

  　 金   額   　 金   額   　 金   額   　 金   額  金     額  構 成 比 対前年増減率

5,273,694 3,826,093 3,396,978 3,123,790 3,526,621 61.8 12.9

拡 張 事 業 費 3,630,002 1,891,094 1,395,616 1,625,259 1,775,340 31.1 9.2

配 水 管 布 設 費 1,119,162 1,173,985 1,027,602 1,008,764 1,181,014 20.7 17.1

施 設 費 452,114 649,183 897,347 427,574 505,074 8.9 18.1

器 具 機 械 費 72,414 111,830 76,411 62,191 65,192 1.1 4.8

2,412,571 4,884,814 4,431,752 2,211,323 2,173,529 38.1 △ 1.7

0 0 8,268 0 4,159 0.1 （皆増）

     合          計   7,686,266 8,710,908 7,836,999 5,335,114 5,704,311 100.0 6.9

　　　(単位  千円　・　比率　　％・△印　減）

　　　　　　　　　区　　分 22 年 度

    科    目

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

そ の 他 資 本 的 支 出
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（注）公的資金補償金免除繰上償還制度とは、財政健全化計画又は公営企業経営健全化

計画を策定し、徹底した行政改革・経営改革を行う地方公共団体を対象に、公的

資金の補償金免除繰上償還を行い、高金利の地方債の公債費負担を軽減する措置

を講ずる制度である。なお、対象となるのは年利５％以上の企業債である。 

 

エ．比較貸借対照表 

 

ａ．資産の部 

 

 

 建設仮勘定が平成 22年度において、前年度から大幅に増加しているが、これは、平成

22 年度は過年度からの継続的な大規模工事の出来高払いが発生し、建設仮勘定に 

717,842 千円（門屋浄水場緩速ろ過施設改修工事 529,707 千円、田町配水場築造工事 

188,134 千円）を計上したことが主な要因である。 

現金預金残高が年々増加しているが、これは、主に土地区画整理事業、電線共同溝整

備事業及び道路改良工事等の他工事の遅延等により、水道工事の発注が遅れ、繰越とな

り工事請負費の支出が予定どおり執行できなかったことに起因しており、結果として現

金預金が留保されていく状況になっている。 

 

 

 

資産の部の推移 　　　(単位  千円　・　比率　　％・△印　減）

              区 　分 18 年 度 19 年 度 20 年 度 21 年 度

科   目  金     額  金     額  金     額  金     額  金     額  構 成 比 前年度対比

資                  産 91,911,809 93,976,256 96,633,184 97,692,853 99,418,763 100.0 101.8

 1 固  定  資  産 78,482,518 79,616,417 81,426,637 81,842,565 82,702,761 83.2 101.1

 (1) 有形固定資産 78,238,002 79,379,910 81,193,722 81,617,650 82,485,846 83.0 101.1

      土            地 5,277,406 5,313,212 5,377,365 5,600,016 5,688,580 5.7 101.6

　　　立　　　　　　木 97,913 97,913 97,913 97,913 97,913 0.1 100.0

      建            物 1,532,620 1,838,847 2,437,702 2,493,750 2,429,002 2.4 97.4

      構    築     物 61,107,019 61,527,469 62,541,443 62,825,551 62,539,298 62.9 99.5

      機械及び装置 8,515,933 8,743,150 8,773,865 8,421,171 8,284,007 8.3 98.4

      車 両 運 搬 具 27,570 25,384 31,861 25,140 18,517 0.0 73.7

     　 工具、器具及び備品 133,070 111,676 130,297 122,920 104,476 0.1 85.0

      建 設 仮 勘 定 1,546,472 1,722,259 1,803,275 2,031,189 3,324,053 3.3 163.7

 (2) 無形固定資産 244,516 236,507 228,515 220,515 212,515 0.2 96.4

       施 設 利 用 権 243,200 235,200 227,200 219,200 211,200 0.2 96.4

       電 話 加 入 権 1,305 1,305 1,315 1,315 1,315 0.0 100.0

　　　　その他無形固定資産 11 3 - - - - -

 (3) 投            資 - - 4,400 4,400 4,400 0.0 100.0

       出    資    金 - - 4,400 4,400 4,400 0.0 100.0

 2 流  動  資  産 13,429,291 14,359,839 15,206,547 15,850,288 16,716,002 16.8 105.5

 （1）現  金  預  金 11,261,084 12,251,964 13,041,466 13,853,771 14,609,554 14.7 105.5

 （2）未    収    金 1,738,386 1,720,340 1,679,932 1,632,887 1,680,605 1.7 102.9

 （3）有　価　証　券 5,450 5,950 5,950 3,950 - - -

 （4）貯　　蔵　　品 54,711 49,236 44,439 39,401 34,403 0.0 87.3

 （5）前　　払　　金 369,660 332,350 434,760 320,280 391,440 0.4 122.2

22 年 度
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ｂ．負債及び資本の部 

 

 

 自己資本金が増加している要因は、企業債を減債積立金で償還した場合における償還

額相当の自己資本組み入れ、建設改良積立金の目的取崩しに伴う自己資本組み入れ、及

び毎期 500,000 千円ずつ費用計上している自己資本造成費の組み入れに起因している。 

 

  

負債及び資本の部の推移 　　　(単位  千円　・　比率　　％・△印　減）

              区 　分 18 年 度 19 年 度 20 年 度 21 年 度

　科   目  金     額  金     額  金     額  金     額  金     額  構 成 比 前年度対比

負 債 及 び 資 本 91,911,809 93,976,256 96,633,184 97,692,853 99,418,763 100.0 101.8

負             債 3,429,808 3,487,106 3,708,620 3,728,806 3,910,362 3.9 104.9

固    定    負    債 1,614,037 1,787,842 2,016,301 2,131,235 2,407,875 2.4 113.0

（1）引当金 1,614,037 1,787,842 2,016,301 2,131,235 2,407,875 2.4 113.0

 　　 修繕引当金 1,001,925 1,182,447 1,336,742 1,458,842 1,691,542 1.7 116.0

      退職給与引当金 612,111 605,394 679,558 672,392 716,333 0.7 106.5

流    動    負   債 1,815,771 1,699,265 1,692,320 1,597,571 1,502,487 1.5 94.0

（1）未　　払　　金 1,754,106 1,647,356 1,641,442 1,545,988 1,451,799 1.5 93.9

（2）前　　受　　金 11,146 - - - - - -

（3）預　　り　　金 45,069 45,959 44,928 47,634 50,689 0.1 106.4

（4）預り保証有価証券 5,450 5,950 5,950 3,950 - - -

資                 本 88,482,001 90,489,150 92,924,563 93,964,047 95,508,401 96.1 101.6

 1 資     本     金 65,383,695 67,569,005 69,574,158 70,889,331 72,107,100 72.5 101.7

 (1)自 己 資 本 金 24,366,947 26,837,272 29,477,269 31,495,765 33,187,064 33.4 105.4

 (2)借 入 資 本 金 41,016,748 40,731,733 40,096,889 39,393,566 38,920,036 39.1 98.8

 2 剰     余     金 23,098,306 22,920,145 23,350,405 23,074,715 23,401,301 23.5 101.4

 (1)資 本 剰 余 金 17,537,620 17,841,788 18,548,376 18,786,588 19,196,688 19.3 102.2

      受贈財産評価額 3,993,206 3,993,206 4,071,147 4,088,639 4,253,627 4.3 104.0

     国庫（県）補助金 871,458 1,045,095 1,045,827 1,070,427 1,118,827 1.1 104.5

     他会計補助金 1,656,566 1,656,566 2,132,909 2,136,908 2,137,564 2.2 100.0

　　 他会計負担金 39,437 39,437 39,437 39,437 39,437 0.0 100.0

     他工事負担金 10,962,212 11,092,743 11,244,315 11,436,136 11,632,192 11.7 101.7

     　その他資本剰余金 14,741 14,741 14,741 15,041 15,041 0.0 100.0

(2)利 益 剰 余 金 5,560,686 5,078,357 4,802,029 4,288,127 4,204,613 4.2 98.1
      減 債 積 立 金 1,968,560 1,505,151 1,510,562 1,182,364 1,009,660 1.0 85.4
       建設改良積立金 979,578 974,753 1,006,748 986,748 972,748 1.0 98.6

　　  災害準備積立金 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 0.2 100.0

　　　水源対策積立金 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 0.1 100.0
　　　  当年度未処分利益
　　　  剰余金 2,362,548 2,348,453 2,034,720 1,869,016 1,972,205 2.0 105.5

22 年 度
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オ．比較損益計算書 

 

 

主要な増減要因については、前述の「イ．収益的収支推移」を参照されたい。 

  

 

 

 

 

 

  

損益項目の推移

              　  区　分 18 年 度 19 年 度 20 年 度 21 年 度

　科  目    金   額    金   額    金   額     金   額     金   額  構 成 比 前年度対比

営  業  収  益 10,637,411 10,567,961 10,233,306 10,117,959 10,084,002 100.0 99.7

   給水収益 10,383,124 10,307,106 9,969,877 9,852,147 9,816,054 97.3 99.6

   受託工事収益 66,591 64,492 64,630 67,985 68,159 0.7 100

   その他営業収益 187,696 196,363 198,799 197,826 199,788 2.0 101.0

営  業  費  用 7,156,323 7,208,830 7,422,300 7,592,888 7,510,749 100.0 98.9

   原　　水　　費 425,118 439,026 469,183 443,262 393,461 5.2 88.8

   浄　　水　　費 569,733 607,071 609,354 696,227 655,726 8.7 94.2

   配　　水　　費 1,285,284 1,350,746 1,235,074 1,137,229 1,045,889 13.9 92.0

   給　　水　　費 923,029 854,333 937,925 1,301,249 1,315,894 17.5 101.1

   受 託 工 事 費 88,798 64,591 72,560 68,352 65,087 0.9 95

   業　　務　　費 725,685 787,905 763,022 751,663 757,924 10.1 100.8

   総　　係　　費 593,998 579,232 581,462 592,694 598,219 8.0 100.9

   減 価 償 却 費 2,220,595 2,450,318 2,549,405 2,557,400 2,598,496 34.6 101.6

   資 産 減 耗 費 322,258 73,630 202,802 43,317 78,707 1.0 181.7

   その他営業費用 1,824 1,978 1,512 1,495 1,346 0.0 90.0

営  業  利  益 3,481,088 3,359,131 2,811,006 2,525,071 2,573,253 - 101.9

営 業 外 収 益 26,158 94,116 78,541 52,540 43,165 100.0 82.2

   受取利息及び配当金 18,893 55,815 66,708 44,447 33,633 77.9 75.7

   雑　　収　　益 7,265 38,301 11,833 8,093 9,532 22.1 117.8

営 業 外 費 用 2,007,160 1,965,252 1,719,249 1,573,016 1,508,634 100.0 95.9
   支 払 利 息 及 び
   企業債取扱諸費 1,453,929 1,398,240 1,166,130 1,023,816 1,001,106 66.4 97.8

　自己資本造成費 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 33.1 100.0

   雑  　支 　 出 53,231 58,880 53,119 49,200 7,528 0.5 15.3

   災害支援費 - 8,132 - - - - -

経  常  利  益 1,500,086 1,487,996 1,170,299 1,004,595 1,107,784 - 110.3

特  別  利  益 2,005 - - - - - -

   固定資産売却益 2,005 - - - - - -

   その他特別利益 - - - - - - -

当 年 度 純 利 益 1,502,091 1,487,996 1,170,299 1,004,595 1,107,784 - 110.3

　　　(単位  千円　・　比率　　％・△印　減）

22 年 度
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カ．企業債の状況 

 

a．企業債残高と支払利息                  

 

企業債残高と支払利息の推移    （単位：千円） 

頄目 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

企業債残高 41,016,747 40,731,732 40,096,889 39,393,565 38,920,036 

支払利息 1,453,928 1,398,239 1,166,129 1,023,816 1,001,106 

利子負担率 3.5% 3.4% 2.9% 2.6% 2.6% 

 

 

 

 企業債残高は、過去５年間の推移をみると年々減尐傾向にある。同様に、企業債残高

と公的資金補償金免除繰上償還制度の利用による借り換えや繰上償還及び新規借入分の

借入利率が減尐傾向にあることから、支払利息も減尐傾向にある。 
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ｂ．起債計画 

 企業債の起債計画については、「第２次水道中期計画」策定の際に、５年間の投資的経

費を見積もり、経営計画期間内における起債総額を中期財政収支計画の中で示している。 

 「第２次水道中期計画」では、経営指標として平成 22 年度から平成 26 年度の期間に

総額約 124 億円の企業債を起債し、総額約 105 億円の企業債を償還する計画であり、平

成 21 年度末 393 億円であった企業債残高は、平成 26 年度末においては、421 億円に増加

する計画となっている。これは、安定した給水の確保、地震・渇水対策の充実のため、

平成 26 年度までに、施設の拡充更新事業約 158 億円、水の相互運用事業約 44 億円、施

設管路の耐震化に約 15億円等の大型事業を計画していることに起因している。 

 

ｃ．公的資金補償金免除繰上償還制度の活用状況 

 水道事業では、制度を活用した借り換えを平成 19 年度と平成 20 年度及び平成 22 年度

において、約 56 億円実施し、総額で約 11 億円の利息軽減効果をあげている。なお、現

在残高のある企業債については公的資金補償金免除繰上償還制度の適用要件を満たして

いないものである。 

 

 

 

 

  

　　　　　　　　　　　　繰上償還額と利息軽減効果の推移 （単位：千円）

頄目 平成19年 平成20年 平成22年度 合計

繰上償還額 2,743,829 2,853,857 20,014 5,617,700

借換額 2,599,800 2,350,500 - 4,950,300

利息軽減効果額 500,468 639,524 2,319 1,142,311
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３．水道事業計画の概要 

 

（１）静岡市総合計画と静岡市水道事業基本構想・基本計画との関係 

 

 「静岡市水道事業基本構想」（以下「基本構想」という。）は、上位計画である『静岡

市総合計画』の政策である環境低負荷型都市の建設、豊かな水と緑あふれる環境の創出、

地震・水害などの災害に強いまちづくりの推進、快適でゆとりと信頼ある市民生活の確

保の４本の柱の下、静岡市水道事業の中長期構想として、目標年次を平成 27 年とし、平

成 17 年度から平成 26年度における 10 年間の施策の方向性を示すものであり、今後の水

道事業の指針となるものである。また、この「基本構想」で掲げる基本理念である「新

たな都市（まち）の明日（あす）に向かう水道」の実現に向け、「基本計画」を策定して

いる。 

（「基本構想」をもとに監査人が作成） 

 

  

　　基本構想の位置付け

静岡市総合計画 水道事業計画

安全・安心・快適に暮らせる自然豊かなまち大綱

環境低負荷型都市の建設

豊かな水と緑あふれる環境の創出

地震・水害などの災害に強いまちづくりの推進

快適でゆとりと信頼ある市民生活の確保

４本の柱

政策

施策

きれいな水を守るネットワークの構築

安全な水の安定供給

基本構想
（平成17年度～平成26年度）

－基本理念－

新たな都市の

明日に向かう水道

基本計画
（平成17年度～平成21年度）

－基本方針－

安定した給水の確保

安全性の確保と快適性の向上

地震・渇水対策の充実

環境保全の推進

顧客サービスの向上

経営の健全化

６本の柱
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（２）第２次静岡市水道事業中期経営計画 

  

「第２次水道中期計画」は、「基本構想」で掲げた基本理念である新たな都市（まち）

の明日（あす）に向かう水道の実現に向け、財政面からの検討を行った上で、平成 22年

度から平成 26 年度までの５年間に取り組む具体的な事業を整理したものである。 

 目標達成の施策体系として「基本計画」に掲げられた、安定した給水の確保、安全性

の確保と快適性の向上、地震・渇水対策の充実、環境保全の推進、顧客サービスの向上、

経営の健全化の６本の柱と整合を取る形で、水道事業を計画的に推進していくための具

体的な事業を記載している。 

「第２次水道中期計画」の詳細な内容に関しては、静岡市上下水道局ホームページ等

で公表されている。 
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（「第２次水道中期計画」の主な内容） 

 

基本
方針

施策 内容

（１）安定した水源の確保
表流水の確保：事業費計（平成22年度～平成26年度）：５百万円
伏流水の確保：事業費計（平成22年度～平成26年度）：10百万円
地下水の確保：事業費計（平成22年度～平成26年度）：273百万円

（２）効率的な水運用の構築

水運用センターの構築：事業費計（平成22年度～平成26年度）：５百万円
配水ブロック化計画：事業費計（平成22年度～平成26年度）：168百万円
マッピングシステム（地図情報に管路情報を入力したデータベース管理システム）の拡
充：事業費計（平成22年度～平成26年度）：301百万円

（３）施設の拡充・更新

取水施設の拡充・更新：事業費計（平成22年度～平成26年度）：2,242百万円
導水施設の更新：事業費計（平成22年度～平成26年度）：1,084百万円
浄水施設の拡充・更新：事業費計（平成22年度～平成26年度）：3,326百万円
送・配水施設の拡充・更新：事業費計（平成22年度～平成26年度）：9,184百万円
漏水防止対策：事業費計（平成22年度～平成26年度）：1,090百万円

（１）水質管理の強化
水質検査機器の充実：事業費計（平成22年度～平成26年度）：133百万円
水道GLP（水質検査機関による検査結果の信頼性確保を目的とた認定規格）運用による
検査の信頼性の向上：事業費計（平成22年度～平成26年度）：２百万円

（２）水質監視の強化

水質監視装置設置の導入・更新：事業費計（平成22年度～平成26年度）：89百万円
老朽管の布設替と施設運転管理の強化：事業費計（平成22年度～平成26年度）：2,632
百万円
水安全計画（水源から給水栓に至るまですべての過程において、水道水の水質に悪影響
を及ぼす可能性のあるすべての要因を分析し、管理対応方法をあらかじめ定めるリスク
マネジメント手法）の策定と運用

Ⅲ
．
地
震
・
渇
水
対
策

の
充
実

（１）災害や渇水に強い水道の確立

水の相互運用：事業費計（平成22年度～平成26年度）：4,417百万円
管路のネットワーク化：事業費計（平成22年度～平成26年度）：138百万円
施設・管路の耐震化：事業費計（平成22年度～平成26年度）：1,455百万円
給水拠点の整備：事業費計（平成22年度～平成26年度）：131百万円
送水管の複線化：事業費計（平成22年度～平成26年度）：166百万円
災害時対応の強化

（１）水源保全と涵養林の保
護・育成

水源保全と涵養林の保護・育成：事業費計（平成22年度～平成26年度）：80百万円

（２）クリーンエネルギーの
活用

クリーンエネルギーの活用：事業費計（平成22年度～平成26年度）：106百万円

（１）サービス推進体制の強化

サービス統括機関の設置
コンビニエンスストアの活用
上下水道お客さまサービスセンターの利用促進：事業費計（平成22年度～平成26年
度）：141百万円
納付方法の拡大等の検討

（２）給水サービスの充実

貯水槽水道への対応
直結給水の実施
閉庁時の修繕対応の充実
指定給水装置工事事業者への対応

（３）お客様との活発なコ
ミュニケーションの推進

情報提供の充実
広聴活動の充実

（１）人材の育成と活用
研修・組織体制の確立：事業費計（平成22年度～平成26年度）：15百万円

（２）財政基盤の強化

コスト削減の推進
業務評価制度の導入
財源確保の推進
適正な水道料金体系の推進

（３）事務事業の効率化 委託やＯＡ化の推進

（４）経営拠点の確立 局庁舎の建設：事業費計（平成22年度～平成26年度）：1,807百万円

Ⅰ
．
安
定
し
た
給
水
の
確
保

Ⅱ
．
安
全
性
の
確
保
と
快
適
性

の
向
上

Ⅳ
．
環
境
保

全
の
推
進

Ⅴ
．
顧
客
サ
ー

ビ
ス
の
向
上

Ⅵ
．
経
営
の
健
全
化
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（３）第２次静岡市水道事業中期経営計画の評価 

 

 「第２次水道中期計画」の適切な進捗管理を行うため、平成 23 年度より、市民を含め

た第三者機関である静岡市上下水道事業経営懇話会による経営状況評価（施策評価）を

実施している。当該懇話会から、施策評価の他に、料金改定や主要事業計画の策定など

経営全般について幅広い意見を聴取している。 

 決算関連数値は、『静岡市水道事業のあらまし』やホームページ上で公表している。ま

た、「水道事業ガイドライン」（社団法人 日本水道協会によって規格化された施設の整備

状況や経営状況等を総合的に評価する指標）に示されている 137 頄目の業務指標に基づ

き、経営の効率化、事業経営の透明性の確保を目的として静岡市の状況を公表し、水道

事業の周知に努めている。 

 さらに、上下水道局の広報紙である「くらしと水」を年２回発行し、市内各戸に配布

するとともに、静岡市上下水道局ホームページや市の広報紙である「静岡気分（広報し

ずおか）」にも関連記事を掲載するなど、水道事業に係る広報活動に努めている。 
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（Ⅱ）下水道事業の概況 

 

１．下水道事業の概要 

 

（１）下水道の種類 

 

下水とは、生活雑排水などの汚水と、雤水を総称したものであり、下水を処理する施

設は、次のように分類される。この中で、今回の監査の対象としているのは、公共下水

道（広義）事業であり、静岡市下水道事業においては、地方公営企業法を全部適用（任

意適用）している（静岡市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例第３条）。 

静岡市の公共下水道は、主として市街地における下水を排除し又は処理するために、

地方公共団体が管理する下水道で、終末処理場を有するものを単独公共下水道、流末を

流域下水道に接続するものを流域関連公共下水道という。また、公共下水道区域外で、

雤水を先行して整備する都市下水路もある。 
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下水処理施設（注） 

 

国
土
交
通
省
所
管 

農
林
水
産
省
所
管 

環
境
省
所
管 

下
水
処
理
施
設 

単 独 公 共 下 水 道 事 業 

流域関連公共下水道事業 

公 共 下 水 道 

（狭義）事業 

特定環境保全公共下水道事業 

特 定 公 共 下 水 道 事 業 

公 共 下 水 道 

（広義）事業 

流域下水道事業 

都市下水路事業 

 

下水道法上 

の下水道 

下水道法以

外の汚水処

理施設 

林 業 集 落 排 水 施 設 

漁 業 集 落 排 水 施 設 

農 業 集 落 排 水 施 設 

簡 易 排 水 施 設 

小規模集合排水処理施

設 

地 域 し 尿 処 理 施 設 

（ｺﾐｭﾆﾃｨﾌﾟﾗﾝﾄ） 

合 併 処 理 浄 化 槽 

 

特 定 地 域 生 活 排 水 処 理 施 設 

 

個 別 排 水 処 理 施 設 

 

 

集合処理施設 

 

総務省所管 

個別処理施設 

 

総務省所管 
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（注）以下は、前頁の下水処理施設の説明である。 

 
公共下水道（狭義）   ： 主として市街地における下水を排除し処理するために地方公共団体（原則と

して市町村）が管理する下水道で、終末処理場を有するか、流域下水道に接

続するもので、かつ、汚水を排除する排水施設の相当部分が暗渠である構造
となっているもの 

特定環境保全公共下水道 ： 市街化区域以外（自然公園、農山村漁村、水質保全上特に必要な地区）にお
いて設置させる公共下水道 

特定公共下水道 ： 特定の事業者の事業活動に主として利用される公共下水道 

流域下水道 ： 複数の市町村の公共下水道から排除される下水を受け処理する下水道で、原
則として県が管理するもの 

農業集落排水施設 ： 農業振興地域内で計画規模 20 戸以上概ね 1,000 人以下 

漁業集落排水施設 ： 漁港の背後の漁業集落で計画人口概ね 100 以上 5,000 人以下 

林業集落排水施設 ： 森林整備市町村で 20 戸以上（原則） 

簡易排水施設 ： 山村振興地域等で 3戸以上 20 戸未満 

小規模集合排水処理施設 ： 10 戸以上 20 戸未満の規模の施設整備を地方単独事業で実施 

コミュニティ・プラント ： 計画人口 101 人以上 30,000 人未満 

合併処理浄化槽 ： 集合処理が非効率若しくは、整備が遅れる区域において個人等に市町村が補

助して整備される施設 

特定地域生活排水処理施設 ： 水道水源の水質保全等を目的として市町村が設置する合併処理浄化槽 

個別排水処理施設 ： 集合処理区域の周辺地域等において市町村が設置する合併処理浄化槽 
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（２）下水処理方式の種類 

 

下水を集める方法には、汚水と雤水を１本の管(合流管)で集める合流式下水道と、汚

水と雤水をそれぞれ別々の管(汚水管、雤水管)で集める分流式下水道がある。 

 最も早くから下水道整備を行っている、主に静岡駅、清水駅周辺の中心市街地では、

雤水の浸水対策やトイレの水洗化など、生活環境の改善が同時に整備できることから合

流式下水道が採用されてきた。 

しかし、合流式は、大雤の時などに下水の一部が、川や海に流れてしまう欠点がある。

このため、平成 16年度に「静岡市合流式下水道緊急改善計画」を策定し、これに基づき、

雤天時に河川などへの放流回数を減らすための貯留施設や、大きなゴミが流れ出ないよ

うにするための、ろ過スクリーンを設置するなど、合流式下水道の改善を進めてきてい

る。なお、昭和 40 年代後半からは、川や海など公共用水域の水質保全に対する取り組み

が強化され始め、以降の整備では、水質保全に効果のある分流式下水道を採用するよう

になった。 
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分流式下水道 

 

（上記の図は、静岡市上下水道局ホームページから転載）  

合流式下水道 
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２．下水道事業の状況 

 

（１）主要指標の推移 

 

 

 

静岡市下水道事業の主要指標の推移

単位 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

人 720,175 719,236 727,340 726,060 724,026

ｈａ 7,546 7,829 8,050 8,297 8,428

人 518,237 536,319 550,565 566,375 573,916

％ 72.0 74.6 75.7 78.0 79.3

戸 201,388 205,917 211,656 216,627 221,026

戸 192,182 198,770 204,997 209,926 215,281

戸 201,347 205,893 211,633 216,606 221,008

処 高松浄化センター ㎥ 57,341,175 52,023,959 57,385,380 58,546,232 59,127,480

城北浄化センター ㎥ 17,253,690 16,673,310 17,350,700 18,571,750 18,836,350

理 中島浄化センター ㎥ 21,984,994 21,936,156 22,909,048 23,913,218 24,469,697

長田浄化センター ㎥ 3,069,029 3,324,720 3,975,028 4,206,049 4,499,300

量 清水南部浄化センター ㎥ 12,704,832 12,448,845 12,517,665 13,220,484 13,488,527

※5 清水北部浄化センター ㎥ 4,794,104 4,838,430 4,726,398 5,262,939 5,060,670

静清浄化センター ㎥ 9,547,953 10,075,023 10,977,542 11,681,719 12,329,725

合計 ㎥ 126,695,777 121,320,443 129,841,761 135,402,391 137,811,749

㎥ 61,499,133 61,637,112 61,873,030 62,477,726 63,457,683

㎥ 10,389,281 12,812,429 12,834,186 10,941,666 11,104,868

排 中島雤水ポンプ場 ㎥ 1,656,730 1,373,276 744,852 1,070,373 1,628,847

下川原雤水ポンプ場 ㎥ 517,495 1,064,264 426,840 672,124 602,070

水 小鹿ポンプ場 ㎥ 2,669,387 2,679,194 2,713,722 2,750,222 2,765,349

西大谷ポンプ場 ㎥ 949,782 973,663 998,399 1,005,682 1,014,494

量 用宗ポンプ場 ㎥ 669,585 942,024 822,506 875,551 877,675

※8 築地ポンプ場 ㎥ 5,689,122 5,588,160 5,881,957 5,872,873 5,864,753

浜田ポンプ場 ㎥ 2,000,430 2,097,500 2,185,260 2,078,200 2,180,440

清開ポンプ場 ㎥ 4,939,546 4,864,634 5,561,977 5,145,695 5,264,827

折戸ポンプ場 ㎥ 1,473,589 1,533,997 1,531,580 1,709,556 1,808,141

愛染ポンプ場 ㎥ 3,523,640 3,675,540 3,786,040 3,787,090 3,666,510

三保ポンプ場 ㎥ 7,199,603 6,608,727 7,540,294 5,948,524 5,446,247

宮加三ポンプ場 ㎥ 3,576,650 3,586,877 3,773,609 3,655,569 3,637,026

合計 ㎥ 34,865,559 34,987,856 35,967,036 34,571,459 34,756,379

　　　　（静岡市上下水道局ホームページ「下水道事業業務の概要」より抜粋）

※1 行政区域内人口とは、静岡市に在住している市民の人口のことである。

※2 処理区域面積とは、下水道が整備され、下水処理場で汚水を処理することができる地域の面積のことである。

※3 処理区域内人口とは、下水道の処理区域内に在住している人口のことである。

※4 排水設備とは、家庭や事業所等の敷地に設ける排水管などのことである。

※5 処理量とは、各浄化センターからの放水量のことで、合流区域の雤水処理量を含んでいる。

※6 有収汚水水量とは、処理した汚水のうち、使用料徴収の対象となる水量のことである。

※7 雤水処理量とは、合流式の浄化センターでは、雤天時に雤水も同時に流入することから、雤水を処理して放流した

    水量のことである。

※8 排水量とは、ポンプ場から排出された水量のことである。

頄目

行政区域内人口（Ａ）※1

処理区域面積※2

処理区域内人口（Ｂ）※3

普及率（Ｂ）／（Ａ）×100

排水設備設置戸数※4

下水道使用料調定戸数

水洗便所設置戸数

有収汚水水量※6

雤水処理量※7
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静岡市の下水道事業の普及率は、平成 18 年度の 72.0%から平成 22 年度の 79.3%へと、

この 5 年間で 7.3 ポイント上昇している。これは、行政区域内人口がほぼ一定で推移し

ている中、下水道の整備を進めた結果、処理区域面積が増加し、処理区域内人口が増加

したことが大きな要因である（下図参照）。また、普及率の上昇に伴い、排水設備設置戸

数、下水道使用料調定戸数（注）、水洗便所設置戸数、各浄化センターの処理量、有収汚

水水量も増加している。 

 

 
 

雤水処理量は、年間の降雤量により増減している。 

合流式及び雤水のポンプ場の排水量は、年間の降雤量により増減しており、分流式の

用宗・折戸汚水ポンプ場の排水量は、処理区域の下水道接続戸数の増加に伴い、増加し

ている。 

 

（注）下水道使用料調定戸数とは、下水道使用料の内容を調査して、その金額を決定し

ている戸数のことである。 
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（２）浄化センター施設の状況 

 

静岡市下水道事業の浄化センターは、葵区の城北浄化センター、駿河区の高松浄化センタ

ー・中島浄化センター、清水区の清水南部浄化センターなど合わせて７施設ある。処理方法

は、標準活性汚泥法（注１）、高速エアレーション沈殿法（注２）があり、計画処理能力は 608,700

㎥／日（晴天時）、1,197,600 ㎥／日（雤天時）である。 

 

浄化センター計画処理能力         （単位：㎥／日） 

施設名 処理方法 計画処理能力 放流先 供用開始 

日最大 雤天時最大 

高松浄化センター 高速エアレーシ

ョン沈殿法 

標準活性汚泥法 

191,500 600,000 浜川 昭和 35 年 

（一次処理） 

昭和 47 年 

（二次処理） 

城北浄化センター 標準活性汚泥法 54,000 280,800 安東川 昭和 52 年 

清水南部浄化セン

ター 

標準活性汚泥法 45,600 208,600 清水港 昭和 47 年 

清水北部浄化セン

ター 

標準活性汚泥法 22,700 108,200 清水港 昭和 56 年 

中島浄化センター 標準活性汚泥法 118,200 - 安倍川 昭和 60 年 

長田浄化センター 標準活性汚泥法 42,700 - 丸子川 平成 14 年 

静清浄化センター

（注３） 

標準活性汚泥法 134,000 - 巴川 平成９年 

計  608,700 1,197,600   

 （平成 23 年３月 31日現在） 

（注１）標準活性汚泥法とは、微生物を利用して水の汚れを取り除く方法のことである。具

体的な処理工程は、まず最初沈殿池で浮いている小さなゴミや泥を沈め、取り除く。

続いて、反応タンクで下水に微生物を混ぜて空気を吹き込み、汚れを分解する。そ

の後、最終沈殿池で汚れを分解する微生物を沈め、沈んだ微生物は反応タンクに戻

されることになる。 

（注２）高速エアレーション沈殿法とは、標準活性汚泥法の処理工程のうち、反応タンクと

最終沈殿池の機能をひとつにした高速エアレーション沈殿池を採用する方法のこと

である。 

（注３）静清浄化センターは、県所管の施設であるが、平成 25 年４月１日に市へ移管される

予定となっている。 
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（３）汚水ポンプ場施設の状況 

 

静岡市下水道事業の汚水ポンプ場は、下記のとおり 10 施設ある。 

 

汚水ポンプ場計画処理能力 

施設名 揚水量（㎥／min） 排水面積（ha） 供用開始 

合流（晴／雤） 分流 

西大谷ポンプ場 － 4.65 188 平成３年 

小鹿ポンプ場 － 12.30 454 平成２年 

用宗ポンプ場 － 8.26 210 平成 14 年 

築地ポンプ場 11.30／966.00 － 221 昭和 33 年 

浜田ポンプ場 1.66／369.00 － 25 昭和 52 年 

清開ポンプ場 5.73／730.00 － 102 昭和 48 年 

宮加三ポンプ場 － 18.60 243 昭和 62 年 

折戸汚水ポンプ場 － 13.32 260 平成 10 年 

愛染ポンプ場 6.16／817.00 － 122 昭和 41 年 

三保汚水ポンプ場 － 4.86 165 平成 22 年 

（平成 23年３月 31 日現在） 

 

（４）雤水ポンプ場施設の状況 

 

静岡市下水道事業の雤水ポンプ場は、下記のとおり５施設ある。 

 

雤水ポンプ場計画処理能力 

施設名 排水量（㎥／min） 排水面積（ha） 供用開始 

中島雤水ポンプ場 1,529.00 150 昭和 57 年 

下川原雤水ポンプ場 1,931.00 223 平成 11 年 

折戸雤水ポンプ場 473.00 41 昭和 62 年 

三保雤水ポンプ場 937.02 96 昭和 55 年 

大谷雤水ポンプ場 90.00 7 平成 21 年 

（平成 23年３月 31 日現在） 

 

 

 

（５）組織・人員の状況 

 

静岡市では、水道事業及び下水道事業を上下水道局というひとつの組織で同一の管理

者のもと運営している。したがって、下水道部の組織・人員の状況については、「（Ⅰ）

水道事業の概況 １．水道事業の概要 （５）組織・人員の状況」を参照されたい。  
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（６）財務の状況 

 

ア．平成 22 年度の財務状況の概要 

 

 

     収益的収支(税抜き額）

     資本的収支(税込み額）

収入

17,932,652千円
（100％）

支出

17,619,653千円
(100％)

薬品費

153,911千円

0.9%

収入

10,879,789千円
（100％）

支出

19,121,425千円
(100％)

雤水処理負担金

5,010,500千円
28.0%

営業外収益

3,284,867千円

18.3%

下水道使用料

9,636,669千円

53.7%

減価償却費

7,944,114千円
45.1%

企業債利息

3,967,257千円

22.5%

職員給与費

1,340,874千円
7.6%

負担金

863,623千円
4.9%

委託料
1,382,817千円

7.8%

動力費

503,131千円

2.9%

修繕費

644,654千円

3.7%

その他

819,272千円
4.6%

企業債

6,618,700千円
60.8%

負担金

398,373千円
3.7%

国庫補助金

3,135,668千円

28.8%

企業債償還金

9,759,349千円

51.0%

下水道整備費

9,080,701千円

47.5%

流域下水道整備費

184,075千円
1.0%

受益者負担金徴収費

86,473千円

0.5%

その他営業収益

615千円

0%

出資金

717,500千円

6.6%

その他

9,548千円

0.1%

その他

10,826千円
0%
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イ．収益的収支推移 

 

 

 

 下水道使用料が年々増加していることついては、毎期下水道整備区域を積極的に拡大

していることから、例年 4,000 戸から 5,000 戸が新たに公共下水道に接続していること

に起因している。 

 平成 21 年度及び平成 22 年度においては外部からの下水道工事に係る工事の委託がな

かったため、受託工事収益はゼロになっている。 

雤水処理負担金が年々減尐している要因は、平成 19 年度から平成 21 年度の公的資金

補償金免除繰上償還制度の活用による支払利息の削減、人件費の削減、工事請負費縮減

による次年度以降の減価償却費の削減、及び改築更新により施設が更新されたことによ

る各施設の動力費や燃料費の削減等に起因している。 

 他会計負担金の増加及び他会計補助金の減尐に関しては、総務省の示す一般会計繰出

金基準のうち、「分流式下水道に要する経費」が、平成 20 年度から繰出金対象基準に追

加されたことにより、その経費に相当する繰出金が他会計補助金から他会計負担金に振

り替わったためである。 

 

収   益   的   収   入

18 年 度 19 年 度 20 年 度 21 年 度

  　 金   額   　 金   額   　 金   額   　 金   額  金     額  構 成 比 対前年増減率

14,942,489 14,979,694 14,657,425 14,595,552 14,647,784 81.7 0.4

下 水 道 使 用 料 9,351,078 9,435,784 9,445,532 9,510,925 9,636,669 53.7 1.3

雨 水 処 理 負 担 金 5,463,860 5,452,057 5,194,596 5,084,236 5,010,500 27.9 △ 1.5

受 託 工 事 収 益 127,165 90,946 17,165 0 0 0.0 -

そ の 他 営 業 収 益 385 905 130 390 615 0.0 57.7

4,670,732 4,587,413 4,270,993 3,979,561 3,284,867 18.3 △ 17.5

受取利息及び配当金 0 2,063 3,525 2,523 1,063 0.0 △ 57.9

他 会 計 負 担 金 641,619 669,910 3,562,770 3,506,822 3,272,769 18.3 △ 6.7

他 会 計 補 助 金 4,012,000 3,796,400 693,000 457,000 0 0.0 （皆減）

           計国 庫 補 助 金 11,652 57,966 2,759 3,300 1,581 0.0 △ 52.1

雑 収 益 5,460 10,763 8,937 9,915 9,454 0.1 △ 4.6

- 50,308 - - - - -

19,613,222 19,567,107 18,928,419 18,575,115 17,932,652 100.0 △ 3.5

　　　(単位  千円　・　比率　　％・△印　減）

　　　　　　　　　区　　分 22 年 度

    科    目

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

合          計
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 収益的支出は、全体として前頁の雤水処理負担金の減尐要因で述べた理由により減尐

傾向にある。 

 平成 22 年度において、流域下水道維持管理費が前年度と比較し減尐した主な要因は、

静岡市下水道事業が県に支払う流域下水道維持管理費負担金が減額になったことに起因

している。当該負担金は、人件費や処理場運転費等の維持管理に要する経費及び資本費

として、元金償還と利子の費用に充てるものである。その費用から負担金単価を設定し、

計画下水量を乗じて負担金額を算出することとなっている。単価の設定は、３年ごとに

見直すことになっており、平成 21 年度末に維持管理費の累積があったことから、静清浄

化センターの県からの移管の前年度である平成 24 年度までに精算する必要があり、平成

22 年度より 76 円／㎥から 57 円／㎥に引き下げられた。この単価の引き下げにより、前

年度と比べ△291 百万円流域下水道維持管理費が減尐した。 

 減価償却費に関しては、現在も下水道未整備地区へ積極的に拡大していることから、

年々逓増傾向にある。 

資産減耗費の増加要因は、投資事業の比重が整備拡張型から老朽化対策にシフトして

きたことに伴い、平成 22 年度に改築更新した資産等が平成 21 年度に比して多かったこ

と、また、浄化センターやポンプ場の包括外部委託による不用物品が多く報告されたこ

とにより、資産減耗費が増加したことに起因している。なお、額が大きいものとしては、

高松浄化センター汚泥焼却施設機械設備の 31 百万円、汚泥脱水施設機械設備の 14百万

円、中島浄化センター汚泥掻寄機の 12 百万円等がある。 

企業債利息の減尐要因については、「カ．企業債の状況」を参照されたい。 

 

 

  

収   益   的   支   出

18 年 度 19 年 度 20 年 度 21 年 度

  　 金   額   　 金   額   　 金   額   　 金   額  金     額  構 成 比 対前年増減率

13,328,859 13,589,239 13,682,452 13,751,326 13,470,683 76.5 △ 2.0

管 渠 費 554,344 559,460 567,453 514,332 494,945 2.8 △ 3.8

ポ ン プ 場 費 452,379 453,215 459,480 514,739 399,133 2.3 △ 22.5

浄 化 セ ン タ ー 費 2,565,421 2,623,314 2,751,927 2,652,907 2,641,891 15.0 △ 0.4

受 託 工 事 費 114,978 82,112 15,369 0 0 0.0 -

流域下水道維持管理費 878,040 836,775 906,913 977,720 685,835 3.9 △ 29.9

業 務 費 250,231 264,876 289,026 277,889 273,775 1.6 △ 1.5

総 係 費 687,603 857,191 916,803 878,159 786,137 4.5 △ 10.5

減 価 償 却 費 7,761,240 7,685,073 7,677,443 7,796,662 7,944,114 45.1 1.9

資 産 減 耗 費 64,139 226,857 97,598 138,536 244,519 1.4 76.5

そ の 他 営 業 費 用 479 362 435 377 330 0.0 △ 12.5

6,283,921 5,977,303 5,244,914 4,823,370 4,148,970 23.5 △ 14.0

支払利息及び企業債取扱諸費 6,072,939 5,771,509 5,054,880 4,632,324 3,968,867 22.5 △ 14.3

雑 支 出 210,981 205,794 190,033 191,045 180,102 1.0 △ 5.7

19,612,781 19,566,544 18,927,367 18,574,697 17,619,653 100.0 △ 5.1

    科    目

営 業 費 用

営 業 外 費 用

合          計

　　　　　　　　　区　　分 22 年 度

　　　(単位  千円　・　比率　　％・△印　減）



 

35 

ウ．資本的収支推移 

 

 

 

平成19年度から平成21年度において、企業債収入が10,000百万円超となっているが、

これは公的資金補償金免除繰上償還制度の利用による借換に起因している。 

平成 22 年度において出資金収入が 717 百万円あるが、主な内訳は臨時財政特例債等の

元金償還に要する経費 285 百万円及び下水道事業債（特例措置分）の元金償還に要する

経費 290 百万円である。 

 

  

資   本   的   収   入

18 年 度 19 年 度 20 年 度 21 年 度

  　 金   額   　 金   額   　 金   額   　 金   額  金     額  構 成 比 対前年増減率

9,007,000 13,228,400 16,667,100 21,083,900 6,618,700 34.6 △ 68.6

595,000 391,900 138,000 290,000 717,500 3.8 147.4

－ 69 － － 7,844 0.0 （皆増）

3,832,051 3,334,309 3,286,701 2,800,920 3,135,668 16.4 12.0

304,485 421,169 353,500 538,254 398,373 2.1 △ 26.0

工 事 負 担 金 54,039 20,331 55,173 107,420 23,339 0.1 △ 78.3

受 益 者 負 担 金 250,446 400,837 298,327 430,834 375,034 2.0 △ 13.0

－ － － 1,667 1,703 0.0 2.2

13,738,537 17,375,848 20,445,302 24,714,742 10,879,789 56.9 △ 56.0
  当年度分消費税及び地方      
  消費税資本的収支調整額 222,145 263,404 302,246 266,562 236,335 1.2 △ 11.3

  過年度分損益勘定留保資金 1,839,830 2,084,333 2,043,532 647,577 1,079,724 5.6 66.7

  当年度分損益勘定留保資金 5,741,047 5,773,368 7,127,465 6,855,473 6,925,576 36.2 1.0

           計   7,803,023 8,121,107 9,473,244 7,769,613 8,241,636 43.1 6.1

21,541,560 25,496,955 29,918,547 32,484,355 19,121,425 100.0 △ 41.1

補
て
ん
財
源

合          計

           計

　　　(単位  千円　・　比率　　％・△印　減）

　　　　　　　　　区　　分 22 年 度

    科    目

企 業 債

出 資 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 庫 ( 県 ) 支 出 金

負 担 金

そ の 他 資 本 的 支 出
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企業債償還金が平成 19年度から平成 21年度において増加しているが、これは公的資

金補償金免除繰上償還制度の活用に伴う、利率５％以上の企業債を早期償還したことに

起因している。詳細は「カ．企業債の状況」を参照されたい。 

 

  

資   本   的   支　出

18 年 度 19 年 度 20 年 度 21 年 度

  　 金   額   　 金   額   　 金   額   　 金   額  金     額  構 成 比 対前年増減率

9,594,466 9,990,548 10,729,041 9,867,717 9,361,453 49.0 △ 5.1

下 水 道 整 備 費 9,440,119 9,826,968 10,467,447 9,484,462 9,080,701 47.5 △ 4.3

流 域 下 水 道 整 備 費 58,100 57,000 169,150 277,500 184,075 1.0 △ 33.7

施設及び無形固定資産取得費 － － － － 6,597 0.0 （皆増）

受 益 者 負 担 金 徴 収 費 84,238 103,639 87,663 101,902 86,473 0.5 △ 15.1

器 具 機 械 費 12,007 2,939 4,781 3,852 3,605 0.0 △ 6.4

11,947,093 15,463,087 19,189,505 22,608,687 9,759,348 51.0 △ 56.8

0 0 0 0 0 0.0 -

－ 43,319 － 7,950 623 0.0 △ 92.2

     合          計   21,541,560 25,496,955 29,918,547 32,484,355 19,121,425 100.0 △ 41.1

    科    目

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

受 益 者 負 担 金 返 還 金

そ の 他 資 本 的 支 出

　　　(単位  千円　・　比率　　％・△印　減）

　　　　　　　　　区　　分 22 年 度
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エ．比較貸借対照表 

 

ａ．資産の部 

 

 

有形固定資産については、毎期下水道整備区域を積極的に拡大していることに起因し

ている。 

 建設仮勘定が平成 22年度において、前年度と比較し 3,231 百万円と大幅に増加してい

るが、平成 21年度以前の仮勘定から本勘定に振り替える額が尐ない上、工事は完了した

が供用開始されていない（平成 24 年 3 月 31 日供用開始予定）服織地区等の布設下水道

分 2,227 百万円、中島浄化センターの監視制御設備や清水北部浄化センター施設の汚泥

処理機械・電気設備の更新工事における１年目の出来高 415 百万円、手越地区雤水渠実

施設計業務などの委託費 539 百万円、及び、飯田地区下水道築造工事などの補償費 163

百万円が平成22年度の建設仮勘定に計上されたため、前年度と比較して大幅に増加した。 

 平成 21 年度のその他未収金が他の会計年度と比較して若干高いが、平成 21 年度は、

資本的支出（建設・改良を目的とする経費）充当財源の充実を図るため、財政当局と協

資産の部の推移 　　　(単位  千円　・　比率　　％・△印　減）

              区 　分 18 年 度 19 年 度 20 年 度 21 年 度

科   目  金     額  金     額  金     額  金     額  金     額  構 成 比 前年度対比

資                  産 360,592,418 361,509,697 363,694,645 365,008,194 366,524,899 100.0 100.4

 1 固  定  資  産 352,842,151 354,640,816 357,455,010 359,519,705 360,266,734 98.3 100.2

 (1) 有形固定資産 342,812,050 344,786,186 347,655,874 349,682,008 350,485,639 95.6 100.2

      土            地 18,953,465 18,953,395 18,953,395 19,242,977 19,235,133 5.2 100.0

      建            物 18,864,812 18,680,227 18,752,535 18,539,036 18,208,325 5.0 98.2

      構    築     物 262,785,492 265,534,665 268,355,144 270,184,887 269,051,562 73.4 99.6

      機械及び装置 37,806,967 37,503,894 37,677,231 37,702,197 36,750,174 10.0 97.5

      車 両 運 搬 具 9,434 7,242 6,939 7,091 6,505 0.0 91.7

     　 工具、器具及び備品 35,996 30,394 28,170 24,734 21,190 0.0 85.7

      建 設 仮 勘 定 4,355,880 4,076,366 3,882,457 3,981,083 7,212,747 2.0 181.2

 (2) 無形固定資産 10,029,836 9,854,364 9,784,671 9,823,232 9,766,629 2.7 99.4

       施 設 利 用 権 10,028,219 9,852,748 9,783,054 9,813,974 9,751,896 2.7 99.4

       電 話 加 入 権 1,616 1,616 1,616 1,616 1,616 0.0 100.0

　　　　その他無形固定資産 － － － 7,640 13,116 0.0 171.7

 (3) 投            資 265 265 14,465 14,465 14,465 0.0 100.0

       出    資    金 265 265 14,465 14,465 14,465 0.0 100.0

 2 流  動  資  産 7,750,267 6,868,880 6,239,634 5,488,489 6,258,164 1.7 114.0

 (1) 現  金  預  金 4,940,111 3,656,148 3,610,237 2,477,494 3,543,890 1.0 143.0

 (2) 未    収    金 1,828,546 1,452,221 1,323,581 1,404,444 1,340,128 0.4 95.4

       営 業 未 収 金 1,609,902 1,385,114 1,265,270 1,248,354 1,284,157 0.4 102.9

       営業外未収金 154,388 1,187 496 296 108 0.0 36.8

       その他未収金 64,255 65,919 57,813 155,794 55,862 0.0 35.9

 (3) 前    払    金 981,610 1,760,510 1,305,816 1,606,550 1,373,710 0.4 85.5

 (4) 仮    払    金 － － － － 435 0.0 （皆増）

22 年 度
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議し、一般会計繰入金のうち雤水処理負担金予算残額の 69百万円を年度末に他会計出資

金に流用したこと及び工事負担金の未収金が他の会計年度と比較して約29百万円増加し

たことが主な要因である。 

 前払金は、工事請負費、委託料にかかる前払金と消費税及び地方消費税の中間納付分

である。また、消費税及び地方消費税においても中間申告、納付を行っている。滞留し

ている前払金はない。 
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ｂ．負債及び資本の部 

 

 

元金償還期間（政府資金の場合 25年）と下水道処理施設の減価償却期間（平均 44 年）

の差により生じる各年度の元金償還費と減価償却費の差額について、資本費平準化債を

措置することで、減価償却期間にわたって償還期間を繰り延べ、資本費負担の平準化を

図っている。資本費平準化債が年々増加傾向にあるが、平成 18 年度より借入を開始し、

元金償還がほとんど進んでいないため、残高は年々増加しているが、元金償還費と減価

償却費の差額に応じ、平成 23 年度の発行予定額は、同意額で 1,220 百万円（22 年度比  

△375 百万円 △23.5％ ）、平成 24 年度は 884 百万円（22 年度比△711 百万円△45％）と、

平成 22 年度比で借入額は減尐する見込みである。単に将来世代への負担の繰り延べとな

らないよう計画的な建設投資を行ない、企業債発行額を事業全体で抑制し、企業債残高

が前年比で増加することがないよう事業の執行に努めている。 

 

 

負債及び資本の部の推移 　　　(単位  千円　・　比率　　％・△印　減）

              区 　分 18 年 度 19 年 度 20 年 度 21 年 度

　科   目  金     額  金     額  金     額  金     額  金     額  構 成 比 前年度対比

負 債 及 び 資 本 360,592,418 361,509,697 363,694,645 365,008,194 366,524,899 100.0 100.4

負             債 6,504,086 7,281,237 9,919,277 10,644,666 12,425,036 3.4 116.7

固    定    負    債 1,766,120 3,438,430 5,541,630 7,670,730 9,357,730 2.6 122.0

（1）企業債 1,518,000 3,136,300 5,008,500 6,917,600 8,424,600 2.3 121.8

　　　資本費平準化債 1,474,000 3,092,300 4,964,500 6,874,800 8,384,200 2.3 122.0

　　　下水道事業債 44,000 44,000 44,000 42,800 40,400 0.0 94.4

（2）引当金 248,120 302,130 533,130 753,130 933,130 0.3 123.9

 　　 修繕引当金 155,000 192,000 392,000 592,000 682,000 0.2 115.2

      退職給与引当金 93,120 110,130 141,130 161,130 251,130 0.1 155.9

流    動    負   債 4,737,965 3,842,806 4,377,646 2,973,935 3,067,305 0.8 103.1

 (1)未    払    金 4,718,886 3,724,393 4,073,804 2,795,470 2,811,190 0.8 100.6

（2）預     り    金 19,079 118,413 303,842 178,465 256,115 0.1 143.5

資                 本 354,088,332 354,228,460 353,775,368 354,363,528 354,099,862 96.6 99.9

 1 資     本     金 186,608,676 183,147,588 178,890,983 175,747,096 171,816,948 46.9 97.8

 (1)自 己 資 本 金 16,430,049 16,821,949 16,959,949 17,249,949 17,967,449 4.9 104.2

 (2)借入資本金(企業債) 170,178,626 166,325,639 161,931,033 158,497,146 153,849,498 42.0 97.1

 2 剰     余     金 167,479,655 171,080,871 174,884,384 178,616,431 182,282,914 49.7 102.1

 (1)資 本 剰 余 金 166,952,568 170,553,220 174,355,681 178,087,310 181,440,795 49.5 101.9

         受贈財産評価額 21,208,625 21,269,990 21,600,469 22,268,696 22,472,105 6.1 100.9

       国庫（県）補助金 129,927,697 133,065,202 136,200,185 138,748,272 141,517,049 38.6 102.0

       他会計補助金 448,763 448,763 448,763 448,763 448,763 0.1 100.0

　　　 他会計負担金 5,308 5,308 5,308 5,308 5,308 0.0 100.0

       工 事 負 担 金 2,255,126 2,274,521 2,327,148 2,429,673 2,451,918 0.7 100.9

       受益者負担金 13,105,798 13,488,184 13,772,557 14,183,756 14,541,186 4.0 102.5

       寄      附    金 1,250 1,250 1,250 1,250 1,250 0.0 100.0

　　　　その他資本剰余金 － － － 1,591 3,214 0.0 202.0

(2)利 益 剰 余 金 527,087 527,650 528,703 529,120 842,119 0.2 159.2
       減 債 積 立 金 103,950 103,980 104,010 104,070 104,100 0.0 100.0
       　建設改良積立金 420,697 420,697 420,697 420,697 420,697 0.1 100.0
　　　   当年度未処分利益
　　　   剰余金 2,439 2,973 3,995 4,352 317,321 0.1 7289.9

22 年 度
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オ．比較損益計算書 

 
 

 主要な増減要因については、前述の「イ．収益的収支推移」を参照されたい。 

 

  

損益項目の推移

              　  区　分 18 年 度 19 年 度 20 年 度 21 年 度

　科  目    金   額    金   額    金   額     金   額     金   額  構 成 比 前年度対比

営  業  収  益 14,942,489 14,979,694 14,657,425 14,595,552 14,647,784 100.0 100.4

   下水道使用料 9,351,078 9,435,784 9,445,532 9,510,925 9,636,669 65.8 101.3

   雨水処理負担金 5,463,860 5,452,057 5,194,596 5,084,236 5,010,500 34.2 98.5

   受託工事収益 127,165 90,946 17,165 0 0 － －

   その他営業収益 385 905 130 390 615 0.0 157.7

営  業  費  用 13,328,859 13,589,239 13,682,452 13,751,326 13,470,683 100.0 98.0

   管   渠   費 554,344 559,460 567,453 514,332 494,945 3.7 96.2

   ポ ン プ 場 費 452,379 453,215 459,480 514,739 399,133 3.0 77.5

   浄化センター費 2,565,421 2,623,314 2,751,927 2,652,907 2,641,891 19.6 99.6

   受 託 工 事 費 114,978 82,112 15,369 0 0 － －
   流域下水道
   維持管理費 878,040 836,775 906,913 977,720 685,835 5.1 70.1

   業   務   費 250,231 264,876 289,026 277,889 273,775 2.0 98.5

   総   係   費 687,603 857,191 916,803 878,159 786,137 5.8 89.5

   減 価 償 却 費 7,761,240 7,685,073 7,677,443 7,796,662 7,944,114 59.0 101.9

   資 産 減 耗 費 64,139 226,857 97,598 138,536 244,519 1.8 176.5

   その他営業費用 479 362 435 377 330 0.0 87.5

営  業  利  益 1,613,629 1,390,454 974,973 844,226 1,177,101 － 139.4

営 業 外 収 益 4,670,732 4,537,104 4,270,993 3,979,561 3,284,867 100.0 82.5

   受取利息及び配当金 － 2,063 3,525 2,523 1,063 0.0 42.1

   他会計負担金 641,619 669,910 3,562,770 3,506,822 3,272,769 99.6 93.3

   他会計補助金 4,012,000 3,796,400 693,000 457,000 0 0.0 (皆減)

   国 庫 補 助 金 11,652 57,966 2,759 3,300 1,581 0.0 47.9

   雑     収     益 5,460 10,763 8,937 9,915 9,454 0.3 95.3

営 業 外 費 用 6,283,921 5,977,303 5,244,914 4,823,370 4,148,970 100.0 86.0
   支 払 利 息 及 び
   企業債取扱諸費 6,072,939 5,771,509 5,054,880 4,632,324 3,968,867 95.7 85.7

   雑  　支 　 出 210,981 205,794 190,033 191,045 180,102 4.3 94.3

経  常  利  益 440 △ 49,744 1,052 417 312,998 － 74,962.8

特  別  利  益 － 50,308 － － － － －

   固定資産売却益 － 34,594 － － － － －

   その他特別利益 － 15,713 － － － － －

当 年 度 純 利 益 440 563 1,052 417 312,998 － 74,962.8

　　　(単位  千円　・　比率　　％・△印　減）

22 年 度
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カ．企業債の状況 

 

a．企業債残高と支払利息                  

 

企業債残高と支払利息の推移    （単位：千円） 

頄目 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

企業債残高 171,696,626 169,461,939 166,939,533 165,414,746 162,274,098 

支払利息 6,072,939 5,771,509 5,054,880 4,632,324 3,968,867 

利子負担率 3.6% 3.5% 3.1% 2.9% 2.6% 

 

 
 

 企業債残高は、過去５年間の推移をみると年々減尐傾向にある。同様に、企業債残高

と公的資金補償金免除繰上償還制度の利用による借り換えや新規借入分の借入利率が減

尐傾向にあることから、支払利息も減尐傾向にある。 
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ｂ．起債計画 

 企業債の起債計画については、「第２次静岡市下水道事業中期経営計画（アクションプ

ログラム）」（以下「第２次下水道中期計画」という。）策定の際に、財政当局との協議を

経て５年間の投資的経費を見積もり、経営計画期間内における起債総額を中期財政収支

計画中で示している。 

 「第２次下水道中期計画」では、経営指標として平成 21年度 1,654 億円であった企業

債残高を、平成 25 年度中に県からの静清浄化センター移管に伴う企業債の継承を加味し

た上で、平成 26 年度末までに約 44 億円（△2.7％）削減し、1,610 億円とすることを目

標として計画している。 

 

ｃ．公的資金補償金免除繰上償還制度の活用状況 

 下水道事業では、制度を活用した借り換えを平成 19 年度から平成 21 年度にかけて約

284 億円実施し、総額で約 68 億円の利息軽減効果をあげている。現在では、年利５％以

上の企業債の借り換えは概ね完了しており、現在残っている企業債は、公的資金補償金

免除繰上償還制度の適用要件を満たさないため、今後の繰上償還は予定していない。 

 

 

 

 

  

　　　　　　　　　　　　繰上償還額と利息軽減効果の推移 （単位：千円）

頄目 平成19年 平成20年 平成21年 合計

繰上償還額 6,093,787 9,605,136 12,778,123 28,477,046

借換額 6,050,200 9,604,300 12,777,900 28,432,400

利息軽減効果額 1,006,324 2,131,673 3,691,673 6,829,670
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キ．雤水と汚水の区分処理について 

 

 下水道事業では、地方公営企業法の全部を適用しており、その事業に伴う収入によっ

て、その経費を賄い、自立性を持って事業を継続していく独立採算の原則が適用されて

いる。地方公営企業法は、その性質上地方公営企業の経営に伴う収入をもって充てるこ

とが適当でない経費（以下「１号経費」という）、及び経営に伴う収入のみを持って充て

ることが客観的に困難であると認められる経費（以下｢２号経費｣という）については、

一般会計又は他の特別会計において負担することとしている（地方公営企業法第 17条の

２第１頄）。また、例外的に災害の復旧その他特別の理由により必要がある場合には、一

般会計等が補助することができると規定されている（地方公営企業法第 17 条の３）。 

 下水道事業においては、経費の負担区分を算出する場合に、雤水排除に伴う経費は公

費にて、汚水の排除に伴う費用は私費にて負担すべきとするいわゆる「雤水公費・汚水

私費の原則」を基本とした財政措置が講じられている。雤水に関する費用が公費とされ

る理由は、雤水は汚水と異なり自然現象に起因するものであり、一般的にその原因者を

特定することが困難であるばかりでなく、雤水の排除は都市の浸水防止等都市機能の保

全に効果を発揮し、その受益が広く一般市民に及ぶためである。静岡市下水道事業にお

いても、雤水公費・汚水私費の原則を基本とした財政措置を講じている。 

 なお、下水道事業における繰出基準については総務省が「地方公営企業繰出金につい

て」を毎年度公表しており、静岡市も当該繰出金基準に準じて、雤水処理に要する経費

に係る繰出金等を算出している。 

 静岡市下水道事業における雤水処理に要する経費に対する繰出金の計算根拠について

確認したところ、静岡市下水道事業では、各費用を下水道施設別に集計しており、当該

施設別費用ごとに雤水と汚水に費用を配賦する配賦基準を設けている。 

当該配賦基準については過去の統計データから按分割合を算出する方法により、雤水

に要する経費と汚水に要する経費を区分する方法を採用している。 
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３．下水道事業計画の概要 

 

（１）静岡市下水道ビジョンと第２次静岡市下水道事業中期経営計画との関係 

  

静岡市下水道事業では、急速な社会状況の変化や高度成長が望めない経済状況などに

対応していくため、従来の行政手法を変え、中長期的な視点で下水道事業の全体をとら

え、柔軟に事業運営するべく、公募市民や関係団体で構成する下水道ビジョン研究協議

会の意見などを広く取り入れ、下水道事業を効率的かつ計画的に遂行する指針として、

平成 21 年度に「静岡市下水道ビジョン」（以下「下水道ビジョン」という。）を策定して

いる。 

 この「下水道ビジョン」は、快適、安全、安心をキーワードとする 10年を超える今後

の基本方針と、その達成に向けて今後 10年間に取り組む施策の方向を示す「静岡市下水

道中期ビジョン」（以下「中期ビジョン」という。）、この具体的な実現手段として５年間

の事業目標を掲げる「第２次下水道中期計画」の３層構造となっている。 
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（下水道ビジョンのスキーム図：「平成23年度 静岡市下水道事業のあらまし」より転載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「30」の取組項目（成果指標） 

静岡市下水道ビジョン 

（10 年を超える基本方針） 
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（２）第２次静岡市下水道事業中期経営計画 

  

「第２次下水道中期計画」では、これまでの個別計画の内容を検証し、財政面からの

検討を行った上で、平成 22 年度から 26 年度までの５年間に取り組む具体的な事業を整

理、再編している。当該計画については『第２次静岡市総合計画』と整合を図り、また、

総務省における「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」に基づく

集中改革プランの構成要素を取り込むとともに、「行財政改革実施計画」や下水道に関連

する取り組みなどと整合を図っており、必要に応じ見直しを行うようにしている。 

 「第２次下水道中期計画」においては、「下水道ビジョン」にて掲げた基本方針に沿っ

た 30 頄目の成果指標を「下水道維持管理サービス向上のためのガイドライン（2007 年

版：日本下水道協会）」などを参考にし、数値化が適当なものについては成果指標を定め、

進捗状況を管理している。また、数値化が適当でないものについては、現在の状況と５

年間に取り組む内容を示している。 
 

（30 頄目の成果指標と平成 22 年度末の現況） 

 

※1  BOD(生物化学的酸素要求量)とは、水中の汚濁有機物を微生物が分解する時に必要とする酸素量をいい、

水の汚れの状態を示す代表的な指標のひとつ。数値が低いほど水質がよいことを示す。 

※2  SS(浮遊物質)とは、水中に浮遊している有機物や無機物などの小さな汚れのこと。数値が低いほど、水

の濁りが尐ないことを示す。 

※3 3Ｗ法(雤天時活性汚泥法)とは、雤天時に簡易処理している下水を、現有の処理施設の一部を改造して、

反応槽の後段に流入させて、高級処理する処理方式で、この方式を導入することにより、雤天時の放流

水質の改善の効果が期待できる。 

※4  NaS 電池とは、液体ナトリウムと液体硫黄、特殊セラミックスを利用した蓄電池である。ＮaＳ電池（250

Ｋｗ）を設置することで、電力料金単価の安い夜間に充電し、単価の高い昼間に放電することで、受電

電力を平準化でき、契約電力を低減でき電力量料金が減尐できる。 

NO. 成果指標
平成26年
（目標値）

平成22年度
（現況値）

（1） 下水道処理人口普及率 83% 79.3%

（2） 下水道水洗化戸数 239,300戸 221,008戸

（3）
静岡市公共下水道
全体計画の見直し

策定・公表
（H25）

基礎調査中

（4） 放流水水質（㎎/ℓ）
BOD(※1)　8㎎/ℓ
SS(※2)　20㎎/ℓ以下

BOD　10㎎/ℓ
SS　30㎎/ℓ以下

（5） スクリーン設置数 27か所 15か所

（6）
３W法(※3）を導入する浄化センター数
ポンプ能力を増強するポンプ場数

4か所
1か所

2か所
0か所

（7） 下水汚泥リサイクル率 70% 54%

（8）
下水道にかかる
温室効果ガスの削減

二酸化炭素排出量処理水

量あたり0.322ｔ/千㎥

温暖化防止
計画策定

（9）
低排出ガス車制度
認定車両数

26台/37台 11台/39台

（10） エネルギーの活用　 拡大
中島浄化センター

風力発電

ＮａＳ電池導入(※4)

基本方針

Ⅰ
快
適
で
質
の
高
い

市
民
生
活
の
実
現

１．汚水処理の推進

２．合流式下水道
の改善

３．環境・エネルギー
対応
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NO. 成果指標
平成26年
（目標値）

平成22年度
（現況値）

（11） 都市浸水対策達成率 49.1% 48.7%

（12） 内水ハザードマップの作成
公表

（H23）
シミュレーション

完了

（13） 管きょ耐震化実施率 61% 25%

（14） 処理施設の耐震化推進 63か所 32か所

（15）
耐震化計画
（処理施設）の策定

公表（H22）
実施（H22～）

公表
実施

（16） 管きょの長寿命化実施率 71% 23%

（17）
長寿命化計画
（処理施設）の策定

公表（H22）
実施（H22～）

公表
実施

（18）
下水道台帳管理
システムの導入

運用
（H25）

システム開発完了

６．施設の老朽化対策

Ⅱ
安
全

で
信

頼
で
き

る
生

活
環
境

の
創

造

基本方針

４．浸水対策

５．地震対策

NO. 成果指標
平成26年
（目標値）

平成22年度
（現況値）

（19） 職員数 178人 190人

（20） 下水道使用料
2,650円/月20㎥

（維持）
2,650円/月20㎥

（21）
職員一人あたりの
下水道使用料収入

53,954千円 50,719千円

（22）
維持管理経費中の
人件費が占める割合

7.1% 7.6%

（23） 経費回収率 100% 105.4%

（24） 汚水処理原価 149.2円/㎥ 144.0円/㎥

（25） 企業債残高 1,610億円 1,623億円

（26） 局広報紙等への広告掲載
実施

（H22～）
実施

（27） 広報・広聴の充実
実施

（H22～）
イベント実施、啓発品見直

し、アンケート実施ほか

（28）
子供たちへの
下水道教育の推進

実施
（H23～）

小中学校主任者会議で協

力依頼、啓発品の作成、出

前講座ほか

（29）
市民参画による
経営状況評価等の実施

実施
（H23～）

第三者機関設立準備

（30）
主要計画策定時
の市民参画推進

実施
（H22～）

公共下水道全体計画見直

しに伴う蒲原・由比地区ア

ンケート調査実施

７．経営改善

８．市民参画の
推進

基本方針

Ⅲ
市
民
と
と
も
に
創
る
安
心
な
事
業
経
営



 

48 

（３）第２次静岡市下水道事業中期経営計画の評価 

  

「第２次下水道中期計画」において定められた 30 の成果指標については、各年度の予

算編成の方針や市長マニフェストなどに基づき各年度において経営方針を策定し、年度

目標（達成水準・成果指標）を定めた上で、年４回程度の実施状況の確認、実績を公表

している。 

 また、「第２次下水道中期計画」の適切な進捗管理を行うため、平成 23 年度より市民

を含めた第三者機関として上下水道事業経営懇話会を設置し、当該懇話会において経営

状況評価（行政評価）を実施し、施策の外部評価を受けている。 

 その他に『静岡市下水道事業のあらまし』により下水道事業に関する決算関連数値の

公表を行っており、下水道事業の経営状況を市民にわかりやすく理解してもらうため、

広報紙等を通じて収支の公表なども行っている。 
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Ⅱ 監査結果 

 

（Ⅰ）経営に係る事業の管理 

 

１．施設管理 

 

（１）管路の老朽化対策（水道部） 

 

「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き」（平成 21 年

７月 厚生労働省健康局水道課）には、水道施設の老朽化について、次のように記載して

いる。 

水道施設を計画的に更新し、この資産を健全な状態で次世代に引き継いでいくこと

は現世代の責務であり、その中でも水道事業の運営・管理を担っている水道事業者

等の役割は特に重要である。 

高度経済成長期等に急速に整備された水道施設の老朽化が進行し、大規模な更新ピ

ークを迎えつつある今、水道施設の計画的更新は全国の水道事業者共通の最重要か

つ喫緊の課題となっている。 

 

我が国の水道施設は、昭和 50 年前後と平成 10 年前後をピークとして整備されて

きており、現在の水道施設の資産額をこれまでの投資額の蓄積として評価すると約

40 兆円と推計される。このうち、輸送系の施設（導水施設、送水施設、配水施設）

が資産の約 2/3 を占めるが、その大半は管路と想定され、日常の点検等では老朽

劣化の進行が分かりにくい、いわゆる「見えない資産」である。 

水道事業者は、将来にわたって安定的な給水が確保されるよう、この資産を有効か

つ適切に活用していかなければならない。 

 

静岡市においても、「安定した給水の確保」という基本方針のもと、「施設の拡充・更

新」という基本施策を掲げ、管路の老朽化対策に取り組んでいる。 
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【現状】 

ア．管路の布設年度別延長（年度別内訳） 

 

 

（注）1939 年以前に布設した管路は、グラフ上、すべて 1939 年の布設として記載してお

り、それらの総延長は 187,067ｍである。 

 

1960 年代の後半から、管路の布設は急速に伸び、1983 年には１年当たりの布設延長が

80,000ｍを超えるときもあったが、普及率が高まったこともあり、最近では、単年度の

布設延長は尐なくなってきている。 

 

イ．管路の経過年数割合 

（平成 21年３月 31 日現在） 

経過年数 管路延長 構成比 

４０年以上 409,481ｍ 15.9％ 

３０年以上４０年未満 494,685ｍ 19.2％ 

２０年以上３０年未満 645,547ｍ 25.1％ 

１０年以上２０年未満 673,879ｍ 26.2％ 

１０年未満 351,233ｍ 13.6％ 

計 2,574,825ｍ 100.0％ 

 

管路の経過年数を見ると、耐用年数の目安である 40 年を経過しているものが、全体の

15.9％を占めている。今後は、1970 年代に布設した管路が 40 年を経過することになり、

老朽化した管路の割合が高まっていく。 
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ウ．管路事業計画 

 

平成 22 年度から 31 年度における管路の事業計画は、次のとおりである。 

 

  H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 計 

拡張（㎞） 13 18 16 14 11 9 7 5 5 5 103 

布設替え

（㎞） 
8 17 19 21 24 26 28 30 30 30 233 

事業費 

（百万円） 
1,900 1,642 1,691 1,304 1,179 794 926 987 1,110 1,263 12,796 

 

静岡市では、管路の老朽化対策として、布設替えを行っている。 

平成 24 年度以降は、布設替えが拡張を上回る計画となっており、拡張よりも老朽管の

布設替えが業務の中心となっていくことがわかる。 

 

エ．経年管路の状況 

 

（ア）耐用年数に到達し新たに経年管となる管路 

 

  H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 計 

新たに経年管と 

なる管路（㎞） 
55 40 49 67 48 46 73 50 48 56 532 

布設替え（㎞） 8 17 19 21 24 26 28 30 30 30 233 

差引（㎞） 47 23 30 46 24 20 45 20 18 26 299 

 

経年管とは、法定耐用年数(40 年)を超えている管のことである。 

管路の老朽化対策として、布設替えを行ってはいるものの、耐用年数を超える管路の

増加ペースのほうが早いことがわかる。 

その結果、現行計画上、経年管の残存延長、経年化率は、次のように推移していく。 
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（イ）経年管残存延長の推移 

 

 

 

（ウ）経年管路率の推移 

 

 

〇経年管路率＝法定耐用年数を超えた管路延長÷管路総延長×100 

 

平成 22 年度末現在、管路総延長 2,495 ㎞のうち、経年管路は 477 ㎞であり、経年管路

率は 19.1％であるが、それ以降は、経年管路、経年管路率どちらもともに増えていく。 

 

以上より、管路の老朽化対策として、布設替えを行ったとしても、経年管路の残存延

長は減尐することなく増えていき、経年管路率も上昇する一方であることがわかる。 

つまり、現行計画のままでは、経年管路の増加スピードに布設替えが追いついていか

ないのである。  
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【指摘事頄】 

繰り返しになるが、静岡市では、管路の老朽化対策として、布設替えを行っているも

のの、耐用年数を超える管路も、どんどん増えていく。そのため、現行計画に基づいて、

布設替えを行っても、経年管路の残存延長は減尐せず、将来的には、経年管路率は減る

どころか、上昇する一方となっている。 

つまり、現行の計画では、経年管路の増加スピードに布設替えが追いついていかない

のである。このままでは、将来的に、更新が先送りされる管路が増えていくことになる。

静岡市では、予防的対策として漏水調査は実施しているものの、老朽化に伴い、突発的

な断水事故の発生するリスクは増えていくと想定され、老朽化対策としては、けっして

十分なものとはいえない状況にある。 

 

今後の老朽化対策として、経年管路の割合を低くするためには、老朽化のペースを上

回るペースで布設替えの距離を延ばしていくということも考えられる。しかし、静岡市

の場合には、近い将来、技術系職員の大量退職という問題も抱えているため、管路の老

朽化対策に従事する人数には限りがあり、布設替えできる距離にも限界があることが予

想される。 

 

そこで、静岡市では、経年管路の老朽化対策として、管路を更新するだけではなく、

予防保全的な観点から、管路を維持していくことが重要である。 

水道事業のアセットマネジメント（「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管

理）に関する手引き」平成 21 年 7 月 厚生労働省健康局水道課を参照）を導入し、老朽

化に伴う突発的な断水事故について、予防保全的に取り組む必要があると考える。 

「基本計画」には、「中長期的な視点に立った技術的基盤に即した計画的・効率的な水

道施設の維持管理・運営や改修・更新等の資産管理を推進するため、アセットマネジメ

ント手法の導入を図っていきます。」と記載している。しかし、現時点において、アセッ

トマネジメント手法による資産管理を一部実施しているようであるが、その運用・手法

については確立されていない。 

 

管路の更新には、多額の財源と中長期的な対策が必要となることから、尐しでも早い

時点で、アセットマネジメントを全面的に導入し、資産管理に努めていくことが必要で

ある。また、その過程において、更新費用の総額を見積もり、全体の規模感を押さえた

うえで、長期的に投資額を平準化することについても、検討しておく必要がある。 
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（２）水道施設の耐震化（水道部） 

 

平成 16 年６月に厚生労働省から公表された「水道ビジョン」には、達成すべき代表的

な施策目標として、以下の記載がある。 

・浄水場、配水池等の基幹施設の耐震化率を、100％とする。特に、東海地震対策

強化地域（以下、東海地域）及び東南海・南海地震対策推進地域（以下、東南海・

南海地域）においてはできるだけ早期に達成する。 

・基幹管路を中心に管路網の耐震化を進める。基幹管路の耐震化率を、100％とす

る。特に、東海地域及び東南海・南海地域においてはできるだけ早期に達成する。 

同ビジョンでは、「本ビジョンに基づく施策の目標期間は、平成 16 年のビジョン公表

時点から概ね 10 年間としている。」とし、「本ビジョンの目標年度（平成 25 年度）に向

けて、段階的かつ着実な施策目標の達成を図る。」とある。 

これを受け、「静岡市水道事業基本構想」（平成 17 年３月）では、「平成 16 年 6 月、

厚生労働省が発表した「水道ビジョン」の中でも災害対策の充実と基幹施設を中心とし

た水道施設の耐震化の推進が示されていますが、本市でも、地震対策は重要施策の一つ

として捉えており、計画的に推進していくことが必要です。」としている。 

東海地震の 30 年以内の発生確率は 88％と発表されている（平成 24 年１月 11 日 政府

地震調査委員会）。静岡市において、水道施設の地震対策は喫緊の課題である。 

 

【現状】 

ア．管路の耐震化状況 

 

（ア）管路の耐震化率 

 

 

（注）管路の耐震化率＝耐震管延長÷管路総延長×100 

耐震管とは、地震の際でも、継手部分が離脱しない構造となっている管のこと

をいう。 

 

管路の耐震化率は、平成 22 年度末で 14.4％となっている。 

現行の計画では、平成 31 年度で耐震化率 26.3％の予定であり、いつの時点で耐震化率

100％を達成できるのかはわからない。 
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（イ）基幹管路の耐震適合率 

 

先に述べたとおり、水道ビジョンでは、基幹管路（口径 301 ㎜以上の管路）の耐震化

率を 100％とすることを目標としている。 

厚生労働省による「水道事業における耐震化の状況（平成 22 年度）」によれば、静岡

市の基幹管路の耐震適合率は 30.7％であり、全国平均 31.0％をわずかに下回っている。 

 

基幹管路の耐震適合率を他の政令指定都市と比較すると、次のとおりである。 

 

 
事業体名 

Ａ 総延長 

 

Ｂ 耐震適合性

のある管の延長 

Ｂ÷Ａ 

耐震適合率 

1 川崎市 324,335ｍ 263,847ｍ 81.4% 

2 仙台市 467,538ｍ 340,432ｍ 72.8% 

3 名古屋市 566,734ｍ 405,090ｍ 71.5% 

4 さいたま市 188,736ｍ 128,540ｍ 68.1% 

5 神戸市 1,148,182ｍ 708,817ｍ 61.7% 

6 横浜市 1,018,173ｍ 619,705ｍ 60.9% 

7 福岡市 474,135ｍ 269,624ｍ 56.9% 

8 浜松市 236,556ｍ 112,524ｍ 47.6% 

9 新潟市 310,401ｍ 142,586ｍ 45.9% 

10 札幌市 479,647ｍ 164,518ｍ 34.3% 

11 広島市 724,300ｍ 236,097ｍ 32.6% 

12 静岡市 286,586ｍ 88,096ｍ 30.7% 

13 北九州市 595,733ｍ 180,035ｍ 30.2% 

14 大阪市 825,611ｍ 244,083ｍ 29.6% 

15 岡山市 272,257ｍ 70,455ｍ 25.9% 

16 京都市 437,973ｍ 110,759ｍ 25.3% 

17 堺市 200,761ｍ 43,949ｍ 21.9% 

厚生労働省「水道事業における耐震化の状況（平成 22 年度）」より 

 

耐震管以外でも管路が布設された地盤の性状を勘案すれば、耐震性があると評価でき

る管があり、それらを耐震管に加えたものを「耐震適合性のある管」という。 

なお、千葉市、相模原市の水道事業は、県が主たる事業体となっているため、ここに

は含めていない。 

 

静岡市の基幹管路の耐震適合率は、他の政令指定都市に比べ、数値が低いことがわか

る。 
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イ．浄水施設の耐震化状況 

 

 

〇浄水施設の耐震化率＝耐震対策の施されている浄水施設能力÷全浄水施設能力×

100 

 

浄水施設の耐震化率は、平成 22 年度末で 29.7％であり、全国平均 18.7％に比べると、

高い水準にある。 

また、現行の計画では、平成 26 年で耐震化率は 33.7％の予定であり、平成 27 年度以

降の計画値はない。 

 

ウ．配水池の耐震化状況 

 

 

〇配水池の耐震化率＝耐震対策の施されている配水池容量÷全配水池容量×100 

 

配水池の耐震化率は、平成 22 年度末で 26.3％であり、全国平均 38.0％に比べると、

低くなっている。 

また、配水池の耐震化率については、平成 23 年度以降の計画値がない。 
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【指摘事頄】 

先に述べたとおり、厚生労働省の水道ビジョンでは、平成 16 年 7 月の公表時点から概

ね 10 年間を目標期間として、東海地域における基幹管路、浄水場、配水池等の耐震化率

100％の早期達成を掲げている。 

 

平成 22 年度末現在、静岡市の基幹管路の耐震適合率は 30.7％、浄水施設の耐震化率は

29.7％、配水池の耐震化率は 26.3％である。また、現行の計画では、管路の耐震化率が

平成 31 年で 26.3％、浄水施設の耐震化率は平成 26 年で 33.7％、配水池の耐震化率につ

いては計画そのものがない。 

静岡市では、学校の耐震工事は平成 21 年度にすべて完了している。学校と水道施設を

単純に比較できるわけではないが、耐震化を望む市民の意識は同等であると考えられる。

上記の数値から判断すると、水道施設の耐震化への取り組みは遅れていると言わざるを

えない。 

 

東日本大震災において、多くの世帯で断水被害が発生したのは記憶に新しいところで

ある。静岡市における耐震化対策は、言うまでもなく東海地震を想定したものである。

東海地震の発生確率は、30 年以内に 88％と発表されている。これは 30 年後に地震が起

こると言っているわけではなく、来年、再来年にも相当高い確率で地震が起こる可能性

があるということである。 

 

ライフラインである水道施設の耐震化の遅れは、市民生活に与える影響も大きいと予

想され、東日本大震災以降は、耐震化に対する市民の関心も一層高くなっている。耐震

化率 100％の達成は、現実的には時間のかかることであるが、それでも東海地震を想定す

ると、早期に 100％を達成することが望ましい。 

静岡市においては、耐震化率の目標数値を設定した中長期的な耐震化計画を策定し、

それを市民に対して公表することが必要である。 
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（３）鉛製給水管の布設替え（水道部） 

 

「鉛製給水管布設替促進方策検討委員会報告書」（平成 17 年 3月 社団法人日本水道協

会）には、鉛の健康影響について、次のとおり記載がある。 

鉛は、無機鉛、有機鉛ともに職業暴露や環境汚染によって、造血系、中枢・末梢神

経系、腎臓などを障害する。また、鉛は体内に蓄積し慢性中毒として、けいれんや

昏睡などの鉛脳症が重大な影響として知られている。幼い子供は、成人と比べて鉛

を４～５倍吸収しやすく、身体からの排泄速度も低い。乳幼児及び妊婦は鉛による

健康影響を受けやすく、慢性影響として小児に対する脳浮腫やニューロン変性を伴

う鉛脳症が問題とされてきた。近年では、疫学研究により低濃度の鉛暴露と知能指

数低下や各種行動障害との関連が疑われている。（以下省略） 

同報告書では、「鉛製給水管の使用は、水道水の鉛汚染の主要な原因となることから、

その布設替えを早急に行うなど、抜本的な対策が必要」としている。 

厚生労働省の「水道ビジョン」では、「安心・快適な給水の確保に係る方策」の達成す

べき代表的な施策目標として、「鉛給水管総延長を５年後に半減し、できるだけ早期にゼ

ロにする」ことを掲げている。また、「本ビジョンの目標年度（平成 25年度）に向けて、

段階的かつ着実な施策目標の達成を図る」としている。 

静岡市では、鉛製給水管の更新について、漏水防止対策として位置づけ、「第２次水道

中期計画」には、「漏水を早期発見し修繕するために効率的な漏水調査を実施するととも

に、漏水の主な原因である鉛製給水管の取り替えや老朽配水管等の計画的な更新を行い、

漏水防止対策を進めていきます。」と記載している。 

 

【現状】 

ア．鉛製給水管の残存件数と鉛製給水管率の推移 

 

 
〇鉛製給水管率＝鉛製給水管使用件数÷給水件数×100 

 

静岡市の鉛製給水管率は、平成 22年度末現在、22.3％である。 

平成 17 年度末は 73,653 件、鉛製給水管率 27.5％であったが、平成 22年度末は 62,491

件、残存率 22.3％に減尐している。 
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イ．他の政令指定都市との比較 

 

 
（注）横浜市、川崎市、広島市、北九州市は平成 21 年度のデータ、それ以外の市は平

成 22 年度のデータである。なお、千葉市、相模原市の水道事業は、県が主たる

事業体となっているため、ここには含めていない。 

 

静岡市の鉛製給水管率は、政令指定都市の中ではワースト３に入っており、その値も

随分高いほうである。 

なお、財団法人水道技術センターの調査によると、平成 21 年度で鉛製給水管率がゼロ

の事業者は 65％（調査対象 1,194 のうち 773 事業者）、0％超から 5％以下が 13％となっ

ており、約８割の事業者は５％以下の水準である。 
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ウ．鉛製給水管の更新計画 

 

年度 
鉛給水管 事業費 

期首件数 更新件数 期末件数 （千円） 

H22 64,596 件 2,105 件 62,491 件 23,609 

H23 62,491 件 2,588 件 59,903 件 99,910 

H24 59,903 件 2,600 件 57,303 件 97,800 

H25 57,303 件 2,800 件 54,503 件 130,400 

H26 54,503 件 3,000 件 51,503 件 163,000 

H27 51,503 件 3,200 件 48,303 件 195,600 

H28 48,303 件 3,200 件 45,103 件 195,600 

H29 45,103 件 3,500 件 41,603 件 244,500 

H30 41,603 件 3,700 件 37,903 件 277,100 

H31 37,903 件 3,700 件 34,203 件 277,100 

H32 34,203 件 3,800 件 30,403 件 293,400 

H33 30,403 件 3,800 件 26,603 件 293,400 

H34 26,603 件 3,800 件 22,803 件 293,400 

H35 22,803 件 3,800 件 19,003 件 293,400 

H36 19,003 件 3,800 件 15,203 件 293,400 

H37 15,203 件 3,000 件 12,203 件 326,000 

H38 12,203 件 3,000 件 9,203 件 326,000 

H39 9,203 件 3,000 件 6,203 件 326,000 

H40 6,203 件 3,000 件 3,203 件 326,000 

H41 3,203 件 3,203 件 0 件 359,089 

計 － 64,596 件 － 4,834,708 

 

静岡市の計画では、鉛製給水管率がゼロとなるのは、平成 41 年度である。 
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【指摘事頄①】 

現状、静岡市の水道水は水質基準を満たしてはいるが、鉛による人体への影響等を考

慮すると、鉛製給水管の布設替えは、市民の安全性にとって、重要な問題である。 

厚生労働省の水道ビジョンでは、「鉛製給水管をできるだけ早期にゼロにする」という

施策目標を掲げているが、平成 22 年度末現在、静岡市の鉛製給水管率は 22.3％であり、

他の政令指定都市に比べ、高い値となっている。更新計画では、鉛製給水管率がゼロと

なるのは、平成 41 年度であるが、市民の安全性確保のためにも、できるだけ早期に鉛製

給水管をゼロにすることを目指し、更新計画とその達成状況について、市民に公表する

必要がある。 

また、厚生労働省の水道ビジョンでは、鉛製給水管の布設替えを「安心・快適な給水

の確保に係る方策」として位置づけているが、静岡市の「第２次水道中期計画」では、「安

定した水源の確保」のための「漏水防止対策」として位置づけている。 

静岡市においても、厚生労働省の示したビジョンのように、鉛製給水管の布設替えを、

市民の安心・安全対策としてとらえるべきである。 

 

 

【指摘事頄②】 

「第２次静岡市水道事業中期経営計画（案）に対するパブリックコメントの実施結果」

（意見募集期間・平成 22 年１月５日（火）～２月４日（木））には、次の記載がある。 

 

（意見の概要） 

鉛管取り替えが 26 年以降も継続されますが、鉛に関する水道水質基準は 0.01 ㎎/L

以下になっています。鉛に対する有害性が健康被害にどの程度影響するか定かでは

ありませんが、多尐でも心配であるようなら鉛管使用者に対する適切な広報活動が

必要であり、その努力をする必要があると思います。 

（市の考え方） 

鉛製給水管の更新に際しての広報活動については、ご意見のように必要性を感じて

おりますので積極的に取り組んでまいります。 

 

意見にある情報は、市のホームページにも掲載されていない。 

市民の意見に対し、広報活動に積極的に取り組むと回答している以上、早急に情報を

公開し、市民に対する説明責任を果たす必要がある。 
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（４）下水道施設の老朽化対策（下水道部） 

 

「静岡市下水道ビジョン」（2010 年 3 月 静岡市上下水道局下水道部）では、「下水道の

現状と課題」として、「施設の老朽化対策」について、以下のように記載している。 

本市の下水道施設は、総延長約 2,200ｋｍに及ぶ管きょや６つの浄化センター、13

のポンプ場などにわたりますが、その中には布設後 80 年以上が過ぎている管きょ

（一般的な耐用年数は 50 年）をはじめ、昭和 35年から運転している高松浄化セン

ターなど施設の老朽化が進行しているものが含まれています。 

本市では、幸いにも今のところ重大な道路陥没事故等は発生していませんが、全国

的には平成 19 年度に約 4,700 か所で下水道管きょの老朽化が原因の道路陥没が発

生しています。今後も、計画的に管きょの調査を行い、老朽管の改築更新等を実施

するとともに、管きょ以外の下水道施設や設備についても、その機能を十分に発揮

するために、適切な維持管理や計画的な改築更新を行う必要があります。 

このため、本市では、平成 17～19 年度の３年間でこれまでの施設・設備の老朽化

について調査を行い、アセットマネジメント（資産管理）手法による事業計画を策

定しましたが、今後は、管きょも含めて、建設・管理・改築更新を一体的な事業と

とらえ、ライフサイクルコスト（建設から更新に至るまでの施設に係る全ての費用）

を最小とした上で、費用をできる限りなだらかに配分し、最大の効果を得るように

計画的、効率的に事業を進めていく必要があります。 

 

「下水道ビジョン」では、「安全で信頼できる生活環境の創造」を基本方針として、次

の「長期的な目標」を掲げている。 

施設の老朽化対策では、ライフサイクルコストが最小となるように、中長期を見据

えて計画的な改築、更新を図り、最も効率的かつ最善の状態で施設が維持管理され

る状況を目指します。また、行政も市民も、水が生き物すべての命を守る大切な資

源であることを自覚し、その水循環を支えている下水道施設の老朽化を防ぎ、寿命

を縮めることのないように、日々の暮らしの中で常に心がけることを目指します。 
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【現状】 

ア．管きょ 

 

（ア）現状 

 

ａ．年度別整備延長 

 

 

 

管きょの整備は、昭和 55 年以降、年間 20㎞を超えるようになり、特に、昭和 62 年か

ら平成９年までは年間 60 ㎞を上回るペースで整備されている。累計延長の約４割がこの

間に布設されている。 

また、この時期に整備した管きょが耐用年数 50 年を超えるのは、約 20 年後であり、

それ以降は、急速に老朽化が進んでいくことが予想される。 

 

ｂ．経過年数割合 

 

 
静岡市の管きょの経過年数を見ると、布設後 50 年以上のものが 156 ㎞（全体の 6.7％）

となっており、うち、80 年以上のものも 33.1 ㎞（1.4％）ある。  

経過年数 管きょ延長（ｋｍ） 構成比（％）

８０年以上 33.1 1.4

７０年以上８０年未満 56.9 2.5

６０年以上７０年未満 12.5 0.5

５０年以上６０年未満 54.1 2.3

３０年以上５０年未満 266.4 11.5

３０年未満 1,902.0 81.8

合計 2,325.1 100.0

管きょ経過年数割合　（Ｈ２２年度末）
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（イ）老朽化対策 

 

ａ．判断基準 

 

 

 

布設後 50年を経過した管きょについて、老朽化対策の検討を行うことになる。 

管きょの標準耐用年数は 50 年であるが、静岡市の維持管理状況及び破損や劣化の実態

を考慮し、管種管径により、目標耐用年数を設定している。 

目標耐用年数を経過した管きょについては、更新または管更生により長寿命化を図る

ことになる。 

 

ｂ．延長別の老朽化対策 

                               （平成 23 年３月 31 日現在） 

区分 対策 延長(km) 

老朽化対策の必要あり 

更新の必要あり 更 新 0 

長寿命化の必要あり 
管更生 16.5 

修 繕 106.2 

老朽化対策の必要なし  維 持 2,202.4  

   
合計 2,325.1 

 

「第２次下水道中期計画」では、「緊急に再構築を必要とする布設後 80 年以上経過し

ている管きょ 14.1 ㎞のうち、およそ 10 ㎞について整備を完了します。」とし、５年間で

25 億円の予算を見込んでいる。 

（注）布設後 80 年以上経過している管きょ延長は、「第２次下水道中期計画」の作成時

点と平成 22 年度末とでは異なっている。 

○老朽化対策の判断基準　→　布設後50年経過した管渠について老朽化対策の検討を行う

（１）管径や劣化状況や施工条件等による経済性から布設替が有利な場合 更新

（２）目標耐用年数以上

矩形渠

陶管：80年以上

コンクリート製管(φ 800mm未満)：90年以上 50年以上

コンクリート製管(φ 800mm以上)：80年以上

（３）耐用年数～目標耐用年数

矩形渠

陶管：50～79年

コンクリート製管(φ 800mm未満)：50～89年

コンクリート製管(φ 800mm以上)：50～79年

（４）耐用年数未満

全管種：0～49年 維持

矩形渠以外

矩形渠以外

管更生

修繕
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（単位：百万円） 

施 策 名 平成 22年度 
平成 23～26

年度（試算額） 
合 計 

下水道施設の長寿命化（管きょ）  517  1,983  2,500  

 

イ．下水道施設の現状と老朽化対策 

 

静岡市では、下水道処理施設については、アセットマネジメント手法による事業計画

に取り組んでいる（この計画では、管きょは対象とされていない）。 

供用している７浄化センター（※）、15 ポンプ場のうち、設置年度が古い５浄化センタ

ー、８ポンプ場の機械・電気設備を対象とした長寿命化計画を策定している。これら施

設の老朽化の調査結果、ライフサイクルコスト等を考慮のうえ、以下の方針で老朽化対

策を行うこととしている。 

 

（※）浄化センター数には静清浄化センター（平成 25 年４月１日に県から市へ移管され

る予定）を含む。 

 

 

 

今回の長寿命化対策の対象となっているのは、569 点である。 

健全度３以下で全部更新と判断された設備で、長寿命化計画には含まれていないもの

が、「状態監視保全・時間計画保全」型で 738 点、「事後保全」型で 3,472 点ある。 

 

  

長寿命化計画対象設備の抽出方法

対策 設備数(点）

健全度３超　 随時見直し 3,606

全部更新（将来） 3,472

全部更新（今回） 241

健全度３超　 随時見直し 871

全部更新（将来） 738

全部更新（今回） 265

一部更新（今回） 22

全部更新（今回） 41

合計 9,256

区分

事後保全
更新

（長寿命化検討
対象外）

健全度３以下

状態監視保全
時間計画保全

更新
（長寿命化検討

対象外）

健全度３以下

更新
（長寿命化検討

対象）

今

回

長

寿

命

化

計

画

分
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長寿命化対策の対象となっている施設の事業計画は次のとおりである。 

 

施設名 供用開始 
長寿命化対象施設数 

H22 H23 H24 H25 H26 計 

高松浄化センター S35 35 7 13 40 4 99 

城北浄化センター S52 5 16 21 13 11 66 

中島浄化センター S60 23 22 4 40 105 194 

清水南部浄化センター S47 8 4 0 0 38 50 

清水北部浄化センター S56 25 12 24 0 0 61 

小鹿ポンプ場 H2 0 5 0 0 0 5 

西大谷ポンプ場 H3 0 7 0 0 0 7 

築地ポンプ場 S33 3 21 0 0 0 24 

清開ポンプ場 S48 2 2 0 10 0 14 

浜田ポンプ場 S52 0 1 7 0 0 8 

愛染ポンプ場 S41 1 7 10 0 0 18 

中島雤水ポンプ場 S57 0 0 13 7 0 20 

三保雤水ポンプ場 S55 0 3 0 0 0 3 

合計 102 107 92 110 158 569 

事業費 （単位：百万円） 2,327 2,269 2,434 2,707 2,536 12,273 

（注）事業費等は、計画策定時のものである。 

 

以上より、平成 22 年度から 26 年度においては、管きょが５年間で 25億円、設備が５

年間で 122 億円、合わせて 147 億円の予算を見込み、１年当たり 30 億円弱のコストで下

水道施設の長寿命化に取り組んでいる。 
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ウ．将来の更新費用 

 

浄化センター、ポンプ場、管きょについて、将来の改築施工金額を見積もると、以下

の結果となった。 

なお、ここでは、浄化センター、ポンプ場については、平成 18 年３月のアセットマネ

ジメントにおいて、予想された費用を使用し、管きょについては、耐用年数、改築に必

要な単価を一定とするなどの仮定をおいて、簡便的に費用の試算を行っている。費用に

ついては、国庫補助も含んでいる。 

 

 

平成 19 年度から 68 年度までの 50年間で、改築施工金額は、浄化センター・ポンプ場

が 1,474 億円、管きょが 516 億円、合わせて 1,990 億円と試算される。 

現状の施設を更新していくためには、単純に平均しても１年当たり 39 億８千万円とい

う多額のコストを必要とすることがわかる。 
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【指摘事頄①】 

下水道事業においては、固定資産に占める管きょの割合が非常に高くなっているが、

現状のアセットマネジメント手法による事業計画には、管きょが含まれていない。また、

設備については、健全度３以下で全部更新と判断されたものであっても、現在の長寿命

化計画に含まれていないものが、「状態監視保全・時間計画保全」型で 738 点、「事後保

全」型で 3,472 点ある。予算の都合等もあり、これらの設備は次回計画、すなわち平成

27 年度以降の計画に反映される予定であって、現時点では対応計画はない。 

静岡市では、アセットマネジメント手法による事業計画に取り組み、実践してはいる

ものの、計画の内容はけっして十分なものとは言えない。この計画は、老朽化施設のす

べてを対象としたものではないため、事業量やコストなど、全体の規模感が把握できな

いのである。 

そこで、まずは現状の計画を、管きょを含め、老朽化が進むすべての施設を対象とし

たものに改め、そのうえで、更新費用の総額を見積もり、事業量と投資額の平準化に取

り組んでいくことが必要である。 

 

【指摘事頄②】 

【現状】に示したとおり、下水道施設の老朽化対策を行うためには、平成 68 年度まで

の 50 年間で 1,990 億円、１年当たりにすると、39 億８千万円という多額のコストを必要

とすることが見込まれている。この額は、現状の１年当たり建設投資費用約 95 億円のう

ち、４割を超えるものである。 

老朽化対策のコストが非常に多額となるため、将来的には、下水道使用料を値上げし

て利用者に負担を求めるか、あるいは一般会計から財源を投入しないと、現状の施設を

維持できなくなってしまうということも十分に考えられる。 

そこで、今のうちから、将来に備えた長期的な資金対策を十分に検討し、実施してい

くことが必要である。アセットマネジメント手法による事業量と投資額の平準化のみな

らず、下水道事業での黒字分を内部留保として長期的に積み立てるなど、内部留保を手

厚くし、独立採算を原則とする公営企業として、財務体質を強化することについても検

討する必要がある。 

また、下水道施設の老朽化対策の重要性や費用の必要性について、市民の理解を深め

ることも重要なことである。これらの取り組みについては、積極的に情報公開を行って

いくことが必要である。 
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（５）下水道施設の耐震化（下水道部） 

 

「静岡市下水道ビジョン」（2010 年 3 月 静岡市上下水道局下水道部）では、「下水道の

現状と課題」として、「地震対策」について、以下のように記載している。 

本市は、以前より東海地震の発生が予測されており、大きな被害が想定されること

から、事前の地震対策が不可欠です。兵庫県南部地震、十勝沖地震、新潟県中越沖

地震などでは、下水道施設にも被害が及び、トイレが使えないという被災者の生活

面での不便のみならず、下水処理場からの未処理下水流出や、管路が破損したこと

による道路陥没などが発生し、公衆衛生面や社会活動、経済活動面においても、大

きな影響がありました。現在、各浄化センターの建築構造物については耐震対策が

完了しており、今後も引き続き管きょや浄化センター、ポンプ場の地下構造物の耐

震対策を進め、市民生活への影響を最小限に食い止めるよう努めていくことが重要

となっています。 

 

下水道ビジョンでは、「安全で信頼できる生活環境の創造」を基本方針として、次の「長

期的な目標」を掲げている。 

地震対策では、老朽化の進む管きょや処理施設（浄化センター、ポンプ場）も含め

て、計画的な更新や修繕を行うとともに耐震化を進め、東海地震などが発生しても

被害を受けない状況を目指します。 また、市民は、あらかじめ個人レベルででき

る地震対策を行っておくとともに、地震の際には協力しあって、なるべく早く復旧

できることを目指します。 

 

【現状】 

１．管路施設（管きょ、マンホール） 

 

平成９年度以前に布設された管きょについて、耐震化対策の検討を行っている。 

平成 22 年度末現在、管きょの耐震化対策について、延長別に見てみると、次のとおり

である。 

 

区分 対策 延長(km) 

耐震化対策の必要あり 

  緊急対策 98.9 

計画あり 中期対策 78.1 

  長期対策 166.1 

計画なし 

現状維持 1,264.3 

耐震化対策の必要なし 現状維持 717.7 

  
合計 2,325.1 
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「第２次下水道中期計画」では、「静岡市下水道地震対策緊急整備計画に基づき、緊急

に整備を必要とする 98.9 ㎞の管きょのうち、優先度の高いものから項に整備を推進しま

す。」としている。予算は次のとおりである。 

（単位：百万円） 

施 策 名 平成22年度 
平成23～26年度

（試算額） 
合 計 

下水道施設の耐震化（管きょ） 1,199  3,101  4,300  

 

現在、緊急に整備を必要とする98.9㎞の管きょについて、耐震化工事を実施している。 

しかし、平成 22 年度末現在、耐震化対策が計画されている管きょ 342.991 ㎞のうち、

耐震化工事が済んでいるのは 25 ㎞であり、７％にすぎない。緊急に整備を必要とする管

きょであっても、達成予定は平成 26 年度末であり、まだ３年も先のことである。 

また、中期対策 78.1 ㎞が事業化されるのは、平成 27 から 31 年度、長期対策 166.1 ㎞

にあっては、さらにその先の平成 32 年度以降である。 

中長期対策で耐震化に取り組む管きょは、緊急対策（98.9 ㎞、43 億円）に比べ、距離

も 244.2 ㎞と倍以上になる。 

 

２．浄化センター及びポンプ場  

 

地上部にある建物（建築構造物）の耐震対策については、平成 20 年度で完了している。 

また、現在、静岡市下水道地震対策緊急整備計画に基づき、緊急に整備を必要とする

処理施設内の管路部等のうち 63 か所の継手部分などに、補強工事などの対策を実施して

いる。 

事業計画は次のとおりである。 

 

 H20～H22 H23 H24 H25 H26 計 

可とう性継手設置箇所数 32 5 21 4 1 63 

事業費（百万円） 62 126 275 224 170 857 
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【指摘事頄】 

【現状】に記載したとおり、平成 22 年度末現在、耐震化対策を必要とする管きょ

342.991 ㎞のうち、耐震化工事が済んでいるのは 25 ㎞であり、全体の７％にすぎない。

緊急に整備を必要とする管きょ（98.9 ㎞、全体の 29％）であっても、達成予定は平成 26

年度末であり、まだ３年も先のことである。 

また、中期対策 78.1 ㎞（全体の 23％）が事業化されるのは、平成 27から 31 年度、長

期対策 166.1 ㎞（全体の 48％）にあっては、さらにその先の平成 32年度以降である。 

中長期対策で耐震化に取り組む管きょは、緊急対策（98.9 ㎞、43 億円）に比べ、距離

も 244.2 ㎞と倍以上になることから、投資コストは多額となり、耐震化の完了までに長

期間を要することが予想される。 

 

繰り返しになるが、耐震化対策は東海地震を想定して行われており、東海地震の発生

確率は 30年以内に 88％と、相当高い確率で地震が起こる可能性があるわけである。 

東海地震を想定している静岡市が、今後 10 年たっても、耐震化率 100％を達成できな

いというのでは、耐震化への取り組みが遅いと言わざるを得ない。 

また、管きょについては、いつの時点で耐震化率 100％を達成できるのかも未定である。 

 

まずは、耐震化率 100％を目標とする計画を策定することが必要である。 

また、耐震化の遅れは、市民生活に与える影響も大きいため、市民に対する説明責任

として、耐震化計画を公表する必要がある。 

平成 20 年の岩手・宮城内陸地震において、2006 年版の耐震対策指針を適用し、補修さ

れた管きょは、東日本大震災でもほとんど被災しなかったことが、国土交通省により明

らかにされている。 

地震の発生確率、発生時の市民への影響を考えると、出来るだけ、早期に耐震化率 100％

を達成する計画が望ましいのは言うまでもない。 
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２．組織管理 

 

（１）スタッフ部門の効率化（水道部及び下水道部共通） 

 

【基本的な考え方】 

水道部及び下水道部で共通している業務、例えば、スタッフ部門が行う総務、財務、

会計等の業務は、組織を統合することによって、集約して処理することにつながり、業

務の効率化を図ることができると考えられる。 

そこで、スタッフ部門の重複している業務を把握し、さらなる効率化の余地がないか

という見地から検討を行った。 

 

（注）スタッフ部門とは、間接部門のことであり、具体的には、財務・経理、総務、経

営企画、人事労務・教育・福利厚生の各部門があげられる。民間企業では、スタ

ッフ部門の効率化を重要な経営課題として取り組んでいる。 

 

【現状】 

（ア）水道事業及び下水道事業の組織 

 

静岡市では、水道事業及び下水道事業を上下水道局というひとつの組織で同一の管理

者のもと運営している。このような組織体系は、川崎市、浜松市、名古屋市、京都市、

堺市が採用しており、他の政令指定都市では、下水道事業は建設局などの市長部局の中

に位置づけられている。 

 ヒアリングによれば、ひとつの組織とすることにより、局のとりまとめ事務や電算シ

ステム管理事務などについて、水道総務課で集約して行えることや、料金収納を一括し

て対応できるなど事務の効率化が図られるというメリットがある一方、雤水対策業務な

ど市長部局との調整が必要な業務では、非効率になるというデメリットがあり、両者を

勘案し、公営企業としての経営感覚の視点を養う必要性から、現行組織を採用している

とのことである。 

 

静岡市上下水道局において、効率化が図られた業務は以下のとおりである。 

効率化が図られた業務 内 容 

局のとりまとめ事務 水道総務課総務担当で、上下水道局全体

に係る調整等を行っている。また、各局に

配置されている調整担当の役割を水道総務

課総務担当が主に果たしている。 

電算システム管理事務 水道総務課企画担当で、システムの委託

契約等を一括して行うとともに、上下水道

局のホームページの維持管理等を行ってい

る。 

料金収納事務 営業課で、上下水道の使用開始から料金

収納に関する事務を合わせて行い、使用者

へのサービス及び業務能率の向上を図って

いる。 
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（イ）事務事業の効率化の方針 

 

水道部及び下水道部は、それぞれ平成 22 年３月に「基本計画」（前述）及び「中期ビ

ジョン」（前述）を公表して、今後 10 年間に取り組む施策の方向を示している。 

水道部の「基本計画」における事務事業の効率化に関する方向性については、次のと

おり記載されている。 

Ⅸ 経営の健全化 

３．事務事業の効率化 

・委託やＯＡ化などの推進 

事務事業を効率的に行うために、第三者委託や民間ノウハウを活用したさまざまな経

営手法について調査・研究し、有効な手段の導入を図ります。  

事務事業についても委託を推進し、料金システム、資産管理システム、財務会計シス

テムの更新、整理・統合によるさらなるＯＡ化やＩＴの利活用を推進することにより、

一層の業務効率化に努めていきます。  

 

下水道部の「中期ビジョン」における事務事業の効率化に関する方向性については、

次のとおり記載されている。 

基本方針３  

市民とともに創る安心な事業経営  

～市民参画の推進と、安定した経営基盤の確立・独立採算を目指して～ 

（７）経営改善 

・事務事業の見直しや組織再編により、必要最小限の職員で事業を実施します。 

 

水道部及び下水道部ともに、事務事業の一層の効率化に向けて取り組んでいく方針で

あることが確認できた。 

 

（ウ）水道総務課と下水道総務課の共通業務 

 

水道事業及び下水道事業のスタッフ部門である水道総務課と下水道総務課が現在実施

している業務について、「静岡市上下水道局事務分掌規程」をもとに、ヒアリングしたと

ころ、決算関連業務が共通していることを確認することができた。 

水道総務課と下水道総務課の業務内容を比較した結果は、以下のとおりである。  
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（水道総務課及び下水道総務課の業務内容比較） 

 

課 人数 課 人数

水道に係る政策の企画及び総合調整に関すること。
下水道に係る政策の企画及び総合調整に関するこ
と。

水道事業の総合計画の策定及び進行管理に関するこ
と。

下水道事業の総合計画の策定及び進行管理に関する
こと。

水道事業計画（実施計画を除く。）の策定に関する
こと。

下水道事業に係る防災計画の総括に関すること。

水道事業に係る防災計画の総括に関すること。
下水道事業に係る職員の研修その他の能力開発に関
すること。

局の危機管理に関すること。
下水道事業資産の取得、管理及び処分に関するこ
と。

組織、人事及び職務権限に関すること。 ※
下水道事業に係る予算、決算、企業債及び財政計画
に関すること。

水道事業に係る職員の研修その他の能力開発に関す
ること。

※ 下水道事業に係る財務及び経理に関すること。

儀礼及び交際に関すること。 下水道事業に係る広報及び広聴に関すること。

水道事業資産の取得、管理及び処分に関すること。 下水道排水設備指定工事店の指定等に関すること。

管理者の所管に係る情報公開及び個人情報保護に関
すること。

社団法人日本下水道協会に関すること。

職員の労務管理に関すること。 水洗便所改造資金の融資あっせんに関すること。

職員の損害賠償に関すること。 水洗化普及促進に関すること。

※
水道事業に係る予算、決算、企業債及び財政計画に
関すること。

下水道事業受益者負担金の賦課及び徴収に関するこ
と。

※ 水道事業に係る財務及び経理に関すること。
下水道事業区域外流入分担金の賦課及び徴収に関す
ること。

工事の請負契約に関すること。 部の庶務に関すること。

建設業関連業務の委託契約に関すること。

物品の購入、修理及び加工に関すること(各課の所
管に属するものを除く。)。

貯蔵品の検査に関すること。

貯蔵品の購入、出納及び保管に関すること。

指定給水装置工事事業者の指定等に関すること。

社団法人日本水道協会に関すること。

職員の給与及び福利厚生に関すること。

職員の公務災害補償等に関すること。

公印に関すること。

条例、規程その他例規の制定及び改廃に関するこ
と。

公金取扱金融機関に関すること。

水道事業に係る広報及び広聴に関すること。

電算処理業務の総括に関すること。

部の庶務に関すること。

※　共通している業務

水道部 下水道部
主な業務内容 主な業務内容

水
道
総
務
課

28

23

下
水
道
総
務
課
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（エ）決算書の体系 

 

「Ⅰ 事業の概況 （Ⅰ）水道事業の概況 ２．水道事業の状況 （６）財務の状況」及

び「Ⅰ 事業の概況 （Ⅱ）下水道事業の概況 ２．下水道事業の状況 （６）財務の状況」

に記載されている決算関連資料は、同一の地方公営企業会計の考え方で作成されており、

報告様式もほぼ同じである。 

 

また、静岡市水道事業会計決算書及び静岡市下水道事業会計決算書の体系は、下記の

とおりである。 

静岡市水道事業会計決算書の体系 

決算書類 

 

水道事業決算報告書、水道事業損益計算書、水道事業剰余金処分

計算書、水道事業貸借対照表 

附属書類 

 

水道事業報告書、水道事業収益費用明細書、水道事業固定資産明

細書、水道事業企業債明細書 

 

静岡市下水道事業会計決算書の体系 

決算書類 

 

下水道事業決算報告書、下水道事業損益計算書、下水道事業剰余

金処分計算書、下水道事業貸借対照表 

附属書類 

 

下水道事業報告書、下水道事業収益費用明細書、下水道事業固定

資産明細書、下水道事業企業債明細書 

 

水道事業及び下水道事業それぞれの特性はあるものの、決算書の体系は同一であり、

その内容を閲覧した結果、同一の地方公営企業会計の考え方で作成されており、ほぼ同

じ報告様式であった。 

 

 

 

 

  



 

76 

【意見】 

水道事業及び下水道事業それぞれの特性はあるものの、決算書は、同一の地方公営企

業会計の考え方で作成されており、報告様式もほぼ同じである。そうであれば、決算関

連業務の統合により効率化が図られる可能性はあると考える。 

決算関連業務の具体的な業務について確認したところ、下記の業務が統合により効率

化が図られる可能性があるのではないかと考える。 

 

＜財務面＞ 

・決算書様式の統一 

・固定資産の管理 

・企業債の管理 

・地方公営企業会計制度の見直しに係る対応 

・新しい地方公営企業会計制度の研修 

＜経理面＞ 

・伝票事務及び収納事務の共有化 

・会計システムの共有化 

・予算書及び決算書の印刷の共有化 

 

水道部及び下水道部ともに、事務事業の一層の効率化に向けて取り組んでいく方針で

ある。組織体系上、上下水道局という一体運営の形を採用しているのであれば、決算関

連業務の統合の可能性について検討して頂きたい。 
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３．事業計画 

 

（１）汚水処理の推進（下水道部） 

 

【現状】 

ア．概要 

 

「静岡市下水道ビジョン」（2010 年 3 月 静岡市上下水道局下水道部）では、「下水道の

現状と課題」として、「汚水処理の推進」について、以下のように記載している。 

本市の下水道の普及状況については、平成 20 年度末で 75.7％の普及率となってお

り、全国平均、静岡県平均ともに上回っておりますが、政令指定都市の中ではいま

だ低い水準にあり、今後も計画的に整備を進めていく必要があります。 

しかし、整備に当たっては、厳しい財政状況や人口減尐の進行に伴う整備効率の低

下などを見込んで、下水道、合併処理浄化槽など地域の実情に合わせた整備手法を

柔軟に採用していくことが重要となっています。 

さらに、今後の事業の推進においては、計画の立案段階や見直し段階において、下

水道の利用者である市民と対話し、市民参画のもとに検討を行い、問題解決にあた

る手法に変えていくことが求められています。 

 

静岡市において、今後、下水道の整備が予定されている地域は、人口が密集していな

い地域であり、人口密集地と比べると、その整備コストが割高になる可能性がある。 

そこで、公共下水道を整備すべきか、それとも合併処理浄化槽等の代替手法により汚

水処理を行うべきかについては、費用対効果の観点等から、十分に検討することが重要

である。 

 

イ．管きょ建設費と合併処理浄化槽設置費の比較検討 

 

 ここで、国土交通省都市・地域整備局下水道部から提供されている「効率的な汚水処

理施設整備のための都道府県構想策定マニュアル（案）」に基づき、汚水処理整備を比較

検討することとする。マニュアルでは、検討地域の将来人口や将来世帯数等を用いて、

集合処理（下水道等）と個別処理（合併処理浄化槽）の事業費を算出し、比較検討する

ことにより、最適な汚水処理整備手法を選択することになっている。 

上記のマニュアルに準じて監査人が推計した結果、平成 22 年度の下水道整備実績と平

成 23 年 4 月 1 日現在の静岡市統計情報の状況に変化がないと仮定すると、普及率 1％上

昇させるために必要な管きょ整備費（公共下水道整備費）は約 20 億円、合併処理浄化槽

設置費は約 25 億円になる。なお、費用算出の基礎データ及び計算結果は、以下のとおり

である。 
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No． 基礎データ及び計算結果 説明 

① 静岡市の人口の 1％（7,240

（人）） 

平成 23 年４月１日現在の静岡市の人口（724,026

人）から算出。 

② 人口密度（58（人/ｈａ）） 平成 22 年度下水道整備実績に基づいて算出。 

人口/面積＝7,541 人/130.78ｈａ 

③ 普及率 1％上げるのに必要な

面積 

（125（ｈａ）） 

①/②により算出。 

7,240（人）/58（人/ｈａ） 

 

④ ｈａ当たりの管きょ延長距離 

（248（ｍ/ｈａ）） 

平成 22 年度下水道整備実績に基づいて算出。 

管きょ延長距離/面積＝ 

2,442.07(ｍ)/130.78(ｈａ) 

⑤ 普及率 1%上げるのに必要な管

きょ延長距離（31,000（ｍ）） 

③×④により算出 

125(ｈａ)×248(ｍ/ｈａ) 

⑥ １ｍ当たりの管きょ建設費

（65,000(円/ｍ)） 

効率的な汚水処理施設整備のための都道府県構

想策定マニュアル（案）より 

⑦ １世帯当たりの平均人員 

（2.43(人/世帯)） 

平成 23 年 4 月 1 日現在の静岡市人口と世帯数か

ら算出。 

724,026(人)/298,127(世帯) 

⑧ 人口１％当たりの世帯数 

（2,979（世帯）） 

①/⑦により算出。 

人口 1%/1 世帯当たりの平均人員＝

7,240(人)/2.43(人/世帯) 

⑨ 合併処理浄化槽設置費（５人

槽） 

（837,000(円/基)） 

効率的な汚水処理施設整備のための都道府県構

想策定マニュアル（案）より 

⑩ 公共下水道の管きょ建設費 

（2,015,000(千円)） 

⑤×⑥にて算出。 

普及率 1%上げるのに必要な管きょ延長×1m 当た

りの管きょ建設費＝31,000(ｍ)×65,000(円/ｍ)

＝2,015,000(千円) 

⑪ 合併処理浄化槽設置費 

（2,493,423(千円)） 

⑧×⑨にて算出。 

人口 1%あたりの世帯数×合併処理浄化槽設置費

(５人槽)＝2,979(世帯)×837,000(円/基)＝

2,493,423(千円)） 

              （基礎データは、下水道部から提供を受けている） 

 

当該コスト比較によると、公共下水道を設置した方が、合併処理浄化槽設置費と比較

して費用対効果の面で優れているということになる。しかしながら、これは初期の設備

投資にかかる比較のみであり、その後のランニングコスト等を含め下水道事業全体の経

営の観点から分析されたものではない。 
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ウ．業務委託 

 

下水道計画課では、平成 22 年度において、静岡市公共下水道全体計画（汚水）の見直

しの一環として、蒲原・由比地区における、最適な汚水処理の整備方針を選定すること

を目的とした、以下の業務委託を行っている。 

 

名称 委託先 選定方法 支出額（円） 

蒲原・由比地区新規事業評価

検討業務委託 

オリジナル設計㈱ 

静岡事務所 

見積合せによる

随意契約 
7,053,900 

（「平成 22 年度 委託料支出内訳」より） 

 

ここでも結論として、大半の市街化区域と市街化調整区域では、合併処理浄化槽で整

備するよりも、公共下水道で整備するほうが有利であるとしている。 

 

一方で、下水道部へのヒアリングによれば、同地区において、公共下水道事業を実施

する場合、将来の長期的な事業収支の見通しについては、以下の試算が行われている。 

 

 H27～H32 H33～H38 H39～H44 計 

損益の見込額（百万円） ▲772 ▲3,020 ▲3,424 ▲7,216 

 

同地区の事業収支では、今後約 20年間で 72 億円の損失が生じる見込みである。将来

的には、他の地域でこれ以上の利益を出さない限り、何らかの形で損失を補填する必要

性が生じることになる。 

 

【指摘事頄】 

「１．施設管理」で述べたとおり、静岡市の下水道事業は、現状の施設の老朽化対策

を行うだけでも、１年当たり 40 億円近いコストが必要な状況にある。また、耐震化への

取り組み状況も、現時点では、けっして十分なものとは言えないが、それでも年間 10 億

円近いコストを必要としている。 

このような状況下において、将来的に赤字が見込まれている新たな事業を展開すれば、

当然、さらなるコスト負担が必要となる。資金不足となれば、下水道使用料を値上げし、

利用者に追加負担を求めるか、一般会計から財源を投入する必要性も高くなる。 

公共下水道を整備することにより、地元住民の利便性は高まるが、一方で、将来世代

に大きな負担を強いる可能性も高まることになる。 

尐なくとも、新規に事業を実施する場合は、市民に対し、設備投資の経済性や事業収

支の見通しなど、上記に示したような具体的な財務データを示して、詳細な説明を行い、

下水道利用者の理解を得るよう努める必要がある。 
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（２）水洗化率（下水道部） 

 

【概要】 

 下水道の普及率は、（下水道を使うことのできる人口）÷（静岡市全体の人口）で計算

されるため、普及率を上昇させるだけでは下水道収入の増加にただちに結び付かない。

下水道を使うことのできる人口のうち、公共下水道に接続した人口が下水道使用料の徴

収対象となるため、普及率を上昇させるだけでなく、公共下水道との接続数を増加させ

ることが経営管理上重要である。この公共下水道への接続数の割合を示す指標が水洗化

率であり、（公共下水道に接続して水洗化した人口）÷（下水道が整備され公共下水道に

接続可能な人口）で計算される。 

  

【現状】 

  静岡市の水洗化率の推移は以下のとおりである。 

 

 

 

 普及率の上昇に伴い、水洗便所設置戸数も増加しているが、水洗化率についてはやや

減尐している。これは、下水道が整備され整備区域の人口が増えても、その下水道に接

続可能な人が、すぐに下水道に接続するとは限らないため、水洗化率は上昇しないこと

を意味している。   

水洗化率の推移 （単位：戸）

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

処理区域内戸数 232,233 241,734 250,300 257,233 260,294

水洗便所設置戸数 201,347 205,893 211,633 216,606 221,008

水洗化率 86.7% 85.2% 84.6% 84.2% 84.9%

普及率 72.0% 74.6% 75.7% 78.0% 79.3%

　　　（各事業年度末現在）



 

81 

静岡市では水洗化率を「第２次下水道中期計画」において成果目標にしていなかった。

ヒアリングによれば、「水洗化率は、下水道整備が完了している先進都市においては下水

道への接続が進めば確実に水洗化率が上昇するが、下水道整備が普及途上である市町に

おいては、新たに供用開始された区域のすべての人が１年で接続を図ることは考えられ

ないことから、拡大する整備面積にもよるが、むしろ低下することも考えられる。下水

道の普及途上である本市においては、市民によりわかりやすいというアカウンタビリテ

ィの観点から、水洗化率ではなく水洗便所設置戸数という指標を採用したためである。」

とのことであった。 

 静岡市全体の水洗化率は、毎年１回「静岡市下水道事業のあらまし」を通して市民に

公表されている。また、高松処理区、城北処理区、中島処理区、長田処理区、南部処理

区、北部処理区、静清処理区の７処理区ごとに水洗化率を算出した資料を有しているが、

管理指標としては利用していない。 

 

【意見】 

 水洗化率は、下水道に未接続の人を減らし、下水道使用料の徴収につなげていくため

の重要な管理指標であり、今後策定する経営計画の成果指標及び経営管理の指標として

活用する必要があると考える。 
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４．人事管理 

 

【基本的な考え方】 

 水道事業及び下水道事業はともに、経営形態として、地方公営企業法の全部が適用さ

れており、これを地方公営企業法の全部適用という。地方公営企業法が全部適用になる

と、運営責任者として、事業管理者を設置することになる。事業管理者は、事業経営に

必要な「人、物、金」に関する全ての権限が与えられ、同時に経営状況が悪化した場合

には罷免される可能性がある。経営者としての全責任を負っているのである。 

 地方公営企業法の全部適用は、その企業性を発揮し、採算性と公共性を同時に確保す

ることが期待されている経営形態である。そのため、人事に関しても、制度上、職員を

独自に採用し、給料も人事院勧告とは無関係に事業管理者と労働組合との交渉によって、

経営状況等を考慮して決定することが可能となっている。 

 人材は事業経営のための重要なインフラのひとつである。そこで、人材に関して事業

経営を遂行するうえで対処すべき経営課題について、それを克服するための計画を策定

し、着実に遂行しているかどうかといった見地から検討を行った。 
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（１）技術職の人材育成強化の必要性（水道部及び下水道部共通） 

 

【現状】 

（ア）人材育成計画 

 

水道部及び下水道部は、それぞれ平成 22年３月に中期経営計画を策定し、具体的な目

標を定め事業を推進している。 

「第２次水道中期計画」の人材育成に関する取り組みについては、次のとおり記載さ

れている。 

（２）人材育成のための取組  

 

水道事業に必要な知識や技術の向上を目指し、日本水道協会などが実施する講習会等

に積極的に参加するとともに、職場における研修を充実します。  

主 催 名 称 

 

日本水道協会 

水道技術管理者研修会 

水道技術者研修会 

全国水道研究発表会 

 

日本水道協会中部地方支部 

事務講習会 

技術講習会 

水道研究発表会 

市町村アカデミー  市町村職員中央研修会 

水道技術研究センター 浄水処理技術研究発表会 

上下水道局 職場研修  

 

① 水道技術の継承と人材育成に関する課題  

現在の水道技術は、以前と比べ高度で複雑になっており、技術の習得には長い年月と

多くの経験を要します。  

今後も事業の中心となって働いていた多くの経験豊富な職員が退職を迎えることか

ら、若手職員への技術の継承が課題となっています。  

さらに、これからの職員には、水道の技術のみならず、経営意識に裏打ちされたコス

ト感覚や、市民参画への意識向上など、総合的な能力の向上が求められています。 

 

② 職員研修の実施  

このような状況のもと、職員が公営企業としての水道事業の役割と責任を自覚し、そ

の業務の実施に必要な知識、技能等を身につけ、能率的かつ円滑な運営を実現するため

の研修を、次のとおり実施していきます。  

ア 集合研修  

職員として必要とされる基礎的な知識及び技能の習得や、職務の階層に応じて要求

される能力の養成、あるいは、職務上必要とされる専門的な知識及び技能の習得を目

的に、多数の職員を対象として開催する研修  

【研修事例】  

・外部機関から講師を招いた研修会  

・外部機関への派遣などの成果を共有するための報告会  

・新しく水道部へ配属された職員のための研修会 など  

イ 職場研修  
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それぞれの職場で求められる実務上必要な知識、技能等の習得を目的に、主として

日常の業務を通じて職場内で行う研修  

【研修事例】  

・職員間で行う業務内容についての情報交換  

・課内業務における懸案事頄の検討会議 など  

ウ 派遣研修  

水道事業で必要な専門的な知識、技能等の習得を目的に、国などの機関へ職員を派

遣し、長期間にわたって実施する実務研修、あるいは関係団体などの機関が実施する

研修会等へ職員を派遣して行う研修  

【研修事例】  

・厚生労働省の実務研修  

・先進都市への行政視察  

・（社）日本水道協会や（財）水道技術研究センターなどが主催する研修会への職員派

遣など  

エ 自主研修  

職員の自主的な学習及び研究に対し、必要な指導・助言を講じることにより行う研

修  

【研修事例】  

・若手職員での課題研究発表会 など  

 

③ 研修責任者の設置・研修計画の策定  

効果的な研修を実施するために、各課に研修責任者を設置します。責任者は、職員研

修の企画及び連絡調整を行うとともに、各課長は研修責任者と協議し、毎年度職員研修

に関する計画を策定します。 

 

（注）下線は包括外部監査人が付したものである。 

 

「第２次下水道中期計画」の人材育成に関する取り組みについては、次のとおり記載

されている。 

(2) 人材育成のための取り組み 

 

このビジョンで掲げる長期的な目標の達成に向けて、計画的、効率的に事業を進めて

いくためには、何よりも事業に直接携わる個々の職員の能力を高めていくことが大切で

す。 

これからの職員には、人口減尐、経済情勢の変動などに応じて変化していく市民のニー

ズに柔軟に対応し、質の高い行政サービスを提供していく能力が求められています。 

また、高度で専門性の高い技術を必要とする下水道事業において、経験豊富な技術職

員が大量に退職していくことが見込まれ、技術の継承も求められています。 

したがって、これまで以上に経営感覚に富んだ職員の育成や、若手職員への技術の継

承など職員の総合的な能力を高めるため、計画的に研修に取り組んでいく必要がありま

す。 

このため、下水道総務課に部研修責任者、各課に課研修責任者を設置します。課研修

責任者は、毎年度各所属長と協議の上で次に掲げるような研修を取り入れた計画を策定、

実施し、部研修責任者は研修計画を取りまとめ、研修効果の検証など進行管理を行いま

す。 

ア 集合研修 
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下水道事業に携わる職員として求められる基礎的な知識及び技能の習得に向けて内

部の職員が講師となり、あるいは、幅広い教養を授かることを目的に外部から見識の

高い講師を招き、通常業務を離れて研修会形式で開催する研修。 

主な研修 主な対象者 現状 目標 

上下水道局合同研修会 下水道事業未経験の職員 １回/年 維 持 

部内各課業務研修会 概ね下水道事業経験年数２年未満

の職員 

１回/年 ５回/年 

職員研修会(外部講師) 全 職 員 １回/年 維 持 

イ 職場研修 

各職場で求められる実務上必要な知識、技能等の習得を目的に、業務に携わる内部

の職員が講師となり、通常業務を通じて行う研修。 

主な研修 主な対象者 現状 目標 

管きょ工事等技術研修会 土木技術職員 無 ４回/年 

浄化センター維持管理等技術研修

会 

電気・機械技術職員 無 ４回/年 

特殊工法等現場研修会  技術職員 随 時 維 持 

浄化センター施設現場研修会 技術職員 随 時 2 回/年 

意見・情報交換会 全 職 員 随 時 維 持 

ウ 派遣研修 

下水道事業で必要な専門的な知識、技能等の習得を目的に、国など外部機関へ職員

を派遣する実務研修及び外部機関(日本下水道事業団、日本下水道協会など)が主催す

る研修会等へ職員が出席する研修。 

主な研修 主な対象者 現状 目標 

職員派遣研修 概ね下水道事業経験年数３～５年の職員 １人/年 維 持 

基礎的研修会 概ね下水道事業経験年数１～３年の職員 10 人/年 15 人/年 

専門的研修会  概ね下水道事業経験年数３～５年の職員 15 人/年 20 人/年 
 

（注）下線は包括外部監査人が付したものである。 

 

「第２次水道中期計画」及び「第２次下水道中期計画」における人材育成の大きな課

題として、今後、経験豊富な技術職員が大量に退職していくことが見込まれるため、若

手職員への技術の継承があげられている。この課題を克服するための具体的な対応方法

として、研修を通して克服していく方針が示されている。 

「第２次水道中期計画」及び「第２次下水道中期計画」を策定するにあたり使用した

資料（人材育成に関する現状を分析し課題を識別した資料）の提出を依頼したが、技術

の継承が課題となっていることについては、公務員全体に関わる問題としてとらえてお

り、水道事業及び下水道事業の独自の課題として認識していないため、特に資料は作成

していないとのことであった。 

 

（イ）人材育成方針の確認 

 

技術系職員の人材育成方針について質問したところ、上下水道局の経験豊富な技術系

職員の多くが、今後退職していく状況にあるため、その技術を継承していく必要があり、

その対応方法として計画的に研修（集合研修・職場研修・派遣研修）を実施しているこ

と、及び尐数精鋭時代を視野に入れ、今後継承すべき技術の特定など効率的な水道技術



 

86 

の継承と人材育成体制の確立が課題であると認識しているとのことであった。 

また、長期的な人材育成方針について質問したところ、長期に上下水道局に在籍する

職員は尐数で、多くの職員は、市長部局との間を異動するため、長期的な人材育成が困

難な状況にあるとのことであった。 

 

（ウ）技術系職員数及び退職者数の推移（支弁職員数：水道事業会計又は下水道事業会

計から、給与の支給を受ける職員数のこと） 

 

（水道部） 

正規の技術系職員数の推移           （単位：人） 

区分 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

一般職 88 82 84 85 85 

労務職 26 24 22 18 15 

計 114 106 106 103 100 

（各事業年度末現在） 

（注）各事業年度末現在の職員数には、下記の同一事業年度の退職者数を含んでいる。

但し、異動による増減もあるため、必ずしも退職者数と差引職員数は一致しない。 

 

正規の技術系職員の退職者数の推移       （単位：人） 

区分 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

一般職 5 7 4 6 4 

労務職 2 3 2 3 2 

計 7 10 6 9 6 

 

（下水道部） 

正規の技術系職員数の推移           （単位：人） 

区分 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

一般職 144 137 137 131 134 

労務職 17 16 14 12 11 

計 161 153 151 143 145 

（各事業年度末現在） 

（注）各事業年度末現在の職員数には、下記の同一事業年度の退職者数を含んでいる。

但し、異動による増減もあるため、必ずしも退職者数と差引職員数は一致しない。 

 

正規の技術系職員の退職者数の推移       （単位：人） 

区分 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

一般職 9 12 12 11 7 

労務職 1 3 2 1 0 

計 10 15 14 12 7 

 

上記データの平成 18 年度と平成 22 年度を比較すると、技術系職員数のうち一般職員

は、水道部で３人減尐し、その割合は 3.4%（３人／88 人）であり、下水道部で 10 人減

尐し、その割合は 6.9%（10 人／144 人）となっている。これは民間委託等の推進による
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とのことである。また、労務職員も、水道部で 11 人減尐し、その減尐割合は 42.3%（11

人／26 人）であり、下水道部で６人減尐し、その割合は 35.3%（６人／17 人）となって

いる。これは退職者不補充の方針によるとのことである。 

したがって、経験豊富な技術系職員の有している技能・技術を如何に若手職員に継承

していくかが課題であると想定される。 

 

（エ）技術系職員の在籍年数表（支弁職員数） 

 

（水道部） 

正規の技術系職員の在籍年数表   （単位：人） 

在籍年数 一般職 労務職 合計 

３年以内 40 1 41 

３年超６年以内 9 1 10 

６年超９年以内 5 1 6 

９年超 12 年以内 13 1 14 

12 年超 15 年以内 4 0 4 

15 年超 14 11 25 

合計 85 15 100 

（平成 23年３月末現在） 

（下水道部） 

正規の技術系職員の在籍年数表   （単位：人） 

在籍年数 一般職 労務職 合計 

３年以内 36 0 36 

３年超６年以内 20 1 21 

６年超９年以内 17 0 17 

９年超 12 年以内 24 1 25 

12 年超 15 年以内 8 0 8 

15 年超 29 9 38 

合計 134 11 145 

（平成 23年３月末現在） 

（注）上下水道局内における異動や、一度市長部局へ異動後、 

再び在籍した者等は考慮していない。 

 

上記のデータは、平成23年３月末現在に在籍している職員の実態を示したものである。

このデータから想定すると、６年以内に人事ローテーションを行っている一般職員の割

合は、水道部で 57.6%（49 人/85 人）であり、下水道部で 41.7％（56 人/134 人）となっ

ており、一般職員の約半数程度が比較的短期間で他の部署にローテーションしているこ

とがうかがえる。 

したがって、長期的な人材育成が困難な状況を在籍年数表で想定することができる。 
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（オ）技術系職員の年齢別構成人数表（支弁職員数） 

 

（水道部） 

正規の技術系職員の年齢別構成人数表 （単位：人） 

構成年齢 一般職 労務職 合計 

30 歳以下 18 0 18 

30 歳超 40 歳以下 13 1 14 

40 歳超 50 歳以下 10 4 14 

50 歳超 55 歳以下 20 2 22 

55 歳超 60 歳以下 21 8 29 

60 歳超 3 0 3 

合計 85 15 100 

（平成 23年３月末現在） 

（下水道部） 

正規の技術系職員の年齢別構成人数表 （単位：人） 

構成年齢 一般職 労務職 合計 

30 歳以下 23 0 23 

30 歳超 40 歳以下 26 0 26 

40 歳超 50 歳以下 18 2 20 

50 歳超 55 歳以下 31 2 33 

55 歳超 60 歳以下 28 7 35 

60 歳超 8 0 8 

合計 134 11 145 

（平成 23年３月末現在） 

 

上記の技術系職員の年齢別構成人数表より、50 歳超の年齢構成に属する一般職員の割

合は、水道部で 51.7%（44 人/85 人）であり、下水道部で 50.0%（67 人/134 人）となっ

ている。50 歳超の年齢構成に属する労務職員の割合は、水道部で 66.6%（10 人/15 人）

であり、下水道部で 81.8%（9 人/11 人）となっている。一般職員及び労務職員ともに過

半数が 50 歳超であり、今後 10 年間で多くのベテランの一般職員及び労務職員が退職又

は異動することが見込まれている。 

したがって、経験豊富な技術系職員が持つ技術の継承を、効率的に実施する必要性が

年齢別構成人数表で想定することができる。 

 

【指摘事頄】 

現在の「第２次水道中期計画」及び「第２次下水道中期計画」は、静岡市の水道事業

及び下水道事業の抱える人材育成に関する現状をきちんと分析したうえで、認識された

課題を記載しているわけではなく、公務員全体にいわれている課題を掲載しているとの

ことであった。市民に対して、中期経営計画として公表する以上、人材育成に関する現

状を具体的なデータ（技術職員の年齢、経験年数、保有している技術・経験・ノウハウ

など）をもとに、きちんと分析し、そこから導き出された課題とその対応策を今後の中

期経営計画に具体的に示す必要がある。 
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【意見①】 

上下水道局の経験豊富な技術系職員の過半数が、今後 10 年間で退職又は異動すること

が見込まれている中、「第２次水道中期計画」及び「第２次下水道中期計画」で示されて

いる研修で、マニュアルでは分からない現場での長年の経験やノウハウすべてを若手職

員に技術継承することが可能なのであろうか。 

特に、水道事業の技術系職員は、緊急の事故対応時、現場での迅速な対応や工事事業

者への的確な指導をしてきた経験とノウハウを有しているといわれている。この経験や

ノウハウを確実に若手技術者に継承するための取り組みは重要だと考えられる。 

横浜市水道局及び東京都水道局では、それぞれ独自に技術の経験やノウハウの継承に

取り組んでいる。静岡市でも、このような取り組みを参考にされたい。 

 

（注）横浜市水道局では、マスターエンジニア制度を導入している。また、東京都水道

局では、水道技術エキスパート制度を導入し、ナレッジマネジメントシステムも

構築している。（詳細は、各水道局のホームページを参照されたい。） 

 

【意見②】 

【現状】で述べたとおり、長期に上下水道局に在籍する職員は尐数で、多くの技術職

員は、市長部局との間を異動するため、長期的な人材育成が困難な状況にある。 

このような状況では、せっかく技術を身につけた人材が他の部署に異動することによ

り、人材の流失につながり、技術の継承がされず、その技術が失われることにもなりか

ねない。 

特定の職員が同じ業務に長期間携わることにより問題が発生しやすいというデメリッ

トは承知しているが、人材育成強化のためには、長期的な人材育成の視点が必要である

とあえて述べたい。エキスパート制度（注）の活用や、長期的な人材育成の方針を策定

して市長部局の人事課に働きかけを行うことが必要であると考える。 

また、制度上は、独自の職員採用が可能である。長期的な人材育成上、必要であるな

らば、中途採用を含めた独自採用によるプロパー職員の育成といった方法も検討の範囲

に含めても良いと考える。 

 

（注）エキスパート制度とは、職員からの自己申告制度により、本人から申告される希

望と、所属長の意見等を参考にした本人の適性とを合わせて考慮することで、人

事異動等の人事管理に活用する制度である。エキスパート制度は、自己申告にお

いて本人の「異動希望」として申告され、「職員としてのこれまでの経験や適性か

ら、限定された部門の業務に今後継続して従事することを希望する」場合は、そ

の部門（例：税務、福祉、法規等）を合わせて申告することとしている。  
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（２）事務職の専門能力向上の必要性（水道部及び下水道部共通） 

 

【現状】 

（ア）新しい地方公営企業会計への対応 

 

平成24年１月27日付で新しい地方公営企業会計を定めた政省令と告示が公布された。

これにより、新地方公営企業会計制度は、原則、平成 26 年度の予算及び決算から適用さ

れることになった。この新しい会計制度は、数十年ぶりの大幅な会計制度の改正である

といわれており、民間企業が採用している現行の企業会計原則の考え方を最大限取り入

れた内容となっている。具体的には、「減損会計」や「退職給付引当金」、「貸倒引当金」、

「賞与引当金」、「リース会計」、「セグメント情報」、「キャッシュ・フロー計算書」等が

定められている。 

今後、新しい会計制度に対応するため、財務・会計分野に関する専門能力の高い事務

職員の育成が求められてくる。 

 

（イ）人材育成方針等の確認 

 

静岡市上下水道局においては、新しい地方公営企業会計に対応できる財務・会計分野

に関する専門能力の高い事務職員の具体的育成方針等は、これから検討が開始される予

定である。 

 

（ウ）事務職員の在籍年数表 

 

（水道部） 

正規の事務職員の在籍年数表（単位：人） 

在籍年数 職員数 

３年以内 42 

３年超６年以内 11 

６年超９年以内 4 

９年超 12年以内 2 

12 年超 15 年以内 1 

15 年超 0 

合計 60 

（平成 23年３月末現在） 

 

（下水道部） 

正規の事務職員の在籍年数表（単位：人） 

在籍年数 職員数 

３年以内 30 

３年超６年以内 8 

６年超９年以内 4 

９年超 12年以内 0 

12 年超 15 年以内 1 

15 年超 0 

合計 43 

（平成 23年３月末現在） 
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（注）上下水道局内における異動や、一度市長部局へ異動後、 

再び在籍した者等は考慮していない。 

 

上記のデータは、平成23年３月末現在に在籍している職員の実態を示したものである。

このデータから想定すると、６年以内に人事ローテーションを行っている事務職員の割

合は、水道部で 88.3%（53 人/60 人）であり、下水道部で 88.4％（38 人/43 人）となっ

ており、事務職員の大半が比較的短期間で他の部署にローテーションしていることがう

かがえる。 

したがって、長期的な人材育成が困難な状況を在籍年数表で想定することができる。 

 

【意見①】 

平成 21年 12 月 24 日に「地方公営企業会計制度等研究会報告書」が公表されてから、

約２年経過しているにもかかわらず、新しい地方公営企業会計に対応できる財務・会計

分野に関する専門能力の高い事務職員の具体的育成方針等は策定されていない。 

新しい地方公営企業会計は、民間企業が採用している現行の企業会計原則の考え方を

最大限取り入れた内容となっているため、短期間で財務・会計分野に関する専門能力の

高い人材を育成することは困難である。また、この新しい会計制度導入にあたっては、

会計方針の決定、会計システムの対応、条例制定など検討するべき課題が多く、企業会

計に精通した人材、例えば外部専門家などのサポートが不可欠であると考える。 

平成 26 年度の予算及び決算から適用されることを考えると、早期の対応が必要なので

はないだろうか。専門能力を高める人材候補は誰か、どのような方法で専門能力を育成

していくのか、外部専門家のサポートは必要ないかなど具体的な人材育成方針等を決め、

新しい会計制度への対応を図る必要があると考える。 

 

【意見②】 

【現状】で述べたとおり、長期に上下水道局に在籍する職員は尐数で、多くの事務職

員は、市長部局との間を異動するため、長期的な人材育成が困難な状況にある。 

このような状況だと、せっかく時間とコストをかけて財務・会計分野に関する専門能

力の高い人材を育成したとしても、他の部署への異動により、また最初から人材育成を

する必要が生じてしまうことにもなりかねない。特定の職員が同じ業務に長期間携わる

ことにより問題が発生しやすいというデメリットは承知しているが、人材育成強化のた

めには、長期的な人材育成の視点が必要であるとあえて述べたい。「（１）技術職の人材

育成強化の必要性（水道部及び下水道部共通）【意見②】」で述べたように、長期的な人

材育成の方針を策定することが必要であると考える。 
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５．財務分析 

 

（１）企業債利息の処理（水道部及び下水道部共通） 

 

【基本的な考え方】 

地方公営企業の会計制度は、経済性を発揮するため、発生主義の考え方に立った複式

簿記による会計を導入している。「発生主義の原則」にしたがって費用を計上し、期間損

益計算の適正化による経営成績の適正表示及び財政状態の適正表示に努めなければなら

ない。このことは、下記のとおり、地方公営企業法第 20 条第１頄に明確に定められてい

る。 

（地方公営企業法） 

第 20 条  地方公営企業においては、その経営成績を明らかにするため、すべての費用

及び収益を、その発生の事実に基いて計上し、かつ、その発生した年度に正しく割り当

てなければならない。  

 

【現状】 

 静岡市では企業債利息について、支出時に費用処理をしており、発生主義会計による

発生時費用処理を採用していなかった。 

 当該理由は、企業債発行総額の大部分は３月発行であることから、ほとんどの利払い

が９月及び３月に予算執行されること、また、期末未払企業債利息の当期分と前期分と

で概ね相殺されることから、各年度の損益に及ぼす影響額に重要性はないと判断し、支

出時費用処理をしていたとの説明を受けた。平成 22 年度静岡市水道事業会計決算書の附

属書類の水道事業企業債明細書及び平成22年度静岡市下水道事業会計決算書の附属書類

の下水道事業企業債明細書を閲覧したところ、ほとんどの企業債の発行月が３月である

ことから、利払いも９月及び３月に集中していることが確認できた。 

しかし、影響額に重要性はないと判断するに際し、３月末現在の未払利息を試算して、

重要性がないことの金額的確認までは実施されていなかった。 

 

【意見】 

 未払企業債利息の認識に関しては、「公営企業実務提要 ５計理の方法（６）費用 企

業債利息の取り扱いについて」において、「期間損益計算を乱すものでない限り、未払勘

定を設けず実際に支払った利息の額を当該年度の費用として計上するのみでよい」旨が

定められている。 

 したがって、静岡市の状況であれば支出時費用処理として差し支えないものと考えら

れるが、企業債残高が減尐傾向であることや新規の借入利率が低下傾向にあることを考

慮すると、前期分と当期分の未払利息の金額の差異が大きくなることから、影響額に重

要性がないと判断するに際し、その根拠として毎期、未払利息の計上金額の試算をする

必要があると考える。 
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（２）資金の効率的な運用（水道部） 

 

【現状】 

 流動比率及び当座比率については、短期的な支払能力維持のため、一般的に流動比率

は 200%以上、当座比率は 100%超が望ましいといわれているが、水道事業では平成 22 年

度末において、流動比率は 1,112%、当座比率については 1,084％と高水準を維持してお

り、十分な支払能力を有している。 

 流動比率及び当座比率が必要以上に高い水準にあるということは、財務健全性が高い

ことを示している一方で、資金を効率的に運用していないことを示唆している。そこで、

平成 22 年度における 1年間の現金預金の入出金の推移を調査した。 

 

（現金預金の入出金推移） 

 

 

９月の出金の主な内容は下水道事業会計への貸付 23 億円と企業債の定期償還である。

12 月の入金の内容は下水道事業会計への貸付 23 億円の回収である。３月の入出金の内容

は企業債の定期償還及び借入によるものである。 

月次の現金預金の入出金状況を調査したところ、水道事業では、毎月安定的に水道料

金収入（下水道使用料徴収分も含む。）が約 15億円前後入金されることを考慮すると、

経常運転資金として現金預金を保有しておかなければならない金額はそれほど多くない

と考えられる。参考までに平成 22年度末における貸借対照表を用いて、一般的な経常運

転資金を計算すると約 263,208 千円（未収金 1,680,604 千円＋貯蔵品 34,402 千円－未払

　　現金預金の入出金推移表
（単位：千円）

月 残高 入金（借方） 出金（貸方）

4月 13,102,764 1,533,444 2,283,463

5月 13,168,311 1,615,260 1,549,713

6月 13,513,079 1,545,850 1,201,082

7月 13,832,744 1,540,870 1,221,205

8月 14,099,672 1,504,998 1,238,069

9月 10,572,734 1,596,763 5,123,701

10月 11,083,772 1,748,468 1,237,430

11月 11,409,817 1,608,440 1,282,394

12月 13,728,060 3,896,761 1,578,518

1月 13,986,561 1,543,744 1,285,243

2月 14,480,142 1,554,283 1,060,702

3月 14,608,197 3,287,189 3,159,134
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金 1,451,798 千円）と計算され、静岡市水道事業貸借対照表に計上されている現金預金

残高 14,608,197 千円は運転資金という観点からは明らかに過剰である。 

 当該現金預金の留保目的は、中長期的な視点から水道事業の安定した遂行のために必

要な原資を蓄えておくためであるとのことであるが、明確な中長期的な資金計画と関連

づけられて、いつの時点でどれだけの資金が必要かという現金預金残高の管理をしてい

なかった。また、現時点で、現金預金残高については、短期的な定期預金による資金運

用にとどまっており、計画的な資金運用計画を策定していない状況であった。 

  

【意見】 

 現時点で、現金預金残高については、短期的な定期預金による資金運用にとどまって

おり、計画的な資金運用計画を策定していない状況であった。 

中長期的な視点から現金預金の留保を進めるのであれば、計画的な資金運用計画を策

定し、当面必要とされない現金預金については、効率的な資金運用をしてはどうだろう

か。効率的な資金運用で、より多くの受取利息収入を獲得できることから、水道事業の

さらなる財務健全性の確保に資するものと考える。 

具体的な資金運用として、投機的な運用は避けるべきであるが、１年超の定期預金に

よる運用や、国債等信用格付けの高い債券などを運用対象にすることが考えられる。 

なお、参考までに監査人が５年物国債で運用したケースを試算すると以下のとおりで

ある。 

 

（５年物国債にて運用した場合） 

 
①： 現行の運用状況から、中長期の運用が可能な資金として、10,000,000 千円を設定

した。 

②： 財務省ホームページ上の国債にかかる過去の金利情報を利用。平成 22 年４月 1日

から平成 23 年３月 31日の平均金利を算出した。 

 

   

　　　　国債の運用収益試算 （単位：千円）
平成22年度

現金預金平均残高
平成22年度

5年物国債平均金利
5年物国債にて運用し
た場合の運用収益

平成22年度
受取利息

差額

① ② ③=①×② ④ ③-④

10,000,000 0.44% 44,000 32,022 11,978
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（３）自己資本造成費（水道部） 

 

【基本的考え方】 

 地方公営企業法には、会計の一般原則として、資本取引と損益取引との区分の原則（地

方公営企業法施行令第９条第３頄）が定められている。 

 企業の経営活動の全体は、その企業に投下された資本が、製品、そして販売収益とし

ての現金等に転化され、最終的にみずからの資本を増加させることを意図しているが、

このような資本の増加は、１事業年度内に発生した損益の結果として算出された利益と、

１事業年度内における損益の発生とは関係のない資本の独自の増加とから成り立ってい

る。したがって、資本の増加を、利益の増加と資本自身の増加とに分けないと、利益算

定のための損益計算が不明瞭となり無意味となるため、資本取引と損益取引は明確に区

分することが要求されている。 

 地方公営企業における資本取引とは、自己資本金、借入資本金、資本剰余金の増減に

関する取引であり、損益取引とは費用、収益の発生及びこれに直接関連する利益剰余金

の増減に関する損益取引のことである。 

  

【現状】 

水道事業においては、現在保有する資産を再構築するために必要な経費のうち、減価

償却累計額等による内部留保資金では足りない部分について、追加で毎期５億円を自己

資本造成費として費用計上を行い、現金を留保している。 

自己資本造成費の算出方法は、対象資産×資産維持率となっており、対象資産は償却

資産の期首及び期末の平均残高、資産維持率は平均的な自己資本構成比率（50％）に繰

入率（平成 19年度算定時は過去５年間の政府債利率の平均値を採用）を掛けたものを採

用し、５億円の算出根拠としている。平成19年度算定時は79,171,258千円×50%×1.93％

＝764,002 千円であったが、水道料金改定率などへの配慮から５億円とした経緯がある。 

上記の算出方法からすると、自己資本造成費は、償却資産のうち、自己資本で賄う割

合を 50%と仮定した上で、現有資産を再構築するために必要な資本コストとして位置づけ

られるものである。 

その会計処理は、期中では自己資本造成費引当金を経由するものの、年度を通じてみ

ると、現状の自己資本造成費に係る会計仕訳は、以下のとおりである。 

 

【借方】                  【貸方】 

（費用科目）自己資本造成費 500 百万円 ／（資本科目）自己資本金 500 百万円 
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【指摘事頄】 

 資本コストについては、地方公営企業として、その実態資本を維持し、経営基盤を強

固にするために必要であり、「地方公営企業法及び同法施行に関する依命通達」において

も、「地方公営企業が健全な経営を確保する上に必要な資金を内部に留保させるため、料

金には適正な率の事業報酬を含ませることが適当であること。」と記述されている。した

がって、自己資本造成費を資本コストとして、内部留保することに関しては特段問題が

ないものと考えられる。 

【現状】で示した会計仕訳は、借方の自己資本造成費が損益計算書上の営業外費用と

して計上されていること、及び貸方の自己資本金の増加に関する取引は資本取引である

ことから、地方公営企業の会計の一般原則である資本取引と損益取引との区分の原則（地

方公営業法施行令第９条第３頄）に抵触している。 

 自己資本造成費については、利益留保を目的としている。利益留保を目的とした引当

金の計上は企業会計原則上も認められていない。したがって、自己資本造成費は費用と

して会計処理すべきものではなく、利益処分頄目として会計処理すべきものである。 

 自己資本造成費に係る正しい会計処理は、一旦、利益処分において任意積立金として

積み立てておくか、あるいは、減債積立金の積み増しとして処理し、翌期に自己資本金

への組み入れ処理をするかのどちらかにより処理すべきである。 
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（Ⅱ）財務事務の執行 

 

１．徴収事務 

 

（１）水道料金及び下水道使用料の債権管理の強化（水道部） 

 

【概要】 

 ア．水道料金及び下水道使用料の調定収入の流れ 

 

 

 水道料金及び下水道使用料の調定収入の流れは、上記の図のとおりである。 

 

  

静岡市水道料金、下水道使用料徴収事務運用フロー
（下記例：平成23年4月調定分）

実施事項 規定期日 ex4月調定分

①検針期間

（静岡地区）
1日～17日
（清水地区）
1日～13日

4月1日～13日
又は17日

②調定日 月末3営業日前 4月26日

③
（口座振替）「水道料金・下
水道使用料のお知らせ」
発送日

通常翌月1日
（翌月第1営業日）

5月2日

④
（直接納付）「納入通知書」
発送日

通常翌月2日
（翌月第2営業日）

5月6日

⑤納期限 翌月末 5月31日

⑥口座振替日
翌月16日
（休日の場合、翌営業日）

5月16日

⑦口座再振替日
（残高不足等への対応）

翌々月3日
（休日の場合、翌営業日）

6月3日

⑧「督促状」発送日
※口座再振替消込後作成

翌々月中旬
（納期限後20日以内）

6月15日

⑨「督促状」指定期限 翌々月末日 6月30日

⑩「委託者納付書」送付 翌々々月初旬 7月6日

　　　：記号は徴収に係る期日を表している。

4月 5月 6月 7月
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（ア）検針 

検針は２カ月に１回とし、対象地区を奇数月検針と偶数月検針とに分割して実施

している。また、対象地区に係る全戸検針であり、使用・不使用に関わらず検針対

象としている。 

検針業務は外部委託している。 

（イ）収納方法 

口座振替は所定の振替日において自動引落（必要に応じて「水道料金・下水道使

用料のお知らせ」発送）を行い、直接納付は「納入通知書」を発送し、窓口、銀行、

コンビニ等での納入を依頼している。 

これらの納入関係データの電算処理についても外部委託している。 

（ウ）納期限 

納期限は、検針月の翌月末である。 

ただし、口座振替については検針月の翌月 16 日を振替日とするものの、残高不足

等による振替不能ヘの対策として検針月の翌々月３日を再振替日と定めている。納

期限を経過してもなお納入されない水道料金及び下水道使用料が未収債権として管

理の対象となる。 
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イ．未収債権回収対応及び給水停止措置までの取組みの状況 

 

 

(未納１期) 

検針月の翌々月中旪に「督促状(納付書形式)」を発送する。なお、督促に係る指定期

限は督促状発送月の末日である。 

 当該督促状による督促については水道部により実施されるが、督促に係る指定期限ま

でに納入されない債権の回収については、外部業者へ業務委託している。これをもって

「委託対象」という。（※１期分ごとの動きはここまで同一である。） 

(累積未納２期) 

 直近１期分及びそれ以前１期分の計２期分について督促に係る指定期限を過ぎてもな

未収債権回収対応及び給水停止措置までの業務運用フロー
検針対象は同一水栓とする。

検針A月 検針B月 検針C月

↓ ↓ ↓

調定により納入義務の発生
検針月の翌月末日納期限
（自治法231/水道及び下水道会
計規程35Ⅰ）

調定により納入義務の発生
検針月の翌月末日納期限
（自治法231/水道及び下水道会
計規程35Ⅰ）

調定により納入義務の発生
検針月の翌月末日納期限
（自治法231/水道及び下水道会
計規程35Ⅰ）

↓ ↓ ↓

未納（1期)a 未納（1期）b 未納（1期）c

※〇期とは、調定１回分を単位とする。
↓ ↓ ↓

検針月の翌々月、督促状発行・
郵送
同月末日指定期限
（自治法231の3Ⅰ、自治令171/
水道及び下水道会計規程43）

検針月の翌々月、督促状発行・郵
送
同月末日指定期限
（自治法231の3Ⅰ、自治令171/
水道及び下水道会計規程43）

検針月の翌々月、督促状発行・
郵送
同月末日指定期限
（自治法231の3Ⅰ、自治令171/
水道及び下水道会計規程43）

↓ 　 ↓ ↓

委託対象（外部業務委託） 委託対象（外部業務委託） 委託対象（外部業務委託）

↓
↓
↓

↓ ↓
↓

↓ ↓

※給水停止措置の検討対象となる。
↓

← ←

↓ ↓ ↑

↓
納付相談

（一括納付困難等の場合）
↑

↓ ↓ ↑
↓ 納付誓約 ↑
↓ ↓ ↑
↓ 納付誓約不履行の場合 ↑
↓ ↓ ↑

→ →
給水停止執行

（水道法15/給水条例38）

同一人において未納期が２回累積した場合、未納（１期）a+未納（１期）b
累積未納（2期）

催告書（指定期限）発行・郵送

累積未納（3期以上） 

給水停止予告通知書（指定期限）発行・宅配
（水道法15/給水条例38/給水条例規程20）
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お、支払の確認がされず、累積未納（２期）となった者については、水道部から「催告

書」を発送する。なお、この場合の指定期限は水道部が決定する。 

 未納（１期）の後、「委託対象」として未収債権の外部業務委託対象となったものにつ

いては、水道部から外部委託業者に対して委託者納付書を送付し、その後の回収業務を

委託する。 

(累積未納３期以上) 

直近１期分に係る督促による指定期限が過ぎてもなお、支払が確認されず、先の累積

未納（２期）に加えて累積未納（３期以上）となった場合は、給水停止措置の実施対象

となるため、水道部が「給水停止予告通知書」を作成し、外部委託業者がこれを宅配す

ることとなる。 

これについては、給水停止予告通知書の指定期限までに債務者側からの何らかの応答

がない場合は同通知書に定める給水停止執行日において給水停止を行うものとしており、

当該債権に関するこれ以後の対応は以下のとおりである。 

 

・給水停止執行前の対応 

①通知書→完納→執行予定日（給水停止なし）  

②通知書→納付相談→納付誓約→執行予定日（給水停止なし） 

③通知書→納付相談→分割納付誓約→執行予定日（給水停止なし） 

・給水停止執行後の対応 

④給水停止→完納 →給水停止解除 

⑤給水停止→納付相談→納付誓約 →給水停止解除 

⑥給水停止→納付相談→分割納付誓約 →給水停止解除 

※給水停止執行前も給水停止執行後も納付誓約後は、納付監視が実施され、不履行の

場合再度給水停止の予告を繰り返すことになる。 

 

ウ．水道料金及び下水道使用料の法的性質 

 

静岡市債権の管理に関する条例第２条において、①強制徴収債権とは「市の債権のう

ち、地方税法の規定に基づく徴収金に係るもの及び法令の規定に基づき国税又は地方税

の滞納処分の例により処分することができるもの」、②非強制徴収債権とは「市の債権の

うち①以外のもの」という分類として定められている。 

当該①の定義については、地方自治法第 231 条の３第１頄及び第３頄において「分担

金、使用料（中略）その他の普通地方公共団体の歳入を納期限までに納付しない者があ

るときは、普通地方公共団体の長は、期限を指定してこれを督促しなければならない。」

「普通地方公共団体の長は、分担金、（中略）法律で定める使用料その他の普通地方公共

団体の歳入につき（中略）督促を受けた者が（中略）納付しないときは、（中略）延滞金

について、地方税の滞納処分の例により処分することができる。」という定めがある。つ

まり、「使用料」については、①の強制徴収債権であるといえる。 

これを水道料金及び下水道使用料にあてはめて考えると、下水道使用料は、下水道法

第 20 条において定められ、地方自治法附則第 6 条においても明示されていることから、

地方自治法第 231 条の３の規定を受け、強制徴収債権に該当することになる。 

しかし、水道料金は水道法においても「料金」として位置付けられるものの、「使用料」

としての定めはなく、地方自治法においても明確な規定はない。さらに、平成 15 年 10
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月の最高裁決定により、水道供給契約は私法上の契約であり、水道料金の債権は、私法

上の金銭債権として取扱うべき旨が確定された。したがって、法令の規定に基づき、国

税又は地方税の滞納処分の例により処分することができないこととなるため、②の非強

制徴収債権に該当することになる。 

 

【基本的な考え方】 

「静岡市債権管理計画(総合編)」（平成 19 年 11 月／平成 22 年３月改定）（以下、「債

権管理計画」という。）では、市財政の健全化及び市民の信頼に応える公平、公正な市政

運営の推進という観点から市の債権管理に係る課題を掲げている。 

 「債権管理計画」には、債権の類型として、以下の２つが示されている。 

①厳しい経済状況、高齢社会の到来等の影響による未収金 

②経済面における支障がなくとも、納付されず滞納となる未収金 

「債権管理計画」では、①については、公的料金・負担金等の滞納は「重なるほど収納

の困難度を増すと考えられるため、滞納となる前、或いは滞納初期における適切な納付

相談・指導などが必要となる。」としている。 

また、②で述べている納付意識が欠如している滞納者については、「他の市民に不平等

感を抱かせることとなり、それを放置することは、まさに行政の怠慢であると認識しな

ければならない。このように、滞納額の増加は、財政運営のみならず市政全般にわたっ

て重大な影響を及ぼす危険性をはらんでいる。」と非常に強い警鐘を鳴らしている。さら

に、「今後の債権管理の方向性としては、納付可能な環境にありながら自主納付が叶わな

い場合にあっては、差押え、訴訟提起などの法的措置をも辞さない、というような強い

姿勢で滞納整理に当たることが求められる。」としている。 

 

なお、当該「債権管理計画」の趣旨に則り、全庁挙げての緊要課題である市債権管理

については、「静岡市債権管理に関する基本的方針」（平成 21 年１月）（以下、「債権管理

基本方針」という。）が策定され、管理対象となる市の債権を市税・強制徴収債権・非強

制徴収債権に分類した上で、それぞれの債権に対する基本指針及びこれに基づく取組み

並びに事務処理方針が定められた（なお、現在においては、当該「債権管理基本方針」

に代わって「静岡市債権の管理に関する条例」（平成 23 年２月 22 日：条例第２号）(以

下、「債権管理条例」という。）が施行されている）。 

これに基づく水道料金及び下水道使用料の未収債権管理に関する具体的な事務処理手

続等については、静岡市上下水道局水道部営業課作成の「静岡市債権管理計画（水道料

金・下水道使用料編）」に定められている。 
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【現状】 

（ア）水道料金及び下水道使用料の各年度未収状況 

 

水道料金に係る各年度別現年度調定に対する未収件数・金額の状況（単位：件/千円） 

区分 
調定 年度末現在 翌年度 5月末現在 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

平成 20年度 1,685,506 10,468,370 197,659 1,137,135 38,198 192,705 

平成 21年度 1,703,858 10,344,754 195,058 1,112,090 37,829 182,829 

平成 22年度 1,714,663 10,306,856 199,594 1,122,937 37,017 177,617 

 

下水道使用料に係る各年度別現年度調定に対する未収件数・金額の状況（単位：件/千円） 

区分 
調定 年度末現在 翌年度 5月末現在 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

平成 20年度 1,241,126 9,917,809 144,792 1,020,965 31,051 176,386 

平成 21年度 1,273,776 9,986,472 145,453 1,015,370 31,563 176,859 

平成 22年度 1,306,179 10,118,502 152,138 1,062,864 31,484 176,275 

 

なお、各年度の年度末現在未収金額については、 

 イ．３月検針調定分の第１回口座振替分（請求が４月になることによる未収） 

 ロ．２月検針調定分の第２回口座振替分（残高不足による第１回口座振替分未

引落しによる未収） 

 ハ．現年度におけるロ以前の口座振替実施分の未収金額（早期滞留債権） 

 ニ．３月検針調定分の直接納付分（請求が 4月になることによる未収） 

 ホ．現年度におけるニ以前検針調定分の直接納付未収金額（早期滞留債権） 

が含まれており、イ＋ロ＋ニについては、その大半が次年度開始後適切な時期に請求、

納入されるため、当該現年度の実質的な未収金残高はこれらを差引いた後の金額となる。 

  

なお、各年度末における現年度及び過年度の実際の滞納債権としては以下のとおりと

なる。 

 

滞納の状況（水道料金）       （単位：千円） 

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

未収金残高※1 1,380,400 1,333,603 1,357,829 

（うち一年内回収）※2 944,429 929,260 945,319 

（うち一年内滞納）※3 192,705 182,829 177,617 

（うち一年超滞納）※4 243,265 221,512 234,892 

    ※1 年度末現在の現年度分及び過年度分の未収金額の合計金額である。 

    ※2 現年度分年度末未収金額から現年度分５月末現在未収金額を差し引いた金額である。 

    ※3 現年度分５月末現在未収金額のことである。 

    ※4 過年度分年度末未収金額のことである。 
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滞納の状況（下水道使用料）     （単位：千円） 

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

未収金残高※1 1,265,270 1,248,350 1,283,981 

（うち一年内回収）※2 844,578 838,510 886,589 

（うち一年内滞納）※3 176,386 176,859 176,275 

（うち一年超滞納）※4 244,305 232,980 221,116 

※1 年度末現在の現年度分及び過年度分の未収金額の合計金額である。 

  ※2 現年度分年度末未収金額から現年度分５月末現在未収金額を差し引いた金額である。 

  ※3 現年度分５月末現在未収金額のことである。 

  ※4 過年度分年度末未収金額のことである。 

 

各年度における発生後一年内滞納（水道料金／下水道使用料）は、平成 20年度（192,705

千円／176,386 千円）、平成 21 年度（182,829 千円／176,859 千円）、平成 22 年度（177,617

千円／176,275 千円）となっている。なお、これらについては各発生翌年度内に一定程度

回収が進み、概ね 3 分の 2 強は回収されるものが含まれている。各年度における発生後

一年超滞納（水道料金／下水道使用料）は、平成 20 年度（243,265 千円／244,305 千円）、

平成 21 年度（221,512 千円／232,980 千円）、平成 22 年度（234,892 千円／221,116 千円）

となっており、水道料金及び下水道使用料のいずれも、各年度末における発生後一年超

滞納すなわち、長期滞納未収金が２億円を超えている状況にある。 

 以上のように、各事業年度末の未収金残高に占める長期滞納未収金の水準は、直近３

年間において概ね同水準にて推移していることから、水道料金債権及び下水道使用料債

権ともに先の「債権管理基本方針」が発出された以後、２年経過時点では長期滞納未収

金の状況が大幅に改善されたとは言い難い状況となっている。 

 

（イ）水道料金及び下水道使用料の各年度不納欠損状況 

 

不納欠損の状況（水道料金） 

処理年度 処理件数（件） 処分額（千円） 

平成 20 年度 10,750 48,419 

平成 21 年度 10,913 43,613 

平成 22 年度※ 9,755 37,573 

※平成 22 年度に条例改正に伴う水道料金債権の不納欠損処理について整理され、民法

に基づく消滅時効年限２年到来後債務者からの時効の援用、若しくはさらに３年間回

収努力を行った後、なお回収できず債権放棄手続を経て債権放棄を確定させたものの

みを不納欠損することにした。そのため、上表の数値は実際の不納欠損額そのものを

表すものではないが、過年度との比較のために従来の５年時効到来による不納欠損処

理を行った場合の金額を表示することとしている。 

 

不納欠損の状況（下水道使用料） 

処理年度 処理件数（件） 処分額（千円） 

平成 20 年度 7,991 41,992 

平成 21 年度 8,660 44,077 

平成 22 年度 7,423 42,320 
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各事業年度における不納欠損処分額の水準は、直近３年間において概ね同水準にて推

移していることから、依然として毎年度相当程度の債権の消滅が起こっている現状を見

て取ることができる。 

 

（ウ）長期滞納未収金の取組状況 

 

ａ．所在調査及び財産調査の実施 

  

所在調査及び財産調査の実施に関して「静岡市債権管理計画（水道料金・下水道使用

料編）」では、下記のとおり定めている。 

 

（5）所在調査及び財産調査の実施 

督促、催告等により連絡が取れない場合の所在調査については、住民票の確認、

現地調査等により、できる限り所在の把握を行う。また、水道料金に係る財産等

の調査については必要に応じて行うこととする。 

 

 所在調査については、債務者の転居等がある場合の転居後の所在等を含めて存否の確

認を実施している。しかし、財産調査については、個人情報保護の観点等から非常に困

難な部分があり、聞き取り調査、納付相談による情報入手（聞き取り、感覚的判断）、個

別折衝による情報入手（聞き取り、感覚的判断）といった手段しかないことを理由に、

特に実施していない。 

 

ｂ．強制執行等の実施 

 

強制執行等の実施に関して「静岡市債権管理計画（水道料金・下水道使用料編）」では、

下記のとおり定めている。 

 

（6）水道料金の強制執行等 

強制執行等の訴訟手続を執る場合は、当該債権の性質、未収金の金額、回収の見

込み、納付交渉の経緯、当該手続きに要する時間及び費用等を考慮した上でその

適否を判断することとする。 

 

強制徴収債権である下水道使用料については、上記の「静岡市債権管理計画（水道料

金・下水道使用料編）」では言及されていないものの、その法的性質から地方税の滞納処

分と同様に納付意識が欠如している滞納者への法的措置が当然に可能であると解されて

いる。 

非強制徴収債権である水道料金については、その法的性質上強制徴収債権と同様の措

置は取ることはできないとしても、民事執行法上の強制執行等の訴訟手続きが可能であ

る。 

強制徴収債権への差押え等の積極的滞納処分措置及び非強制徴収債権への訴訟手続等

の積極的法的措置については、検討中であるものの、過去に実施された実績はなかった。 
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ｃ．長期滞納者の類型化 

 

長期滞納者の類型化に関して「静岡市債権管理計画（水道料金・下水道使用料編）」で

は、具体的に定めていないものの、下記のとおり滞納整理に支障が生じないように必要

なデータはすべて入力し、法的措置等の事務手続きに支障が生じないよう適正に管理す

ることが定められている。 

 

１ 台帳の整備 

（1）債権の徴収に必要な事頄は、原則として水道料金システム（以下、「システム」と

いう。）により次のとおり管理することとする。 

ア 台帳は、所管課において当該所管業務の処理を任ぜられた職員が照会または

更新等の処理をすることができるよう管理することとし、債務者等からの連

絡、納入通知書（請求書）の送付、交渉内容等を原則としてすべて入力し、

滞納整理に支障を生じないようにすること。 

イ 台帳は、法的措置等の事務手続きに支障を生じないよう適正に管理すること

とする。 

（注）下線は包括外部監査人が付したものである。 

 

現状の事務処理においては、滞納未収金の発生原因の分析状況の記録として、折衝等

の中で入手した情報を個別に水道料金システムに記録しているものの、【基本的な考え方】

において記述した、長期滞納者の財産状況や滞納となった理由などを分析し、納付意識

が欠如している滞納者かどうかを識別するところまでには至っていない。 
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【指摘事頄】 

静岡市は、支払能力があるにもかかわらず納付意識が欠如している滞納者に対しては、

差押え、訴訟提起などの法的措置をも辞さない、というような強い姿勢で滞納整理に当

たる方針を打ち出している。しかしながら、水道料金及び下水道使用料に関しては、強

制執行等の法的措置が過去一度も実施されたことがない。 

強制執行等の法的措置が実施されない大きな要因は、長期滞納者に関する実態をより

詳細に把握し、滞納者の所在、財産状況、滞納となった理由などを分析し、長期滞納者

を類型化した上で、法的措置を取るべき納付意識が欠如している滞納者を識別していな

いことである。 

水道料金及び下水道使用料に係る滞納債権圧縮目的を達成するためには、まずは長期

滞納者の財産状況等を把握し、十分に分析し、識別し、結果として納付意識が欠如して

いる滞納者であるかどうかといった性質の類型化をする必要がある。長期滞納者を類型

化することは、強制執行等の法的措置を進めていくための前提条件である。 

【現状】で述べたとおり、財産調査の実施はされていないが、尐なくとも下記のよう

な調査は可能ではないかと考えられるので、参考にされたい。 

 

 財産調査の方法 

水道料金 非強制徴収債権である水道料金については、法的には質問調査権

のような財産調査は不可能である。しかし、登記等の照会による確

認の他、臨戸折衝及び納付相談等における本人同意による情報提供

が取り付けられるような状況を、例えば、給水停止解除時の納付誓

約の中で用意しておく等の対応も考えられる。 

下水道使用料 強制徴収債権である下水道使用料については、国税徴収法第 141

条に基づく質問調査権を根拠とした財産調査が可能である。 
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（２）下水道事業受益者負担金の債権管理の強化（下水道部） 

 

【概要】 

ア．下水道事業受益者負担金の調定収入の流れ 

 

 下水道事業受益者負担金とは、公共下水道が整備されることによって、整備された区

域の土地の資産価値向上等の利益を受ける土地所有者又は権利者が、下水道建設工事費

の一部を負担するものである。 

静岡市では、合併前の旧静岡市と旧清水市において、昭和 45 年より受益者負担金制度

が採用されており、現在は、「静岡市都市計画下水道事業受益者負担に関する条例」に基

づき運用されている。  

 

受益者負担金の調定・収入の流れは、上記の表のとおりである。 

 

  

月 日

4月 1日

5月 中旪

6月 25日

7月
15日
25日

8月 上旪

9月
上旪
25日

10月
15日
25日

11月
上旪
中旪

12月
中旪
25日

1月
15日
25日

2月

3月
決算報告 決算報告

一括納付期限お知らせのはがき発送
減免・猶予決定
第1期・一括納付期限

第3回（第4，7，10，13期）納期限

督促状発送
督促状納付指定日

督促状・催告書発送
督促状・催告書納付指定日

債権管理強化期間 債権管理強化期間

申告書未提出者ヘ督促はがき発送 第2回（第3，6，9，12，15期）納期限

督促状・催告書発送
督促状・催告書納付指定日

（翌年度賦課対象地への説明会開催）
新規賦課納付書発送

第1回（第2，5，8，11，14期）納期限

督促状・催告書発送
督促状・催告書納付指定日

申告書発送

納付書発送（当該年度分）

下水道事業受益者負担金　賦課・徴収フロー

新規賦課・徴収業務 過年度賦課・徴収業務
賦課対象区域の公告
賦課対象者調査
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（ア）賦課、調定 

   対象土地に対して 1度だけ、全額賦課が実施される。 

（イ）収納方法 

原則：15回分割納入 

例外：一括納入可能 

（ウ）納期 

納期限は年３回(６、９、12 月：賦課決定時に納期を定める) 

納期限までに納入されなかったものは「滞納債権」とみなす。 

（エ）督促 

各納期限までに納入されなかった受益者負担金については、滞納債権としての取

扱いになるため、納期限後 20 日以内に、指定納期限を督促状発送日から 10 日以内

とした納付書付督促状を各債務者に発送することとなっているが、これは１回限り

書面で行うべきものとして取扱っている。 

（オ）催告 

督促してもなお支払わない債務者を対象に、督促状を送付する時期と同じくして

催告書を送付するが、滞納が長期化している者については、文面を強める等の対策

を行っている。 

 

イ．下水道事業受益者負担金の法的性質 

 

受益者負担金は、都市計画法第 75 条第３頄において、「受益者負担金を納付しない者

があるときは、国、都道府県又は市町村は、督促状によって納付すべき期限を指定して

督促しなければならない。」とされ、第５頄において「督促を受けた者がその指定する期

限までにその納付すべき金額を納付しない場合においては、国等は、国税滞納処分の例

により、（中略）負担金及び延滞金を徴収することができる。（以下略）」と規定されてい

る。 

 このことから、「受益者負担金」は強制徴収債権に該当することになる。 

 

【基本的な考え方】 

「（１）水道料金及び下水道使用料の債権管理の強化（水道部） 【基本的な考え方】」

で記載したとおり、静岡市は、「債権管理計画」にしたがい、支払能力がある納付意識が

欠如している滞納者に対しては、差押え、訴訟提起などの法的措置をも辞さない、とい

うような強い姿勢で滞納整理に当たる方針を打ち出している。 

なお、未収債権管理に関する事務方針等に関しては、静岡市上下水道局下水道総務課

において策定された「下水道事業受益者負担金等債権事務処理マニュアル」（以下、「事

務処理マニュアル」という。）に定められている。 
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【現状】 

（ア）下水道事業受益者負担金の各年度未収状況 

 

下水道事業受益者負担金に係る各年度別現年度調定に対する未収件数・金額の状況 

（単位：件/千円） 

区分 
調定 年度末現在 翌年度 5月末現在 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

平成 20年度 33,536 298,327 719 6,119 698 5,964 

平成 21年度 34,146 430,834 758 6,744 727 6,386 

平成 22年度 45,207 375,034 994 9,481 913 9,154 

 

滞納の状況（下水道事業受益者負担金）  （単位：千円） 

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

未収金残高※1 40,718 34,570 32,523 

（うち一年内回収）※2 154  358 330 

（うち一年内滞納）※3 5,964 6,386 9,154 

（うち一年超滞納）※4 34,599 27,825 23,041 

※1 事業年度末における未収金合計額である。 

  ※2 現年度調定未収金のうち、翌年度４～５月に回収した金額である。 

  ※3 現年度調定未収金のうち、翌年度５月末未収金額である。 

  ※4 過年度調定の未収金額である。 

各年度における発生後一年内の滞納は、平成 20 年度（5,964 千円）、平成 21年度（6,386

千円）、平成 22 年度（9,154 千円）となっている。なお、これらについては各発生翌年度

内に一定程度回収が進み、概ね２割前後は回収されるものが含まれている。 

各年度における発生後一年超の滞納は、平成20年度（34,599千円）、平成21年度（27,825

千円）、平成 22 年度（23,041 千円）となっており、各年度末における発生後一年超の滞

納すなわち、長期滞納未収金が２千万円を超えている。 

 以上のように、各事業年度末の未収金残高に占める長期滞納未収金の水準は、直近３

年間において減尐傾向にあり、その減尐要因は、長期滞納債権を発生させないようにす

るため、現年度債権や新しい滞納債権の回収に取組んだことによるものである。 

 

（イ）下水道事業受益者負担金の各年度不納欠損状況 

 

不納欠損の状況 

処理年度 処理件数（件） 処分額（千円） 

平成 20 年度 1,217 9,644 

平成 21 年度 1,306 9,068 

平成 22 年度 1,131 7,784 

 

各事業年度における不納欠損処分金額の水準は、直近３年間において減尐傾向ではあ

るが、各事業年度の長期滞納未収金に占める不納欠損額の割合は、（平成20年度：27.9％、
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平成 21 年度：32.6％、平成 22 年度：33.8％）であり、長期滞納未収金の３割前後が欠

損となっている。 

 

（ウ）長期滞納未収金の取組状況 

 

ａ．所在調査及び財産調査の実施 

  

所在調査及び財産調査の実施に関して「事務処理マニュアル」では、具体的な明文に

よる定めはないが、所在調査については、国税徴収法に基づく住民票調査などを実施し、

これに基づく書面による督促・催告は実施している。 

しかし、財産調査については、実施する方向で検討がなされているものの、具体的な

手法の吟味、整理等が未だできていない状況である。 

 

ｂ．強制執行等の実施 

 

強制執行等の実施に関して「事務処理マニュアル」では、下記のとおり定められてい

る。 

８．法的措置への移行の検討 

（1）長期滞納者及び高額滞納者で悪質なものや、納付誓約書を提出している滞納者が

正当な理由もなく負担金の支払いを拒んでいるときは、法的措置への移行を検討

する。 

【悪質な滞納者の例】 

ア 滞納者に納付資力がありながら納付意思がないとき。 

イ 滞納者が納付誓約後、理由もなく納付（履行）しないとき。 

（2）滞納処分を実施する場合は、国税徴収法や静岡市債権管理マニュアルに定めると

ころにより行う。 

ただし、公共下水道工事や水洗化普及促進へ与える影響も考慮するものとする。 

 

下水道使用料における状況と同様に、下水道事業受益者負担金債権は強制徴収債権に

該当するものの、これに対する差押え等の積極的滞納処分措置は、過去に実施された実

績はなかった。 

 

ｃ．長期滞納者の類型化 

 

長期滞納者の類型化に関して「事務処理マニュアル」では、具体的に定めていないも

のの、下記のとおり債権管理に必要な情報は、受益者負担金システム若しくは別途台帳

を作成して管理する旨が定められている。 

Ⅰ 台帳の整備 

当課における負担金の状況を把握するため、次に掲げる事頄を記載した受益者負担

金システムで管理する。ただし、受益者負担金システムで管理できない頄目について

は台帳を作成する。 

（受益者負担金システムで管理できること） 

ア 賦課年度、通知者番号 
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イ 債務者の氏名または名称及び代表者氏名 

ウ 債務者の住所又は所在地及び連絡先 

エ 債権の金額 

（受益者負担金システムで管理できないこと） 

オ 債務者との交渉、相談等の記録 

カ その他必要と認められる事頄 

（注）下線は包括外部監査人が付したものである。 

 

現状の事務処理においては、賦課から滞納整理に至るまで必要とされる情報の記録は

実施しているが、長期滞納者の財産状況や滞納となった理由などを分析し、長期滞納者

が納付意識の欠如による滞納者かどうかを識別するところまでには至っていない。 

 

【指摘事頄①】 

静岡市は、支払能力があるにもかかわらず納付意識が欠如している滞納者に対しては、

差押え、訴訟提起などの法的措置をも辞さない、というような強い姿勢で滞納整理に当

たる方針を打ち出している。しかし、下水道事業受益者負担金に関しても、下水道使用

料と同様、強制執行等の法的措置の実施が過去一度も実施されたことがない。 

強制執行等の法的措置が実施されない大きな要因は、長期滞納者に関する実態をより

詳細に把握し、滞納者の所在、財産状況、滞納となった理由などを分析し、長期滞納者

を類型化した上で、法的措置を取るべき納付意識が欠如している滞納者を識別していな

いことである。 

下水道事業受益者負担金に係る滞納債権圧縮目的を達成するためには、水道料金及び

下水道使用料と同様に長期滞納者が納付意識の欠如による滞納者であるかどうかといっ

た性質の類型化をする必要がある。 

 

【指摘事頄②】 

滞納整理を進めるうえで、重要な情報は、長期滞納者の所在及び財産に関する情報で

ある。【現状】で述べたとおり、長期滞納者の所在調査及び財産調査に関しては、「事務

処理マニュアル」で定められていなかった。 

「事務処理マニュアル」を改訂し、長期滞納者の所在調査及び財産調査に関する意義

や手法を具体的に定める必要がある。 

なお、強制徴収債権である下水道事業受益者負担金については、下水道使用料と同様

に国税徴収法第 141 条に基づく質問調査権を根拠とした財産調査が可能なので、今後の

財産調査の参考にされたい。 

 

 

  



 

112 

２．引当金 

 

【概要】 

ア． 引当金の定義 

 

民間企業が、財務諸表を作成する際に従うべき基準として、企業会計原則がある。企

業会計原則は、企業会計の実務の中に慣習として発達したものの中から、一般に公正妥

当と認められるところを帰納要約したものである。 

企業会計原則では、引当金を下記のように定義している。 

（企業会計原則注解 18） 

引当金について 

 将来の特定の費用又は損失であって、その発生が当期以前の事象に起因し、発生

の可能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積ることができる場合には、当期の

負担に属する金額を当期の費用又は損失として引当金に繰入れ、当該引当金の残高

を貸借対照表の負債の部又は資産の部に記載するものとする。 

 製品保証引当金、売上割戻引当金、返品調整引当金、賞与引当金、工事補償引当

金、退職給与引当金、修繕引当金、特別修繕引当金、債務保証損失引当金、損害補

償損失引当金、貸倒引当金等がこれに該当する。 

 

上記の企業会計原則注解 18 の定義から、引当金計上の要件として下記の４つを挙げる

ことができ、引当金の要件を満たすものは全て計上する必要がある。 

①その発生が当期以前の事象に起因すること 

②将来の特定の費用又は損失であること 

③発生の可能性が高いこと 

④その金額を合理的に見積ることができること 

 

地方公営企業でも、地方公営企業法施行規則別表第 1 号の勘定科目表において、退職

給与引当金と修繕引当金が引当金として示されており、企業会計原則の引当金の定義と

同じであると解されている。 

 

イ．引当金計上の目的 

 

引当金は、企業会計原則の中でも最も重要なもののひとつである「発生主義の原則」

にしたがって、将来の負担のうち、当期現在においてその原因となる事象が発生してい

るものにつき、本来的に負担すべきものを事象の発生した期に計上することで、期間損

益計算の適正化による経営成績の適正表示及び財政状態の適正表示に寄与するために計

上する会計処理である。 

地方公営企業の会計制度も経済性を発揮するため、発生主義の考え方に立った複式簿

記による会計を導入している。そのため、引当金の要件を満たせば、「発生主義の原則」

にしたがって引当金を計上し、期間損益計算の適正化による経営成績の適正表示及び財

政状態の適正表示に努めなければならない。このことは、下記のとおり、地方公営企業

法第 20 条第１頄に明確に定められている。 
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（地方公営企業法） 

第 20 条 地方公営企業においては、その経営成績を明らかにするため、すべての費用及

び収益を、その発生の事実に基いて計上し、かつ、その発生した年度に正しく割り

当てなければならない。  

 

ウ．地方公営企業会計制度の見直し 

 

平成24年１月27日付で新しい地方公営企業会計を定めた政省令と告示が公布された。

これにより、大幅に見直された地方公営企業会計制度は、原則、平成 26年度の予算及び

決算から適用されることになった。あわせて、総務省から平成 24年１月 26 日に、「地方

公営企業会計制度の見直しについて」が公表されている。この資料によれば、地方公営

企業会計制度等の見直しの背景として、以下の４つの事頄が示されている。 

１． 企業会計基準の見直しの進展 

〇企業会計基準が国際基準を踏まえて見直されている一方、地方公営企業会計制度は

昭和 41 年以来大きな改正がなされておらず、相互の比較分析を容易にするために

も企業会計制度との整合を図る必要が生じている。 

２． 地方独法の会計制度の導入及び地方公会計改革の推進 

〇地方独法化を選択する地方公営企業も増えており、同種事業の団体間比較のために

も、地方公営企業会計基準と企業会計原則に準じた地方独法会計基準との整合を図

る必要が生じている。 

〇地方公会計の整備における会計モデルも、企業会計原則に準じた会計制度が導入さ

れている。 

３． 「地域主権」の確立に向けた改革の推進 

〇地方分権改革推進委員会の第２次勧告（平成 20 年 12 月８日）及び第３次勧告（平

成 21 年 10 月７日）において、「義務付け・枞付けの見直しと条例制定権の拡大」

及び「地方自治体の財務会計における透明性の向上と自己責任の拡大」が掲げられ

た。地方公営企業についても、「地域主権」の確立に沿った見直しを進める必要が

ある。 

４． 公営企業の抜本改革の推進 

〇「債務調整等に関する調査研究会報告書」（平成 20 年 12 月５日）において、「総務

省においては、公営企業の経営状況等をより的確に把握できるよう、公営企業会計

基準の見直し、各地方公共団体における経費負担区分の考え方の明確化等、所要の

改革を行うべきである。」との提言がなされている。 

（平成 24 年１月 総務省自治財政局公営企業課 「地方公営企業会計制度の見直しにつ

いて」から抜粋） 

 

また、「地方公営企業会計制度の見直しについて」では、今回の見直しに当たっての基

本的な考え方を以下のように掲げている。 

１． 現行の企業会計原則の考え方を最大限取り入れたものとすること 

〇地方公営企業の更なる経済性の発揮のため、地方公営企業会計の見直しに当たって

は、最大限、現行の企業会計原則の考え方を取り入れることとする。 

〇地方公営企業会計は、今後の企業会計原則の変更について、一定程度の定着を待っ

て、地方公営企業の特性も踏まえ、適時適切に反映、見直しを行う。 
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２ ．地方公営企業の特性等を適切に勘案すべきこと 

〇地方公営企業会計においては、負担区分原則に基づく一般会計等負担や国庫補助金

等の存在に十分意を用いて、これらの公的負担の状況を明らかにする必要。公営企

業型地方独法会計基準の考え方も必要に応じ参考とし、新地方公会計モデルにおけ

る一般会計等との連結等にも留意。 

〇地方公営企業の特性等を踏まえ、必要に応じ、注記を行う。 

３． 「地域主権」の確立に沿ったものとすること 

〇地方公共団体における地方公営企業経営の自由度の向上を図る観点から、資本制度

等の見直しを行う。 

〇地方財務会計について、ストック情報を含む財務状況の開示の拡大の要請が強いこ

と等も勘案し、現在、財務規定等が適用されていない公営企業等について、新たに

地方公営企業法の財務規定等を適用する。 

（平成 24 年１月 総務省自治財政局公営企業課 「地方公営企業会計制度の見直しにつ

いて」から抜粋） 

 

今回の地方公営企業会計の見直しの大きな特徴として、現行の企業会計原則の考え方

を最大限取り入れたものであり、引当金に関しても下記の基本的な方針に記載のとおり、

見直しの方針が示されている。 

【基本的な方針】 

① 退職給付引当金の計上を義務化。 

② 退職給付引当金の算定方法は、期末要支給額によることができることとする。 

③ 一般会計と地方公営企業会計の負担区分を明確にした上で、地方公営企業会計負 

担職員について引当てを義務付ける。 

④ 計上不足額については、適用時点での一括計上を原則。ただし、その経営状況に

応じ、当該地方公営企業職員の退職までの平均残余勤務年数の範囲内（ただし、最

長 15 年以内とする。）での対応を可とする。なお、その内容は、「注記」。 

⑤ 退職給付引当金以外の引当金についても、引当金の要件を踏まえ、計上するもの

とする。（例：賞与引当金、修繕引当金、特別修繕引当金、貸倒引当金） 

⑥ 従前の修繕引当金は、修繕引当金と特別修繕引当金に区分する。 

⑦ 引当金の要件を満たさないものは、計上を認めないこととする。 

（平成 24 年１月 総務省自治財政局公営企業課 「地方公営企業会計制度の見直しにつ

いて」から抜粋） 
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（１）退職給与引当金（水道部及び下水道部共通） 

 

【基本的な考え方】 

（ア）引当金計上の必要性 

 

退職給与引当金は、引当金の計上要件を満たせば、「発生主義の原則」にしたがって引

当金を計上することが必要となる。以下、引当金計上の４つの要件に該当するかどうか

検討してみる。 

引当金の要件 内 容 

①その発生が当期以前の事象に起

因すること 

退職手当は、主として労働提供という事実に基づ

く労働対価の後払いとして支払われている。労働

提供は、過年度に提供されているため、「その発

生が当期以前の事象に起因している」といえる。 

②将来の特定の費用又は損失であ

ること 

退職時に退職者に対して、退職手当を支払ってい

るため、「将来の費用」であるといえる。 

③発生の可能性が高いこと 退職時に退職者に対して、勤務年数に応じた退職

手当を支払っているため、「発生の可能性は高い」

といえる。 

④その金額を合理的に見積ること

ができること 

退職手当の支給額は、退職手当に関する条例等の

計算式に基づいており、「合理的に見積ることが

できる」といえる。 

 

以上のことから、退職給与引当金は、引当金の計上要件を満しており、「発生主義の原

則」にしたがって引当金を計上することが必要である。 

 

（イ）引当金計上の基準 

 

地方公営企業会計では、退職給与引当金の具体的な計上基準について明確に定められ

ている法的基準はないものの、「地方公営企業法施行に関する命令の実施についての依名

通達 第三の九（二）の３」（昭和 27 年９月 29日 自乙発第 245 号）において以下のとお

り記載されている。 

（地方公営企業法施行に関する命令の実施についての依名通達） 

（二）引当金 

３ 退職給与引当金は、職制若しくは定数の改廃又は予算の減尐その他経営上やむを得

ない理由によつて職員が退職する場合に予想される多数の退職給与費の発生にそ

なえ、あらかじめ各事業年度の費用として計上したものを引き当てておくものであ

るが、この場合における各事業年度において引き当てるべき額の基準は、当該事業

年度末日に在職する全職員が同日付をもつて退職したと仮定した場合における支

払うべき退職給与金の金額から前事業年度末日に在職した職員が同日付をもつて

退職したと仮定した場合における支払うべき退職給与金の金額を控除した金額を

基準とすることが適当であること。 

 

すなわち、地方公営企業会計が計上すべき退職給与引当金の金額は、各年度末時点に

おける特別職を含む全職員(当該年度末退職者を除く)が普通退職したと仮定した場合の

退職手当支給見込額を貸借対照表に退職給与引当金として負債計上し、損益計算書上は、
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前事業年度末の退職給与引当金と当該事業年度の退職給与引当金の差額を費用として計

上することになる。 

 

【現状】 

（ア）水道事業会計及び下水道事業会計の引当状況 

 

水道事業会計及び下水道事業会計においては、現行の地方公営企業法施行規則にいう

退職給与引当金を計上しており、過去３年間の引当状況は以下のとおりである。 

 

退職給与引当金の設定状況の推移（水道事業会計） （単位：千円） 

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

年初予算額 284,262 282,727 282,670 

実際支給額 210,097 282,727 238,729 

差引（現繰入額） 74,164 － 43,940 

取崩額 － 7,166 － 

退職給与引当金残高 679,558 672,392 716,332 

 

退職給与引当金の設定状況の推移（下水道事業会計） （単位：千円） 

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

年初予算額 464,659 398,918 303,201 

実際支給額 433,627 378,906 213,200 

差引（現繰入額） 31,000 20,000 90,000 

取崩額 － － － 

退職給与引当金残高 141,130 161,130 251,130 

 

上記のとおり、損益計算書上の退職給与引当金繰入額は、年初予算請求額としての当

年度支給予定退職手当額から当年度実際支給退職手当額を差引いた残余額としており、

貸借対照表上の退職給与引当金額は、各年度末において積み上げられた退職給与引当金

繰入額の累積額から各年度において取崩された退職給与引当金額の累積額を差引いたも

のとなっている。 

つまり、引当計上の方法としては、毎事業年度の定年退職者及び普通退職者に係る退

職一時金支給見込みに基づく金額を予算計上し、これに対する決算額として、当該事業

年度の実際退職一時金支給額が尐なくなるときはその余剰額を引当金として繰入れ、大

きくなるときはその不足額を既存の引当金の取崩しにより充当するという方法であった。 

 

（イ）退職給与引当金の計上不足 

 

地方公営企業会計が計上すべき退職給与引当金の金額は、各年度末時点における特別

職を含む全職員(当該年度末退職者を除く)が普通退職したと仮定した場合の退職手当支

給見込額を貸借対照表に退職給与引当金として負債計上する必要がある。 

そこで、平成 22 年度末における現状の引当金額と本来計上する必要がある引当金額と

の差異を試算してみた結果を以下に示す。 
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現引当額と期末要支給額との比較情報（水道事業会計） （単位：千円） 

現状退職給与引当額 期末要支給額試算額 引当不足額 

716,332 1,532,071 △815,738 

 

現引当額と期末要支給額との比較情報（下水道事業会計）（単位：千円） 

現状退職給与引当額 期末要支給額試算額 引当不足額 

251,130 1,393,318 △1,142,188 

上記の試算結果から、水道事業会計では 815,738 千円、下水道事業会計では 1,142,188

千円の引当不足が生じていることがわかる。これほど大きな金額が貸借対照表の負債と

して計上されていないといえる。また、損益計算書上も退職給与引当金として費用計上

されていない分だけ、利益が過大に計上されていたという実態も見て取ることができる。 

 

（ウ）一般会計との負担区分 

 

前述した「（イ）退職給与引当金の計上不足」で試算した期末要支給額は、試算の前提

として、退職時に所属していた部局が退職手当全額を負担するという考え方で計算して

いる。これは、現在、市長部局と上下水道局を含む公営企業局との間の人事交流による

異動者の退職手当負担については、退職手当支給対象の職員が退職するに当たって、最

終的にいずれの部局に所属していたかによって当該職員に係る退職手当全額の負担部局

が定まることとなっているためである。 

しかし、上下水道局において現在所属の職員に関する退職手当の期末要支給額を見積

ったとしても、必ずしも当該職員の全てが上下水道局にて退職を迎えるとは限らない。

市長部局に異動後、退職した場合には、一般会計等が退職手当を全額負担することにな

り、逆に、勤続年数の長い年齢の高い職員が、市長部局から上下水道局に異動した場合、

当該職員に係る退職手当全額を上下水道局が負担することになる。 
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【指摘事頄】 

「発生主義の原則」にしたがって退職給与引当金を計上し、期間損益計算の適正化に

よる経営成績の適正表示及び財政状態の適正表示に努めなければならない。 

地方公営企業会計の目的を達成するため、退職給与引当金に関する適正な基準を定め、

その基準に基づいて計上する必要がある。 

 具体的な退職給与引当金の計上基準として、以下のように考えられるので参考にされ

たい。 

① 各年度末時点における特別職を含む全職員(当該年度末退職者を除く)が普通退職

したと仮定した場合の退職手当支給見込額を計算する。 

② ①で計算した退職手当支給見込額をもとに、職員の在籍期間等を基準に地方公営

企業会計で負担するべき金額を貸借対照表に退職給与引当金として負債計上する。 

なお、②における職員の在籍期間等を基準とした一般会計と地方公営企業会計での負

担区分を明確にする手続の検討については、地方公営企業会計の目的である経営成績及

び財政状態の適正表示の観点から極めて重要なプロセスである。退職手当は、主として

労働提供という事実に基づく労働対価の後払いとして支払われるものである。退職手当

という費用の負担は、「発生主義の原則」にしたがって、労働提供という事実に基くべき

である。市長部局との負担区分の関係を明確にしたうえで、期末要支給額を計算しなけ

れば、地方公営企業会計の目的である経営成績及び財政状態の適正表示から乖離してし

まう。上下水道局のみならず、市長部局のしかるべきセクション等との連携を十分に確

保して確実に取組む必要がある。 

 

また、「【概要】 ウ．地方公営企業会計制度の見直し」で記載したとおり、平成 24 年

１月 27 日付で、新しい地方公営企業会計を定めた政省令と告示が公布され、平成 26 年

度の予算及び決算から適用されることになった。あわせて、「地方公営企業が会計を整理

するに当たりよるべき指針」も公表され、当該指針に基づいて退職給与引当金は、退職

給付引当金と名称が変わり、適正な計上基準に変更されることになっている。経営成績

及び財政状態の適正表示のためには、迅速な対応が望まれるが、このような状況を鑑み

ると、包括外部監査に対する措置を講ずる時期として、新しい地方公営企業会計の適用

時期になってしまうこともやむを得ないことを付記しておく。 
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（２）修繕引当金（水道部及び下水道部共通） 

 

【基本的な考え方】 

（ア）引当金計上の必要性 

 

修繕引当金は、引当金の計上要件を満たせば、「発生主義の原則」にしたがって引当金

を計上することが必要となる。以下、引当金計上の４つの要件に該当するかどうか検討

してみる。 

引当金の要件 内 容 

①その発生が当期以前の事象に起

因すること 

修繕工事の施工を必要とするに至った原因は、毎

事業年度、設備を使用することにより劣化してい

くため、その必要性が生じているといえる。設備

は、過年度に使用されているため、「その発生が

当期以前の事象に起因している」といえる。 

②将来の特定の費用又は損失であ

ること 

定期的な修繕工事が発生した年度で、修繕の費用

が発生しているため、「将来の費用」であるとい

える。 

③発生の可能性が高いこと 設備を使用している限り、定期的な修繕工事の必

要があるため、「発生の可能性は高い」といえる。 

④その金額を合理的に見積ること

ができること 

具体的な修繕計画が策定されている場合には、修

繕費用を「合理的に見積ることができる」といえ

る。 

 

以上のことから、修繕引当金は、具体的な修繕計画が策定され、将来発生するであろ

う修繕費用を合理的に見積ることができる場合には、引当金の要件を満たし、「発生主義

の原則」にしたがって引当金を計上することが必要であるといえる。 

 

（イ）引当金計上の基準 

 

地方公営企業会計では、修繕引当金の具体的な計上基準について明確に定められてい

る法的基準はないものの、「地方公営企業法施行に関する命令の実施についての依命通達 

第三の九（二）の２」（昭和 27 年９月 29 日 自乙発第 245 号）において以下のとおり記

載されている。 

（地方公営企業法施行に関する命令の実施についての依命通達） 

(二) 引当金 

２ 修繕引当金は、地方公営企業の有形固定資産のうち数年に一度大規模な修繕を行な

う資産等につき、いわゆる特別修繕引当金に類するものとして計上することができ

るほか、企業の毎事業年度の修繕費の額を平準化させる目的をもつて、修繕費の執

行額があらかじめ定めた予定基準額に満たない場合において、その差額を引当金に

整理することができるものであること。この場合の各事業年度の費用として計上す

べき基準額は、前者にあつては、当該修繕費を各事業年度に均分した額、後者にあ

つては、当該事業年度前数事業年度における修繕費実績額の平均額又は当該企業の

当該事業年度における資産の帳簿原価の一定割合の額等とすることが適当である

こと。 
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上記に記載のとおり修繕引当金には、特別修繕引当金と修繕引当金の２種類ある。 

特別修繕引当金は、定期的に大規模な修繕が必要となる特定の固定資産について計上

することを想定したものである。そのため、具体的に策定された大規模修繕計画に基づ

き修繕費を見積り、その修繕費を各事業年度に均等に按分することになる。 

一方、修繕引当金は、毎事業年度発生する小破修繕を対象としたものである。依命通

達では、毎事業年度の修繕費の額を平準化させる目的で、修繕費予算のうち執行されな

かった残額を修繕引当金に計上する方法を認めている。 

 

なお、民間企業に適用される企業会計原則でも、修繕引当金は２種類あるとされてお

り、地方公営企業会計の修繕引当金と定義はほぼ同じであると解されている。参考に示

すと、下記のとおりとなる。 

特別修繕引当金 5 年毎、10 年毎など定期的に検査を行い大規模な修繕を行う計画

があり、修繕費の金額を合理的に見積ることが出来る場合、引当

計上するものである。 

修繕引当金 毎期継続的に修繕工事を行う計画があり、修繕費の金額を合理的

に見積ることが出来る場合、引当計上するものである。 

 

【現状】 

（ア）水道事業会計及び下水道事業会計の引当状況 

 

 水道事業会計及び下水道事業会計においては、現行の地方公営企業法施行規則にいう

修繕引当金を計上しており、過去３年間の引当状況は以下のとおりである。 

 

修繕引当金の設定状況の推移（水道事業会計）   （単位：千円） 

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

年初予算額 1,056,813 1,010,384 1,068,561 

実際支出額 902,518 888,284 834,134 

差引（現繰入額） 154,295 122,100 232,700 

取崩額 － － － 

修繕引当金残高 1,336,742 1,458,842 1,691,542 

 

修繕引当金の設定状況の推移（下水道事業会計）  （単位：千円） 

区分 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

年初予算額 790,410 778,815 426,076 

実際支出額 590,410 578,815 336,076 

差引（現繰入額） 200,000 200,000 90,000 

取崩額 － － － 

修繕引当金残高 392,000 592,000 682,000 

 

上記のとおり、損益計算書上の修繕引当金繰入額は、予算計上額としての当年度実施

予定修繕費金額から当年度実際支出修繕費金額を差引いた残余額としており、貸借対照

表上の修繕引当金額は、各年度末において積み上げられた修繕引当金繰入額の累積額か

ら各年度において取崩された修繕引当金額の累積額を差引いたものとなっている。 
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水道事業会計においては、「静岡市水道事業修繕引当金取扱基準」を定めており、これ

を根拠に前年度末有形固定資産帳簿原価（土地、立木、量水器、建設仮勘定を除く。）の

５％以内という限度額を定めた上で引当を行っている。下水道事業会計では同様の固定

資産帳簿原価の１％を目安として引当を行うという実務が実施されているが、明文化さ

れた基準は設けられてはいない。 

水道事業会計、下水道事業会計ともに、前述の「【基本的な考え方】（イ）引当金計上

の基準」で記載した依命通達で認められている修繕費予算のうち執行されなかった残額

を修繕引当金に計上する方法を採用している。 

 

なお、地方公営企業における定期的な大規模な修繕というものは、設備投資計画等の

要素を含み収益的支出の範囲で考えるというよりは、資本的支出の範囲で考えられるこ

とから、特別修繕引当金は計上されていない。 

 

【指摘事頄】 

引当金の要件を満たした場合には、「発生主義の原則」にしたがって修繕引当金を計上

し、期間損益計算の適正化による経営成績の適正表示及び財政状態の適正表示に努めな

ければならない。 

現状の修繕引当金は、前年度において当年度に必要となる修繕費支出予定額を予算計

上した金額と当年度決算における実際修繕費支出額との差額を積立てているだけの状態

となっているにすぎず、翌年度以降の修繕の実行時期や金額等の計画、見積等が明確に

なされた結果として引当てられているとはいえないものである。 

地方公営企業法第 20 条第１頄で定められている「発生主義の原則」にしたがって引当

金を計上し、期間損益計算の適正化による経営成績の適正表示及び財政状態の適正表示

という目的を達成するためには、修繕を実施する時期はいつか、修繕の対象となる設備

はどれか、修繕にどれだけの費用がかかるのか、といった具体的な修繕計画を策定した

うえで、合理的に見積った修繕費をもとに修繕引当金を計上する必要がある。 

なお、小破修繕を対象にしているため、合理的かつ具体的な修繕計画を策定出来ない

と判断される場合には、引当金としての要件を充足せず、会計上の見積の合理性を欠く

こととなる。このような場合には、毎事業年度において実際に支出した修繕費用を基礎

として費用計上額を算定することとなるが、経営成績及び財政状態の適正表示の観点か

ら引当金計上することが、可能かどうかという点についての検討をする必要がある。 

  

また、「（１）退職給与引当金（水道部及び下水道部共通） 【指摘事頄】」で述べたと

おり、包括外部監査に対する措置を講ずる時期として、新しい地方公営企業会計の適用

時期になってしまうこともやむを得ないことを付記しておく。 
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（３）貸倒引当金（水道部及び下水道部共通） 

 

【基本的な考え方】 

（ア）引当金計上の必要性 

 

貸倒引当金は、引当金の計上要件を満たせば、「発生主義の原則」にしたがって引当金

を計上することが必要となる。以下、引当金計上の４つの要件に該当するかどうか検討

してみる。 

引当金の要件 内 容 

①その発生が当期以前の事象に起

因すること 

不納欠損を必要とするに至った原因は、未収金の

うち、回収不能となった滞納未収金が含まれてい

るため、その必要性が生じているといえる。滞納

未収金は、過年度に発生しているため、「その発

生が当期以前の事象に起因している」といえる。 

②将来の特定の費用又は損失であ

ること 

不納欠損が発生した年度で、不納欠損という損失

が発生しているため、「将来の損失」であるとい

える。 

③発生の可能性が高いこと 未収金のすべてが回収されることはないため、

「発生の可能性は高い」といえる。 

④その金額を合理的に見積ること

ができること 

過去の一定期間における不納欠損の発生金額を

調査して、一定の比率を求めることにより、不納

欠損を「合理的に見積ることができる」といえる。 

 

以上のことから、貸倒引当金は、引当金の要件を満たし、「発生主義の原則」にしたが

って引当金を計上することが必要である。 

 

（イ）引当金計上の基準 

 

現行の地方公営企業会計では、貸倒引当金の具体的な計上基準について明確に定めら

れている法的基準等はないものの、平成 26 年度の予算及び決算から適用される新しい地

方公営企業会計の「地方公営企業が会計を整理するに当たりよるべき指針」によれば、

下記のとおり貸倒引当金を計上することになっている。 

第６ 債権の評価 

１ 未収金、貸付金等の債権の帳簿価額は、取得原価から貸倒引当金を控除した金額

とする。 

２ 貸倒引当金は、債権全体又は同種・同類の債権ごとに、債権の状況に応じて求め

た過去の貸倒実績率等合理的な基準により算定する。ただし、貸倒引当金の算定に

ついて、他の方法によることがより適当であると認められる場合には、当該方法に

より算定することができる。 

３ 債権については、その取得原価が債権金額と異なる場合その他相当の理由がある

場合には、適正な価格を付すことができる（規則第８条第６頄）。これにより、債

権を債権金額より低い価額又は高い価額で取得した場合には、償却原価法に基づい

て算定された価額を計上することができる。 

（注）下線は包括外部監査人が付したものである。 
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また、民間企業が、財務諸表を作成する際に従うべき基準である企業会計原則では下

記のとおり記載されている。 

（企業会計原則第三 五） 

債権の評価 

Ｃ 受取手形、売掛金その他の債権の貸借対照表価額は、債権金額又は取得価額から正

常な貸倒見積高を控除した金額とする。 

 

すなわち、債権は、そのすべてが確実に回収されるとは限らないため、将来の債権の

回収不納額を見積り、その回収不納見積額を貸倒引当金として債権の控除頄目として計

上することが必要なのである。 

 

【現状】 

（ア）水道事業会計及び下水道事業会計の引当状況 

 

水道事業会計及び下水道事業会計においては、現在、貸倒引当金は計上しておらず、

水道料金及び下水道使用料並びに下水道事業受益者負担金の未収債権については、その

回収可能性にかかわらず当初の調定金額により計上されている。時効年限到来等一定の

事由が確認された場合には、不納欠損として当該債権金額を減額し、損失処理している。 

 

（イ）未収債権の過大計上 

 

平成 22 年度末において必要となる貸倒引当金を一定の前提条件のもと、簡便的な方法

で試算してみた結果を以下に示す。 

 

ａ．水道料金の未収金に必要な貸倒引当金試算結果 

 

水道料金の未収金   （単位：千円） 

区分 金 額 

未収金 1,357,829 

貸倒引当金 △157,601 

未収金（純額） 1,200,228 

 

（計算の前提条件） 

 

一年超滞納未収金の滞納期間別金額と貸倒引当金  （単位：千円） 

滞納期間 滞納金額 

（Ａ） 

貸倒実績率 

（Ｂ） 

貸倒引当金 

（Ａ）×（Ｂ） 

1 年超～2年以下 61,284 10% 6,128 

2 年超～3年以下 47,621 80% 38,097 

3 年超～4年以下 42,885 85% 36,452 

4 年超～5年以下 40,456 90% 36,411 

5 年超 42,644 95% 40,512 

計 234,892  157,601 
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貸倒実績率の算定は、本来は発生年度別に不納欠損処理した金額をもとに算定する必

要があるが、現在、そのようなデータ収集は行われていない。よって、次のような前提

条件で貸倒実績率を設定している。 

過去の不納欠損の状況を踏まえると、滞納期間が２年を超えると、その大半が回収で

きない状況にある。その後、滞納期間が長くなればなるほど、回収出来ない確率は次第

に高くなっている。このような過去の状況をもとに、２年超から３年以下の滞納未収金

の貸倒実績率を 80%と仮定し、１年間滞納期間が延びると５%づつ増加していくと仮定し

ている。なお、１年超から２年以下の滞納未収金は、毎年、水道料金及び下水道使用料

ともに約 40,000 千円前後の不納欠損が発生している状況を勘案して、最低 10%程度の貸

倒実績率は必要であると判断して、この 10%を前提条件としている。 

 

滞納期間 貸倒実績率 

1 年超～2年以下 10% 

2 年超～3年以下 80% 

3 年超～4年以下 85% 

4 年超～5年以下 90% 

5 年超 95% 

 

ｂ．下水道使用料の未収金に必要な貸倒引当金試算結果 

 

下水道使用料の未収金 （単位：千円） 

区分 金 額 

未収金 1,283,981 

貸倒引当金 △136,808 

未収金（純額） 1,147,173 

 

（計算の前提条件） 

 

一年超滞納未収金の滞納期間別金額と貸倒引当金  （単位：千円） 

滞納期間 滞納金額 

（Ａ） 

貸倒実績率 

（Ｂ） 

貸倒引当金 

（Ａ）×（Ｂ） 

1 年超～2年以下 68,734 10% 6,873 

2 年超～3年以下 52,326 80% 41,861 

3 年超～4年以下 47,425 85% 40,311 

4 年超～5年以下 44,728 90% 40,255 

5 年超 7,901 95% 7,506 

計 221,116  136,808 

 

貸倒実績率の前提条件は、水道料金と同じ考え方である。 
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ｃ．下水道事業受益者負担金の未収金に必要な貸倒引当金試算結果 

 

下水道事業受益者負担金の未収金（単位：千円） 

区分 金 額 

未収金 32,523 

貸倒引当金 △18,560 

未収金（純額） 13,963 

 

（計算の前提条件） 

 

一年超滞納未収金の滞納期間別金額と貸倒引当金  （単位：千円） 

滞納期間 滞納金額 

（Ａ） 

貸倒実績率 

（Ｂ） 

貸倒引当金 

（Ａ）×（Ｂ） 

1 年超～2年以下 5,268 60% 3,160 

2 年超～3年以下 4,042 80% 3,234 

3 年超～4年以下 5,382 85% 4,574 

4 年超～5年以下 6,747 90% 6,072 

5 年超 1,600 95% 1,520 

計 23,041  18,560 

 

貸倒実績率の前提条件は、基本的には水道料金と同じ考え方である。ただし、過去の

不納欠損の状況を踏まえると、滞納期間が１年を超えると、回収できない部分が大きく

なり 60％程が回収できない状況にある。その後、滞納期間が長くなればなるほど、回収

出来ない確率は次第に高くなっている。このような考え方をもとに、２年超から３年以

下の滞納未収金の貸倒実績率を 80%と仮定し、１年間滞納期間が延びると５%づつ増加し

ていくと仮定している。 

 

上記の試算結果から、水道料金の未収金残高は 157,601 千円、下水道使用料の未収金

残高は 136,808 千円、下水道事業受益者負担金の未収金残高は 18,560 千円、それぞれ未

収金という資産が過大に計上されていることがわかる。また、損益計算書上も貸倒引当

金として費用計上されていない分だけ、利益が過大に計上されていたという実態も見て

取ることができる。 

 

なお、上記の試算は、参考データとして示すために、貸倒実績率を一定の前提条件を

もとに簡便的な方法で計算したものである。よって、実際に適用するにあたっては、発

生年度別の不納欠損金額のデータを収集し、貸倒引当金を算定する必要がある。 
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【指摘事頄】 

従来、地方公営企業会計では、地方公営企業法施行規則別表第 1 号の勘定科目表にお

いて、退職給与引当金と修繕引当金が示されているため、これを限定列挙として解して、

この２つの引当金以外は計上してこなかった経緯がある。この限定列挙とする解釈の根

拠として、行政実例が昭和 40 年 10 月に「地方公営企業法施行規則別表第 1 号に掲げら

れている退職給与引当金及び修繕引当金以外の引当金を設けることができない」とされ

ていることがあげられる。 

行政実例にしたがって、貸倒引当金を計上してこなかった経緯は理解できる。しかし、

ここで強調しておきたいのは、40 年以上も前に出された行政実例には、法的な拘束力は

なく、あくまで法的な拘束力としてあるのは、地方公営企業法第 20 条第１頄に定められ

ている「発生主義の原則」の考え方を適用し、期間損益計算の適正化による経営成績の

適正表示及び財政状態の適正表示に努めなければならないということである。「発生主義

の原則」に立てば、当然、引当金の計上要件を満たした貸倒引当金を計上し、回収見込

のある債権のみを資産に計上する必要がある。 

期間損益計算の適正化による経営成績の適正表示及び財政状態の適正表示という地方

公営企業会計の目的を達成するため、貸倒引当金に関する適正な計上基準を定めて、そ

の基準に基づいて計上する必要がある。 

  

また、「（１）退職給与引当金（水道部及び下水道部共通） 【指摘事頄】」で述べたと

おり、包括外部監査に対する措置を講ずる時期として、新しい地方公営企業会計の適用

時期になってしまうこともやむを得ないことを付記しておく。 
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３．固定資産 

 

（１）新規取得資産の減価償却費計上（水道部及び下水道部共通） 

 

【基本的な考え方】 

ア．減価償却費計上の目的 

 

減価償却とは、費用配分の原則に基づいて、有形固定資産の取得原価とそれに加算さ

れた取得後の資本的支出における建設改良費を、その耐用期間における事業年度に一定

の方法で減価償却費として配分するとともに、同額だけ、資産の繰越価額を減じていく

会計上の手続である。減価償却の最も重要な目的は、適正な費用配分を行うことによっ

て、毎事業年度の損益計算を正確ならしめることである。 

地方公営企業法施行規則第６条で「地方公営企業は、償却資産について、毎事業年度

減価償却を行うものとする。但し、償却資産のうち管理者の定めるものにあつては、取

替資産として計理することができる。」と規定されているとおり、地方公営企業の決算で

も、減価償却費の計上が求められている。 

 

イ．減価償却費計上の時期 

 

減価償却費は、企業会計原則で定義される「すべての費用及び収益は、その支出及び

収入に基づいて計上し、その発生した期間に正しく割当てられるように処理しなければ

ならない」という発生主義の原則に基づく会計処理である。 

発生主義は地方公営企業においても採用されている考え方であり、地方公営企業法第

20 条に「地方公営企業においては、その経営成績を明らかにするため、すべての費用及

び収益を、その発生の事実に基いて計上し、かつ、その発生した年度に正しく割り当て

なければならない。」と規定されている。 

ここで考えられる発生の事実とは、取得した固定資産を事業のために使用する、とい

う事実であるから、発生主義の原則に従えば、減価償却費の計上は、資産の使用開始時

から計上されることになる。 

 

【現状】 

ア．新規取得資産の減価償却費計上の時期 

 

 新規取得資産の減価償却費の計上は、取得した事業年度の翌事業年度より行われてい

る。その理由は、地方公営企業法施行規則第８条第１頄において、有形固定資産の各事

業年度の減価償却額が、有形固定資産の当該事業年度の開始の時における帳簿原価に基

づいて計算されることが規定されているためである。（無形固定資産についても同規則９

条第１頄に同様に規定されている。）これに倣い、静岡市水道事業及び下水道事業会計規

程も第 174 条において「償却資産は、取得又は固定資産へ編入した年度の翌事業年度か

ら定額法により減価償却を行う」とされており、この規程に則って減価償却費が計上さ

れている。 
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イ．発生主義に基づく新規取得資産の減価償却費計上 

 

地方公営企業法施行規則第８条第６頄において「各事業年度の中途において取得した

有形固定資産の減価償却については、第１頄の規定に準じ使用の当月又は翌月から月数

に応じて行うことを妨げない」と規定されている（無形固定資産についても同規則９条

第５頄に同様に規定されている）。つまり、地方公営企業法施行規則は、【基本的な考え

方】で述べた発生主義に基づく減価償却費の計上を認めている。 

そこで、平成 22 年度における新規取得資産について、発生主義の原則に基づき資産使

用開始時から減価償却費を計上した場合の影響額を試算した。なお、固定資産台帳の資

産登録日が資産の使用開始日ではなく、全て期末日の平成 23 年３月 31日となっている

ため、資産の取得を事業年度の中間時期であると仮定して、減価償却費を計算した結果

を以下に示す。 

 

新規取得資産の推定減価償却費（水道事業会計）   （単位：千円） 

区分 資産数（件） 取得価額合計 推定減価償却費 

建物 2 3,168 47 

構築物 127 1,581,170 17,480 

機械及び備品 147 570,246 19,516 

工具器具及び備品 3 543 48 

車両運搬具 1 823 92 

合 計 37,185 

 

新規取得資産の推定減価償却費（下水道事業会計）  （単位：千円） 

区分 資産数（件） 取得価額合計 推定減価償却費 

構築物 29 4,452,426 28,144 

機械及び備品 32 1,294,185 23,839 

車両運搬具 2 1,675 188 

工具器具及び備品 2 1,068 96 

施設利用権 2 176,309 1,682 

合 計 53,949 

上記の試算結果から、水道事業会計では 37,185 千円、下水道事業会計では 53,949 千

円の減価償却費が計上されていないことがわかる。 

つまり、新規取得資産に係る減価償却費が計上されないことから、その分資産及び利

益が過大に計上されているといえる。 

 

ウ．固定資産システムへの登録完了時期 

 

【現状】で記載したとおり、静岡市水道事業及び下水道事業会計では、規程上、償却

資産の減価償却の計上は、取得した年度の翌事業年度からとなっている。当事業年度に

反映させる必要性がないため、固定資産システムへの登録完了の時期は、翌事業年度の

７月頃となっている。 
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【意見】 

発生主義の原則にしたがって、償却資産の使用開始時から減価償却費を計上し、期間

損益の適正化による経営成績の適正表示及び財政状態の適正表示に努めなければならな

いと考える。 

 現行の取得した年度の翌事業年度から減価償却を行う方法は、地方公営企業法施行規

則第８条第１頄で認められた処理であることは理解できるが、市民に対して、より適切

な財務情報を開示し、説明責任を果たしていくためには、ぜひ前向きに取り組んで頂き

たい。 
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（２）休止固定資産（下水道部） 

 

【概要】 

ア．固定資産除却手続 

 

固定資産の除却の手続については、静岡市水道事業及び下水道事業会計規程第 168 条

に「固定資産が、損傷その他の理由により使用価値を失い、かつ、売却価値がなくなっ

たため廃棄しようとするときは、次に掲げる事頄について管理者の決裁を受けなければ

ならない。（１）名称及び種類（２）数量（３）理由（４）その他必要な事頄」と定めら

れている。水道部及び下水道部が行っている具体的な除却処理の手項は下記のとおりで

ある。 

① 所管課で不用となった固定資産について、改良等を加えることにより再度使用する

か等の検討を行い、使用が見込まれない固定資産について除却を決定する。 

② 年度末に所管課より水道総務課及び下水道総務課へ固定資産異動通知書により報

告され、水道総務課及び下水道総務課において除却集計表を作成し、決裁を執る。 

③ 決裁後、会計システムで伝票処理を行うと共に、固定資産システムの除却処理を行

う。 

 

【基本的な考え方】 

 ア．休止固定資産の会計処理 

 

現在の地方公営企業会計上、休止固定資産に関する会計処理については、明確に定め

られていない。一方、民間企業の採用する企業会計では、「休止固定資産の会計処理及び

表示と監査上の取扱い」（監査第二委員会報告第２号 昭和 54 年３月６日）が休止固定資

産に関する会計処理の判断指針として公表されている。 

財政状態の適正表示が求められている地方公営企業会計でも、上記の判断指針を準用

することは、有用であると考え、この判断指針の考え方を以下に示す。 

休止固定資産とは、現在休止中の設備等のことで以下の２つの条件を満たすことが必

要であると規定されている。 

①将来再使用の見込が客観的（例えば、保守管理が経常的に行われており、かつ会社

の事業計画においても将来の使用稼動が確実に見込まれている場合等）にあること。 

②設備としての機能を現に有していること。 

休止中の固定資産が、上記①及び②の条件を満たしていない場合には、休止固定資産

とは認められず、廃棄としての会計処理を行い、帳簿価額が利用価値又は売却価額を超

える額は、これを特別損失として処理しなければならないと定められている。 

なお、この場合の廃棄処理は、固定資産を実際に廃棄する必要はなく、現状の有姿の

ままで会計上、除却処理することを意味している。このような除却処理を、有姿除却と

いう。 

 

（注）企業会計基準委員会から企業会計基準適用指針第６号「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（平成 15 年 10 月 31 日）が公表されたことを受けて、「休止固

定資産の会計処理及び表示と監査上の取扱い」は、平成 16年３月 17 日をもって

廃止されている。 
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廃止の理由は、休止固定資産の会計処理の考え方が、固定資産の減損会計に含ま

れているからである。 

固定資産の減損会計は、平成 26 年度の予算及び決算から適用される新しい地方

公営企業会計で導入されることになっている。ここでは固定資産の減損会計の詳

細については触れないが、遊休状態にある固定資産について、損失を計上する必

要がある点で、共通した会計処理が求められている。 

 

【現状】 

 ア．遊休固定資産の状況 

 

平成 22 年度末現在、使用されておらず、今後の使用見込みが確定していない遊休固定

資産は、以下のとおりである。 

 

今後の使用見込みが確定していない遊休固定資産  （単位：千円） 

区分 資産名 
平成 22 年度末 

帳簿価額 

建物 築地ポンプ場 建物 ４件 17,502 

構築物 築地ポンプ場 施設 ４件 17,752 

機械及び装置 築地ポンプ場 機械装置 ９件 51,961 

建物 高松浄化センター 建物 ４件 1,755 

構築物 高松浄化センター 施設 ２件 7,069 

機械及び装置 城北浄化センター 汚泥処理施設機械設備 58,046 

 合 計 154,085 

 

  上記に記載した遊休固定資産の経緯等は以下のとおりである。 

 

ａ．築地ポンプ場の建物、構築物及び機械及び装置は、新ポンプ場が完成したため、平

成３年から稼働を停止している。現在は平成 25年度に静清浄化センターが静岡県か

ら移管されることに伴い、南部処理区と静清処理区の汚水処理系統の見直しが検討

されており、旧ポンプ場の一部を使用する可能性もあるため、監査した時点（平成

23 年９月 29 日）では不用決定及び除却処理はなされていなかった。その後、検討が

行われ、平成23年度中に廃止を決定し、有姿除却の処理を行う予定だと伺っている。 

ｂ．高松浄化センターの建物及び構築物は、脱水施設であるが、中島浄化センターへ汚

泥圧送するようにしたため、平成 17 年から稼働を停止した。その後、中島浄化セン

ターへの圧送が項調であることや施設が旧型となったため部品の調達が困難となり、

平成 23 年度に廃止が決定され有姿除却の処理を行っている。 

ｃ．城北浄化センターの機械及び装置は、焼却炉である。スケールメリットによる施設

建設費の削減と一元化することによる運転管理の効率化が図られるため、平成 14 年

度より中島浄化センターで焼却処理を行うことが決定され、稼働を停止した。その

後も中島浄化センターの焼却炉が故障した場合や緊急時に対応するため保管してい

たが、施設が旧型で部品の調達が困難なことや、ダイオキシンを処理するための施

設の改造に多額の費用がかかることから平成 23年度に廃炉が決定され、除却を行っ

ている。 
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なお、機械及び装置については、使用するかどうか不明な固定資産に対しメンテナン

ス費用をかけることを避けるため、保守管理等は行われていない。 

 

イ．固定資産の過大計上 

 

上記の遊休固定資産について、平成 22 年度末現在における判断として、【基本的な考

え方】で示した休止固定資産の２つの要件を満たしているかどうか検討を行った。 

 

今後の使用見込みが確定していない遊休固定資産  

区分 資産名 検討結果 

建物 築地ポンプ場 建物 ４件 保守管理が経常的に行われて

おらず、かつ事業計画において

も将来の使用稼動が確実に見

込まれていないため、休止固定

資産に該当しない。 

構築物 築地ポンプ場 施設 ４件 同上 

機械及び装置 築地ポンプ場 機械装置 ９件 同上 

建物 高松浄化センター 建物 ４件 同上 

構築物 高松浄化センター 施設 ２件 同上 

機械及び装置 城北浄化センター 汚泥処理

施設機械設備 

同上 

以上の検討から、平成 22 年度末現在、今後の使用見込みが確定していない遊休固定資

産は、すべて休止固定資産に該当しないことになる。休止固定資産に該当しないため、

原則、有姿除却というかたちで、廃棄処理を行う必要があったといえる。 

 

【指摘事頄】 

 財政状態の適正表示が求められている地方公営企業会計でも、休止固定資産の２つの

要件を満たさない遊休固定資産の資産計上は認められない。このような遊休固定資産は、

原則、有姿除却というかたちで、廃棄処理を行う必要がある。 

高松浄化センターの建物及び構築物、城北浄化センターの機械及び装置は、平成 23 年

度において、いずれも廃棄処理されているが、平成 22 年度以前の決算で、有姿除却とい

うかたちで廃棄処理する必要があった。 

築地ポンプ場の建物、構築物並びに機械及び装置は、20 年以上前の平成３年度から遊

休状態にあり、これほどの長期間にわたって将来の再稼働に関する意思決定が行われて

こなかったのは、明らかに意思決定に必要な合理的な期間を超えている。特にメンテナ

ンスが行われていない機械及び装置は、設備としての機能を有しているのだろうか。平

成 23 年度中に、廃棄処理する予定だと伺っているが、平成 22 年度以前の決算で、有姿

除却というかたちで廃棄処理を行う必要があった。 

 

現在の地方公営企業会計上、休止固定資産に関する会計処理については、明確に定め

られていない。しかし、市民に対して、より適切な財務情報を開示し、説明責任を果た

すためには、遊休固定資産の資産計上については、休止固定資産の２要件を満たしたも

ののみ計上し、財政状態の適正表示に取り組む必要がある。 
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（３）効率的な固定資産の実地照合（水道部及び下水道部共通） 

 

【概要】 

固定資産の実地照合については、静岡市水道事業及び下水道事業会計規程第 164 条に

「主管課長は、所管に属する固定資産を毎事業年度末に第 160 条に規定する固定資産整

理簿と照合しなければならない」と定められている。水道部及び下水道部が行っている

具体的な実地照合の手項は、下記のとおりである。 

 

① 水道総務課及び下水道総務課は、各所管課へ固定資産台帳データ（固定資産整理簿）

を送付し、実地照合の実施を依頼する。 

② 所管課は、年度末に固定資産整理簿と資産に貼付されている識別シールの資産番号

及び資産名を確認することによって、実地照合を行う。この際、識別シールの劣化

により資産番号や資産名が判明し難い場合は、正しく修正する。 

③ 所管課は実地照合の後、固定資産整理簿にない資産について、固定資産異動通知書

により水道総務課及び下水道総務課へ報告を行う。 

 

【基本的な考え方】 

 固定資産の実地照合は、固定資産の実在性を担保するために行われるものであり、ひ

いては貸借対照表が正確に作成されていることに繋がる重要な手続である。このため、

原則として全ての資産に識別シールを貼付し、実地照合を行う必要がある。 

識別シールの貼付が困難な場合は、固定資産台帳データ上の資産について現物を識別

することが可能な効果的な方法で管理する必要がある。 

  

【現状】 

 水道事業の与一配水場と南安倍配水場において、実地照合の実施を行ったところ、南

安倍配水場にて固定資産の識別シールが貼付されていない資産（次亜塩素酸ソーダのタ

ンク）が１点発見された。直近に実地照合を行った平成 23年３月には、識別シールが貼

付されていたものの、夏季にタンクが結露したことによって剥がれてしまったとのこと

であった。このため、現物資産と固定資産台帳データとの照合ができなかった。 

 

【指摘事頄】 

 屋外にある資産や結露をおこす資産等、識別シールを貼付することが適当でないもの

については、写真台帳等を作成して、資産と固定資産台帳データの照合を行えばよい。 

実地照合時は、現物資産、写真台帳、固定資産整理簿を照合していくことになり、作

業の効率化にもつながると考える。 
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４．たな卸資産 

 

（１）試薬等の管理（水道部） 

 

【概要】 

 たな卸資産とは、消耗物品、消耗工具・器具・備品、原材料及びその他の貯蔵品であ

って、たな卸整理を行うものをいう（静岡市水道事業及び下水道事業会計規程第 98条）。

静岡市水道事業で保有するたな卸資産は、主に貯蔵品名鑑に定めた災害時用備蓄として

の原材料となっている。 

静岡市水道事業会計の貸借対照表上、たな卸資産は、貯蔵品という科目名で計上され、

平成 21 年度及び平成 22年度のたな卸資産の金額は次のとおりである。 

（単位：千円） 

科目 平成 21 年度 平成 22 年度 

貯蔵品 39,400 34,402 

 平成 22 年度においては、経年劣化による払い出しのみであり、調達はなかった。 

 たな卸資産は、貯蔵品受払簿により管理し、年に１回以上の実地たな卸を実施するこ

とになっている（静岡市水道事業及び下水道事業会計規程第 120 条、125 条及び 128 条）。 

 

【基本的な考え方】 

水質検査に用いる標準物質、試薬及び培地（以下「試薬等」という。）は、購入時に費

用処理され、水道事業会計上のたな卸資産には計上されない。 

しかし、試薬等は、その管理を適切に行わなければ、誤った使用による環境汚染や盗

難による悪用などの危険が高いため、厳重な管理が必要である。たな卸資産と同様に、

受払記録簿による管理と定期的な現物検査及び現物と帳簿の照合が重要である。 

 

【現状】 

ア．管理規程による定め 

 

試薬等の管理に関する管理規程の定めは、以下のとおりである。 

ａ．「試薬等の管理に係る標準作業手項書」（以下「手項書」という。）により、「試薬等

払出記録簿」、「試薬等管理簿」、「毒物使用記録簿」を記録し、試薬等管理責任者が

定期的に現物検査を行う定めとなっている。 

ｂ．上記手項書に従い、実際に「試薬等払出記録簿」、「試薬等管理簿」、「毒物使用記録

簿」を記録している。 

ｃ．試薬等払出記録簿は、試薬等を使用する者が保管場所から持ち出すときに、その保

管場所に備置されている試薬等払出記録簿に手書きで記録している。 

ｄ．試薬等管理簿は、試薬等管理責任者が、試薬等払出記録簿等から品目別に手書きで

転記集計している。 

ｅ．試薬等管理責任者は、年２回、２月と８月に現物検査を実施し、試薬等管理簿と照

合している。 

ｆ．上記現物検査の結果は、水質管理課長ほか関係者に供覧により報告されている。 
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イ．管理状況の不備 

 

試薬等の管理状況を確認したところ、以下の不備が発見された。 

 

①試薬等払出記録簿の記載漏れ 

薬品名 不備の内容 

チオシアン酸アンモニウム 平成 23 年９月 12 日の払出１本が、試薬等払出記録簿に

記載されていなかった。 

 

②試薬等払出記録簿及び試薬等管理簿の記載漏れ 

薬品名 不備の内容 

マグネシウム標準液 

（1000 ㎎／Ｌ） 

平成 23 年６月 27 日の払出１本が、試薬等管理簿に記載

されていなかった。 

平成 23 年７月１日に１本購入した記録が、試薬等払出

記録簿に記載されなかった。そのため、試薬等管理簿へ

の受入記載も漏れてしまった。 

また、試薬等管理簿上、購入量及び使用量の両方の記載漏れがあったため、結果とし

て試薬等管理簿上の在庫数量と実際の在庫数量が一致することになり、平成 23 年８月の

現物検査時おいて、当該記載漏れを発見することができなかった。 

 

なお、今回発見された記載不備は、保管されている薬品の中から、無作為に抽出した

７件のサンプル調査の結果である。その結果、上記の２件の不備が発見された。よって、

全件調査をすれば、まだ不備が発見される可能性があることを申し添えておく。 

 

【指摘事頄】 

管理規程として手項書が適切に定められていても、【現状】で記載した管理上の不備が

発見された。原因として、試薬等を使用する者（以下「検査担当者」という。）の手項書

を遵守しようとする意識が十分でなかったことが考えられる。 

 

試薬等は、誤使用、盗難等の危険が高く、厳重に管理する必要がある。検査担当者は、

手項書の目的を改めて認識し、１件でも記載漏れがあってはならないという意識をもっ

て、手項書遵守に係る意識を高め、十分な注意を払って試薬等を使用する必要がある。

試薬等管理責任者は、検査担当者の手項書遵守に係る意識が高まるよう教育・指導する

必要もある。 

また、手項書の遵守状況を確認するためには、試薬等管理責任者及び検査担当者に直

接関係のない者による現物検査の立ち会いの導入を検討する必要がある。 
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５．人件費 

 

（１）特殊勤務手当（水道部及び下水道部共通） 

 

【概要】 

ア．上下水道局における給与に関する規程 

  

静岡市の上下水道局の給与に関しては、「静岡市企業職員の給与の種類及び基準に関す

る条例」に規定されており、「静岡市企業職員の給与の額及び支給方法等に関する規程」

において、特に定めのあるものを除き、「静岡市職員の給与に関する条例」の例により支

給することとされている。したがって、上下水道局職員の給与は、特殊勤務手当に関す

る規程を除き、すべて市長部局の職員と同一の給与規定で支給されている。 

 

【基本的考え方】 

 「静岡市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成 15年４月１日、条例第 298

号）」第 10 条において「特殊勤務手当は、著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務そ

の他著しく特殊な勤務で、給与上特別の考慮を必要とし、かつ、その特殊性を給料で考

慮することが適当でないと認められるものに従事する職員に対して支給する。」と定めら

れている。 

 すなわち、日常行われている通常業務に比べて著しく危険、不快、不健康又は困難な

勤務に従事した場合に対して、一定の手当として支給することを目的とした種類の手当

であるといえる。 

 ここで論点となるのは、当該業務が条例で規定されているとおり特殊性を有している

か否かという点である。特殊性の判断に関しては、国や他の地方公共団体の状況を踏ま

えていくことも一つの手段であるが、その特殊性について、公共サービスをとりまく環

境変化や時代のニーズと共に絶えず変化するものであると考えられる。 

  

なお、上下水道局の給与は、特殊勤務手当に関する規程を除き、すべて市長部局の職

員と同一の給与規定で支給されていることから、水道事業及び下水道事業を監査の対象

としていることに鑑み、特殊勤務手当を取りあげた。 

 

【現状】 

ア．上下水道局における特殊勤務手当に関する規程 

 

企業職員に関する特殊勤務手当の具体的内容に関しては、「静岡市企業職員の特殊勤務

手当に関する規程（以下「特殊勤務手当に関する規程」という。）」の別表に以下のよう

に列挙されている。 
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上記の特殊勤務手当に関する規程の別表では、支給の範囲及び要件が示されているも

のの、なぜその業務が特殊性を有しているのかといったところまで説明はされていない。

ヒアリングしたところ、内部資料等として、特殊性を有していることを説明している資

料も作成されていないとのことであった。 

 

手当の種類 支給の範囲及び要件 金額

取水場又は浄水場の業務に従事したとき。

取水場職員 日額170円(ただし、管理者から電気主任技術者に命
ぜられ、電気工作物の工事、維持及び運用に係る保
安監督の業務に従事したときは日額150円を加算した
額)

浄水場職員 日額180円(ただし、管理者から電気主任技術者に命
ぜられ、電気工作物の工事、維持及び運用に係る保
安監督の業務に従事したときは日額150円を加算した
額)

技能士、水道指導員及び技手である職員が、水
道工事、下水道工事又はしゅんせつ工事に従事
したとき。

日額170円(ただし、専ら交通の頻繁な道路上におけ
る作業に従事するときは日額100円を、下水管きょ内
の作業に従事したときは日額620円を、汚水、沈砂、
じんかい、汚泥等に直接接触する作業に従事したと
きは日額470円を加算した額)

浄化センターの業務に従事したとき。 日額280円(ただし、交代勤務に従事したときは日額
440円を、管理者から電気主任技術者に命ぜられ、電
気工作物の工事、維持及び運用に係る保安監督の業
務に従事したときは日額150円を、下水管きょ内の作
業に従事したときは日額620円を、汚水、沈砂、じん
かい、汚泥等に直接接触する作業に従事したときは
日額470円を加算した額)

②　水量点検手当 検針又は水量の異常調査に従事したとき。 日額150円

③　滞納整理手当 出張による滞納整理に従事したとき。 日額400円

④　主任者手当 管理者から電気主任技術者に命ぜられ、電気工
作物の工事、維持及び運用に係る保安監督の業
務に従事したとき。

日額150円

⑤　用地買収折衝手当 用地買収折衝の事務に従事したとき。 日額300円

⑥　夜間運転作業手当 浄化センターの交代勤務に従事する職員が深夜
(午後10時から翌日の午前5時まで)5時間以上勤
務したとき。

1回につき1,120円

下水管きょ内の作業に従事したとき。 日額620円

汚水、沈砂、じんかい、汚泥等に直接接触する
作業に従事したとき。

日額470円

停水執行に従事したとき。 日額400円

停水処分後の納付折衝業務に従事したとき。 1件につき510円

⑨　緊急出動手当 正規の勤務時間外の時間又は休日等において、
管理者の招集によって出動し、現場作業に従事
したとき。

1回につき1,120円

地上又は水面上10メートル以上の足場の不安定
な箇所で行う高層建築物等の工事現場における
監督、測量等の作業に従事したとき。

日額200円

建築物の基礎工事その他これに類する工事にお
いて、地表又は水面下4メートル以上の深所で
行う工事現場における監督、測量等の作業に従
事したとき。

日額200円

増水時における取水口の保守点検等危険な業務
に従事したとき。

1回につき300円

①　現場手当

⑦　不快作業手当

⑧　停水処分手当

⑩　危険作業手当
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イ．特殊勤務手当の見直し状況 

 

上下水道局では、平成 18 年度及び平成 19 年度において、以下の特殊勤務手当の見直

しを行っている。 

ａ．勤務実績に基づいた支給とするため、特殊勤務手当の支給方法を、それまでの

月額支給から日額支給に変更している。 

ｂ．業務の内容等により特殊性を判断し、年末年始勤務の特殊勤務手当などを廃止

している。 

 

【意見】 

特殊勤務手当に関する規程の別表では、対象となる業務が、なぜ特殊性を有している

のか明らかになっていない。また、具体的に説明した内部資料等も作成されていないと

のことである。特殊性を有している業務であることを、きちんと具体的な業務内容まで

踏み込んで説明する必要があるのではないだろうか。 

例えば、現場手当は取水場又は浄水場の業務に従事したときに支給されることになっ

ている。なぜこの業務に特殊性があるのかについてヒアリングしたところ、危険な劇物

等を取り扱う業務があり、これは著しく危険な業務に該当するとのことであった。現在

の特殊勤務手当規程に関する別表では、そこまでは読み取ることはできない。現場手当

は、危険な劇物等を取り扱う業務に該当し、特殊性を有しているということを説明する

必要があるだろう。また、月額支給から日額支給に変更している状況を考えると、取水

場又は浄水場の業務に従事したすべての日に危険な劇物等を取り扱う業務があるのかど

うかも不明である。この点も含めて、具体的な業務内容まで踏み込んで、その特殊性に

ついてきちんと説明する必要があると考える。 
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６．工事請負契約及び建設関連業務の委託契約 

 

【概要】 

 ア．静岡市における入札及び契約方法の概要 

 

入札及び契約方法については、一般競争入札、指名競争入札、随意契約のうちか

ら決定する。なお、静岡市の入札方式は、随意契約を除き、全件を電子入札として

いる。 

 

（ア）一般競争入札 

一般競争入札とは、公告により不特定多数の者を誘引し申込をさせる方法によっ

て競争を行わせ、その申込した者から発注者に最も有利な条件をもって申込をした

者を選定しその者と契約を締結する契約方式である。なお、不良不適格業者を排除

するために、一定の資格要件を設け、その資格を有する者のみ入札参加を認める方

法が一般的であり、これを制限付一般競争入札という。静岡市では、建設工事は原

則として（制限付）一般競争入札を実施することとしており、「静岡市建設工事の請

負契約に係る入札参加者の選定に関する基準」第３条３頄に該当する場合のみ、指

名競争入札とすることができる。 

 

（イ）（制限付）一般競争入札の種類 

ａ．技術資料提出型 

入札に参加しようとする者に対し、施工実績等、配置技術者の資格及び経験、指

定された等級等により一定の制限を加えて入札を行うものである。 

ｂ．格付等級指定型 

予定価格が２千５百万円未満（建築一式は５千万円未満）で特に施工実績等を参

加要件にする必要がないものであり、入札に参加しようとする者に対して、格付さ

れた等級により一定の制限を加えて入札を行うものである。このため、格付けのあ

る工種で市内業者のみを対象にしたものに限られる。 

ｃ．総合評価型 

入札参加者の制限については技術資料提出型に準ずるものの、落札決定について

は入札価格と価格要素以外の要素（技術提案・会社の実績・技術者の実績や資格・

社会性等）を総合的に評価し、技術と価格の両面から最も優れた者を落札者とする

ものである。静岡市では、この総合評価方式について、土木一式工事については予

定価格８千万円以上のもの、建築一式工事については同１億２千万円以上のもの、

その他の建設工事については同５千万円以上のものは原則として総合評価方式を

採用し、平成 23年度については対象工事の 50％以上を目標にしている。 

総合評価方式の導入メリットは、価格以外の要素を総合して落札者を決定するこ

とから談合抑止の効果も期待できるとともに、「公共工事における総合評価方式使

いこなしマニュアル第６版」では下記の３点もメリットとして挙げている。 

・品質面でも競争させることで公共工事自体の品質を向上させる 

・工事周辺の住民や利用者にできるだけ迷惑をかけない 

・建設業者の育成と技術力の向上 
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【（制限付）一般競争入札の選定表】 

<表 1>                          （金額単位：万円） 

工種 発注基準 一般競争入札 

等級 金 額 等級区分 格付等級指定型 技術資料提出型 

土木一式

工事 

Ａ 4,000 ～ Ａ ― 4,500 ～ 

Ｂ 1,500 ～ 4,000 Ａ・Ｂ 1,500 ～ 2,500 2,000 ～ 4,500 

Ｃ 500 ～ 1,500 Ｂ・Ｃ   700 ～ 1,500     800 ～ 2,000 

Ｄ ～   500 Ｃ・Ｄ       ～   700         ～   800 

建築一式

工事 

Ａ 8,000 ～ Ａ ― 10,000 ～ 

Ｂ 2,000 ～ 8,000 Ａ・Ｂ 3,000 ～ 5,000  3,000 ～ 10,000 

Ｃ  ～ 2,000 Ｂ・Ｃ       ～ 3,000         ～  3,000 

電気・舗装

工事 

Ａ 1,500 ～ Ａ 1,500 ～ 2,500 2,000 ～  

Ｂ 500 ～ 1,500 Ａ・Ｂ   700 ～ 1,500     800 ～ 2,000 

Ｃ  ～   500 Ｂ・Ｃ       ～   700         ～   800 

管工事 Ａ 1,500 ～ Ａ ― 2,000 ～  

Ｂ 500 ～ 1,500 Ａ・Ｂ ―     800 ～ 2,000 

Ｃ  ～   500 Ｂ・Ｃ ―         ～   800 

※ 表中の金額において、「～」の左側は「以上」、右側は「未満」で表示している。 

（例）1,500～4,000 の場合 「1,500 万円以上 4,000 万円未満」 

 

<表 2> 

総合評価方式 

標準型Ⅰ型 

「工事難易度評定表」 

により型式を決定 

平成 23 年度においては、対象工事を以

下のとおり設定し、対象工事における発

注件数の 50%以上を目標とする。 

土木一式工事 ４千万円以上 

建築一式工事 ８千万円以上 

その他の建設工事 ２千５百万円以上 

標準型Ⅱ型 

簡易型Ⅰ型 

簡易型Ⅱ型 

 

（ウ）指名競争入札 

指名競争入札とは、予め入札参加希望者の資格審査を実施して有資格者名簿を

作成しておき、工事発注時にその名簿の中から格付等級、技術的適性、地理的条

件等の指名基準を満たしていると認められる一定数の者を指名して競争入札を行

う制度である。 

指名競争入札の採用は、その性質又は目的が、一般競争入札に適さないもの等

に限定され（地方自治法施行令第 167 条）、静岡市では特殊な工法、技術等を必要

とする工事や不良・不適格業者が参加する恐れのある場合などに採用している。 
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【指名競争入札による建設工事選定数】 

業者数 建築一式工事 その他 

４者程度 500 万円未満 500 万円未満 

７者程度 500 万円～3,000 万円未満 500 万円～1,500 万円未満 

９者程度 3,000 万円～5,000 万円未満 1,500万円～2,500万円未満 

12 者程度 5,000 万円以上 2,500 万円以上 

 

【指名競争入札による建設業関連業務委託選定数】 

業者数 すべての業務 

３者程度 100 万円未満 

５者程度 100 万円～500 万円未満 

７者程度 500 万円～2,500 万円未満 

10 者程度 2,500 万円以上 

※程度の解釈は±１者とする。±２者以上の場合は理由書が必要となる。 

※指名においては、地理的条件、指名回数、工事成績、工事手持量、技術者、施工

実績、安全管理状況等の事頄も勘案する。 

 

（エ）随意契約 

競争の方法によらないで、任意に特定の者を選定してその者と契約を締結する

方法である。随意契約の採用は、その性質又は目的が競争入札に適しないもの等

に限定され（地方自治法施行令第 167 条の２第１頄）、静岡市では施工可能な者が

１者に限定される場合などに採用している。 

 

（オ）ダンピング防止制度 

落札者の決定は、入札価格が予定価格を下回りかつ最も低い価格で入札したも

のが落札者となるのが原則である（地方自治法第 234 条第３頄）。一方で、入札

者が採算を度外視して著しく低い価格で落札した場合には、手抜き工事等のリス

クもあり、品質の確保の面からもこうしたダンピング的な入札等は防止すること

も必要となる。静岡市では、こうしたダンピング入札等を防止するために次のよ

うな制度を設けている。 

ａ．最低制限価格制度 

予定価格とは別に、予定価格の何分のいくつかの低い価格を予め設定し、これを

最低制限価格として、その価格を下回らない最低価格の入札をした者を落札者と決

める方法である（地方自治法施行令第 167 条の 10 第２頄）。静岡市では、工事内容

等に応じ、建設工事については予定価格の 70％～90％の範囲について、建設業関

連業務委託については予定価格の 60％～80％の範囲について最低制限価格を設定

している。また、静岡市では予定価格が１億５千万円未満の工事について最低制限

価格を設けている（総合評価型で実施する工事を除く）。 

ｂ．低入札価格調査制度 

予定価格とは別に、一定の価格（低入札価格調査基準価格）を設定し、当該価格

未満の低入札があった場合には、その入札者との契約の適否を調査した上で決定す

る制度である。低入札価格調査基準価格は、契約内容に適合した工事履行がなされ

ない恐れがあるとして予め設定する基準価格である。静岡市では予定価格の 70％
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～90％の範囲について設定している。また、静岡市では予定価格が１億５千万円以

上の工事及び総合評価型で実施する工事について低入札価格調査制度を実施して

いる。 

 

イ．平成 22 年度における水道事業の建設工事請負契約 

 

静岡市の水道事業の平成 22 年度における建設工事請負契約は下記のとおりである。

なお、設計金額とは、発注者側が工事に関して必要と見込まれる費用を積算して設計し

た金額をいう。また、当初契約額とは、入札等により請負うこととなった工事業者等と

工事施工前に契約した契約金額である。さらに、最終契約額とは、工事施工中の設計変

更や工法変更等による請負金額の変更を加味した最終決済額である。 

   （単位：百万円） 

契約方法の内訳 件数（件） 設計金額 当初契約額 最終契約額 

制限付き一般競争入札 104 5,776 4,854 4,920 

指名競争入札 0 0 0 0 

随意契約 2 10 10 9 

総合計 106 5,786 4,864 4,929 

 

【工事請負契約】 

    

契約方法の内訳 
件数（件） 最終契約金額（百万円） 

18 年度 22 年度 18 年度 22 年度 

一般競争入札 127 104 3,393 4,920 

（うち総合評価方式） 0 15 0 2,681 

指名競争入札 16 0 253 0 

小計 143 104 3,646 4,920 

随意契約 21 2 1,061 9 

総合計 164 106 4,707 4,929 

 

契約方法の内訳 
平均落札率（％） 平均入札参加者数（件） 

18 年度 22 年度 18 年度 22 年度 

一般競争入札 92.9 92.0 5.5 4.4 

（うち総合評価方式） － 86.4 0.0 3.7 

指名競争入札 92.7 － 6.9 0.0 

随意契約 98.1 94.5 0.0 0.0 
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落札率 

～79.9％（件） 

落札率 80.0％～ 

89.9％（件） 

落札率 

90.0％～（件） 

18 年度 22 年度 18 年度 22 年度 18 年度 22 年度 

落札率の件数分布 6 7 20 18 117 79 

※ 随意契約分を除く。 

 

 18 年度（件） 22 年度（件） 

低入札 

価格調査 

最低制限価

格 

低入札 

価格調査 

最低制限価

格 

ダンピング防止件数 0 3 5 9 

 

ウ．平成 22 年度における水道事業の建設業関連業務の委託契約 

 

静岡市の水道事業の平成22年度における建設業関連業務の委託契約は下記のとおり

である。 

   （単位：百万円） 

契約方法の内訳 件数（件） 設計金額 当初契約額 最終契約額 

制限付き一般競争入札 0 0 0 0 

指名競争入札 33 220 181 182 

随意契約 0 0 0 0 

総合計 33 220 181 182 

 

【建設業関連業務の委託契約】 

    

契約方法の内訳 
件数（件） 最終契約金額（百万円） 

18 年度 22 年度 18 年度 22 年度 

一般競争入札 0 0 0 0 

指名競争入札 22 33 186 182 

小計 22 33 186 182 

随意契約 2 0 4 0 

総合計 24 33 190 182 

 

契約方法の内訳 
平均落札率（％） 平均入札参加者数（件） 

18 年度 22 年度 18 年度 22 年度 

一般競争入札 － － 0.0 0.0 

指名競争入札 93.6 85.8 5.0 4.3 

随意契約 91.9 0.0 0.0 0.0 
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落札率 

～79.9％（件） 

落札率 80.0％～ 

89.9％（件） 

落札率 

90.0％～（件） 

18 年度 22 年度 18 年度 22 年度 18 年度 22 年度 

落札率の件数分布 1 7 1 2 20 24 

※ 随意契約分を除く。 

 

エ．静岡市の下水道事業における平成 22 年度の工事請負契約は、下記のとおりである。 

   （単位：百万円） 

契約方法の内訳 件数（件） 設計金額 当初契約額 最終契約額 

制限付一般競争入札 117 8,985 6,746 6,862 

指名競争入札 1 668 634 634 

随意契約 3 30 30 33 

総合計 121 9,683 7,410 7,529 

 

【工事請負契約】 

    

契約方法の内訳 
件数（件） 最終契約金額（百万円） 

18 年度 22 年度 18 年度 22 年度 

一般競争入札 99 117 4,961 6,862 

（うち総合評価方式） 0 33 0 4,236 

指名競争入札 32 1 2,371 634 

小計 131 118 7,332 7,496 

随意契約 17 3 355 33 

総合計 148 121 7,687 7,529 

 

契約方法の内訳 
平均落札率（％） 平均入札参加者数（件） 

18 年度 22 年度 18 年度 22 年度 

一般競争入札 76.1 82.5 8.4 12.3 

（うち総合評価方式） － 78.6 0.0 6.3 

指名競争入札 85.2 94.9 10.2 2.0 

随意契約 97.2 98.5 0.0 0.0 
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落札率 

～79.9％（件） 

落札率 80.0％～ 

89.9％（件） 

落札率 

90.0％～（件） 

18 年度 22 年度 18 年度 22 年度 18 年度 22 年度 

落札率の件数分布 90 18 7 72 34 28 

※ 随意契約分を除く。 

 

 18 年度（件） 22 年度（件） 

低入札 

価格調査 

最低制限価

格 

低入札 

価格調査 

最低制限価

格 

ダンピング防止件数 4 37 13 41 

 

 

オ．静岡市の下水道事業の平成 22年度における建設関連業務の委託契約は、下記のとお

りである。 

   （単位：百万円） 

契約方法の内訳 件数（件） 設計金額 当初契約額 最終契約額 

制限付き一般競争入札 0 0 0 0 

指名競争入札 46 714 511 507 

随意契約 0 0 0 0 

総合計 46 714 511 507 

 

【建設関連業務の委託契約】 

    

契約方法の内訳 
件数（件） 最終契約金額（百万円） 

18 年度 22 年度 18 年度 22 年度 

一般競争入札 0 0 0 0 

指名競争入札 51 46 569 507 

小計 51 46 569 507 

随意契約 1 0 6 0 

総合計 52 46 575 507 

 

契約方法の内訳 
平均落札率（％） 平均入札参加者数（件） 

18 年度 22 年度 18 年度 22 年度 

一般競争入札 － － 0.0 0.0 

指名競争入札 83.6 75.7 6.2 6.6 

随意契約 97.7 0.0 0.0 0.0 

 

 

落札率 

～79.9％（件） 

落札率 80.0％～ 

89.9％（件） 

落札率 

90.0％～（件） 

18 年度 22 年度 18 年度 22 年度 18 年度 22 年度 

落札率の件数分布 17 19 8 5 26 22 

※  随意契約分を除く。 
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（１）過年度包括外部監査における指摘事項等の措置状況（水道部及び下水道部共通） 

 

【基本的な考え方】 

工事請負契約及び設計委託契約については、その金額が多額であることから、財政的

に費用対効果の高い事業ができるような体制が整備されているか、入札や随意契約等の

事業遂行において公正な判断ができ得る行政の仕組みが整備されているか等市民から高

い関心が寄せられるものと思われる。 

また、これらは平成 15 年度には下水道事業の一部として、平成 19 年度には公共工事

の対象機関の一部として包括外部監査としても取り上げられており、当該監査において

は数多くの指摘事頄が報告されている。 

そこで、過年度の包括外部監査で指摘を受けた事頄の改善状況を確認する意味におい

て、当該指摘事頄等に対する静岡市の措置状況について検討を行った。 

 

【現状】 

（ア）過年度包括外部監査における指摘事頄等の措置状況 

 

平成 15 年度包括外部監査「下水道事業の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業

の管理について」の指摘事頄に対する措置の状況と、その監査結果は以下のとおりであ

る。 

指摘事頄 

平成 16 年３月 25 日 

（包括外部監査） 

措置の状況 

平成 16 年４月 30 日 

（市報告） 

措置状況に関する 

今回の監査結果 

工事請負契約に関する管理 

ア．契約変更 

 旧清水市の工事契約の変

更について、変更の理由が

当初の契約を締結する時点

で予測可能ではないかと疑

義がもたれるものが見受け

られた。 

※１ 

[下水道部 下水道建設] 

今後、変更契約を行う場

合は、客観的かつ合理的な

必要性が認められるかどう

かについて今まで以上に充

分検討を行います。 

水道部及び下水道部につ

いて監査の対象とした範囲

において措置状況を確認し

たところ、契約変更理由の

記載内容そのものについて

疑問のある契約は検出され

なかった。 

なお、契約変更について

は「静岡市設計変更事務取

扱要領」において詳細な規

定が制定されているととも

に、財政局財政部契約課か

らの通知が発信され周知徹

底しているとのことであ

る。 

※１ 改善が確認できた指摘事頄等 

※２  抽出された監査対象では、該当する事頄がなく、改善が確認できなかった指摘事

頄等 

※３ 改善が確認できなかった指摘事頄等（強調するため、網掛け表示している） 
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平成 19 年度包括外部監査「公共工事に関する財務事務の執行について」の指摘事頄等

に対する措置の状況と、その監査結果は以下のとおりである。 

指摘事頄等 

平成 20 年３月 17 日 

（包括外部監査） 

措置の状況 

平成 20 年４月 30 日 

（市報告） 

措置状況に関する 

今回の監査結果 

１．財政局財政部契約課 

（１）公表されている指名

理由の内容について 

 公表されている指名理由

は、どれも形式的な記載に

とどまっており、具体的な

理由に欠ける内容となって

いる。 

 指名理由の公表について

は、指名業者選定の経緯・

理由が具体的に分かるよう

に記載することが必要であ

る。 

※１ 

[財政局財政部契約課] 

 指摘を踏まえ、絞込みの

経緯をできる限り明らかに

する等、記載内容を充実さ

せていきたいと考えます。 

 記載内容を充実させるた

めには、契約管理システム

における選定理由欄の記載

文字数を増やすことが必要

となりますが、平成 21年度

稼働予定の新システムにお

いてこれを行う予定です。 

 なお、現システムについ

ては、新システム開発を控

え大幅な改変が図れないた

め、当面は、現状の文字数

の範囲で、指摘の趣旨を踏

まえた記載の充実に努めて

いきます。 

（１）及び（２）につい

て水道部及び下水道部につ

いて監査の対象とした範囲

において措置状況を確認し

たところ、指名理由の記載

内容については一部に形式

的な表現もみられるが、殆

どの多くは詳細な記載がさ

れており、かつ指名業者選

定過程における「選定部会」

及び「選定委員会」におい

ては詳細な選定議論を経て

いることも確認できた。 

また、選定過程における

選定資料は適切に保存され

ており、当該資料には指名

するに至った検討事頄も詳

細に作成されていた。 

したがって、措置状況に

記載のとおり改善が進んで

いるものと考えられる。 

（２）指名理由の経緯、内

容等を明らかにする関連書

類の保存について 

 指名業者の選定手続につ

いて、関連する書類の提示

を求めたところ、指名業者

の選定過程を容易に把握で

きる資料を確認することが

できなかった。指名人の選

定経過等について客観性及

び透明性を確保するために

は、その内容を明瞭に記載

した指名業者（案）等の関

連書類を適切に保存してお

くことが必要である。 

※１ 

[財政局財政部契約課] 

 指摘を踏まえ、指名業者

の選定過程を把握できる書

類を適切に作成し、保存し

ていきます。 

（３）指名競争入札におけ

る競争性と一般競争入札の

さらなる導入について 

[財政局財政部契約課] 

 市としては、契約締結に

当たっては一般競争入札に

平成 22 年度の制限付一

般競争入札の工事請負契約

全体に占める件数は、水道
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 市の「50％程度」という

一般競争入札の導入目標

は、一般競争入札を原則と

する法の規定を前提に設定

されたものとは考えにく

い。さらに高い数値目標を

設定することが、市の入札

制度改革にとって大変重要

ではないか。 

 また、市全体の目標設定

を考えるのと同時に、部ご

とや工種ごとの目標設定を

検討することも重要ではな

いか。 

※１ 

よることを原則としてお

り、指名競争入札を採用す

る場合はその是非を厳格に

判断していくことで、一般

競争入札の拡大に努めてい

きます。 

部では 106 件中 104 件、下

水道部では 121 件中 118 件

と 100％弱となっており、

水道部及び下水道部につい

ては措置状況に記載のとお

り改善が進んでいると考え

る。 

（４）一般競争入札におけ

る入札参加資格について 

 一般競争入札において、

親会社と連結子会社が最低

制限価格を挟んで近い金額

で入札している状況が見ら

れた。適正な競争性を確保

するためには、まず、最低

制限価格を推測することが

難しい仕組みに変えること

を検討すべきであると考え

る。 

また、入札参加条件とし

て、資本関係にある会社が

入札に参加することを防止

するための要件を加えるこ

とも対策の一つである。 

※２ 

[財政局財政部契約課] 

 最低制限価格は、工事又

は製造の請負の契約を締結

する場合において、当該契

約の内容に適合した履行を

確保するため、あらかじめ

設定することができるもの

であり、中央公共工事契約

制度運用連絡協議会が定め

ているモデルや国の対応を

参考にしつつ、本市の入札

状況をも考慮したうえで、

最低制限価格を設定してい

ます。 

 今後とも国・県等の対応

状況を参考にしつつ、市と

して適切な最低制限価格の

設定に努めていきます。 

 また、資本関係にある会

社が同一の入札に参加する

ことについては、それぞれ

独立した法人であって建設

業の許可、市への入札参加

資格もそれぞれ取得してい

るという事実があれば、双

方への公平の観点からも、

制限することはしていませ

ん。 

水道部及び下水道部で実

施した監査対象のなかに

は、こうしたケースはなか

ったため、措置状況を具体

的に検討できる結果は得ら

れなかった。 
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 指摘のあった「親会社と

連結子会社が最低制限価格

を挟んで近い金額で入札し

ている状況」は、本市にお

いては、極めてまれなケー

スであったと考えられます

が、今後は、このようなケ

ースでの入札状況を注視す

るとともに、他都市での対

応状況を踏まえ、必要と認

められれば、入札参加条件

等を検討していきます。 

（５）指名競争入札におけ

る競争性と一般競争入札の

導入について 

 設計、測量等の委託業務

では一般競争入札が行われ

ていないが、現在のところ、

一般競争入札の導入に向け

ての市の具体的な動きはな

い。設計、測量等の委託業

務についても、なるべく早

い時期に一般競争入札の採

用について検討することが

必要である。 

※３ 

[財政局財政部契約課] 

 指摘を踏まえ、一般競争

入札の採用の可能性につい

て検討していきたいと考え

ていますが、設計、測量等

の委託業務においては、施

行能力又は業者の規模等に

基づく客観的な格付けが困

難であるため、適切に判断

していきます。 

 なお、当面の対応として

は、公募型プロポーザル方

式の実施拡大を図るなど、

競争原理の導入に努めてい

きます。 

水道部及び下水道部で実

施した監査対象について

は、設計委託契約について

はほぼ 100％が指名競争入

札となっており、数値的な

改善はできていない。 

なお、静岡市の平成 21年

度及び平成 22 年度の契約

課経営方針では、建設関連

委託業務について一般競争

入札の採用を進めるための

措置が掲げられており、「試

行要綱」を制定する等の具

体的な行動がとられてい

る。このため、平成 23年度

以降の数値的な改善成果に

期待したいところである。 

（６）現在の最低制限価格

の設定方法が抱える問題点

について 

 多くの入札業者が最低制

限価格により失格となった

結果、入札価格の下位の項

位の者が落札となるなどの

ケースが発生している。こ

れは、市が市側の論理で最

低制限価格を設定している

ことにその原因がある。現

在の最低制限価格の設定方

法はいくつかの問題点を抱

えており、市はその設定方

[財政局財政部契約課] 

 最低制限価格は、工事又

は製造の請負の契約を締結

する場合において、当該契

約の内容に適合した履行を

確保するため、あらかじめ

設定することができるもの

であり、中央公共工事契約

制度運用連絡協議会が定め

ているモデルや国の対応を

参考にしつつ、本市の入札

状況をも考慮したうえで、

最低制限価格を設定してい

ます。 

平成 21 年 12 月に「静岡

市建設工事低入札価格調査

試行要領」を改正し、「静

岡市建設工事最低制限価格

実施要綱」を制定した。そ

の中で中央公共工事契約制

度運用連絡協議会が定めて

いるモデル（以下、公共モ

デルという）にあわせた改

正と制定が行われている。 

また、国土交通省建設流

通政策審議官からの通知に

おいても、当該公共モデル

について、個々の工事契約
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法について再検討する必要

がある。 

※１ 

 今後とも国・県等の対応

状況を参考にしつつ、市と

して適切な最低制限価格の

設定に努めていきます。 

の内容に適合した履行を確

保する観点や建設業の環境

及び地域産業としての発展

を推進する観点からの活用

のための趣旨が掲げられて

いる。 

こうした公共モデルを積

極的に活用する等、静岡市

としても適切な最低制限価

格の設定に努めていること

が確認できた。 

（７）契約審査委員会の審

査の内容について 

 低入札価格調査では、契

約審査委員会における審査

結果に基づいて落札者が決

定するため、審査は十分に

行わなければならないが、

会議録の内容を見る限り、

不十分であるとの印象をぬ

ぐえない。落札者が十分な

審査のうえで決定されたこ

とを証するためにも、会議

及び会議録の内容を充実さ

せることが必要である。 

※１ 

[財政局財政部契約課] 

 指摘を踏まえ、会議録の

内容をより充実させるよう

努めていきます。 

平成 22 年度の契約審査

会の会議録をすべて通査し

たところ、会議内容は必要

十分と考えられる程度の記

載がされており、措置状況

に記載のとおり改善が進ん

でいると考える。 

（８）契約審査委員会の会

議録の保存について 

 契約審査委員会の審査内

容を確認するために会議録

の提出を求めたところ、平

成 18 年度分の会議録が所

在不明を理由として、閲覧

することができなかった。

低入札価格調査制度におい

て落札者決定の根拠となる

契約審査委員会の会議録に

ついては、適切に保存して

おくことが必要である。 

※１ 

[財政局財政部契約課] 

 指摘を踏まえ、適切に保

存していきます。 

平成 22 年度の契約審査

会の会議録について、現物

をすべて確認したところ、

漏れなく適切に保管されて

いることが確認できた。し

たがって、措置状況に記載

のとおり改善が進んでいる

と考える。 

（９）低入札価格調査の結

果の公表について 

 低入札価格調査の結果は

[財政局財政部契約課] 

 指摘を踏まえ、できる限

り分かり易い内容とするよ

水道部及び下水道部で実

施した監査対象について

は、低入札価格調査結果の
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公開されているが、その内

容は形式的記載にとどまっ

ており、公表内容として十

分と言えるのか疑問を持た

ざるを得ない。 

 市は、低入札価格調査制

度における情報公開のあり

方について、もう一度検討

する必要がある。 

※１ 

う努めていきます。 公表内容は分かりやすい表

現であり、措置状況に記載

のとおり改善が進んでいる

と考える。 

（１０）現在の低入札価格

調査制度が抱える問題点に

ついて 

 失格者を判定する客観的

な基準を持たない現行の低

入札調査制度は、その根幹

において大きな問題点を抱

えており、市は積極的に同

制度の改善に努めるべきで

ある。 

※１ 

[財政局財政部契約課] 

 指摘を踏まえ、制度の改

善に努めていきます。 

 国・県等の対応状況も参

考にしながら検討し、早期

の改善を図る予定です。 

平成 21 年 12 月に「静岡

市建設工事低入札価格調査

試行要領」を改正し、数値

的な失格判断基準が設定さ

れた。したがって、措置状

況に記載のとおり改善が進

んでいると考える。 

（１１）低入札価格調査制

度と最低制限価格制度の適

用範囲の違いについて 

 低入札価格調査制度と最

低制限価格制度の適用範囲

に違いがあることは、品質

確保の視点からは問題であ

る。なるべく２つの制度の

適用範囲に相違がないよう

な仕組みづくりに努めるべ

きである。 

※１ 

[財政局財政部契約課] 

 指摘及びそれぞれの制度

の趣旨を踏まえ、失格基準

のあり方をも含めて総合的

に検討し、制度の改善に努

めていきます。 

低入札価格調査制度の設

定範囲は予定価格の３分の

２、最低制限価格制度の設

定範囲は予定価格の約70％

から80％の範囲という相違

があったところ、平成 21 年

12 月に「静岡市建設工事低

入札価格調査試行要領」を

改正し、「静岡市建設工事

最低制限価格実施要綱」を

制定しており、最低制限価

格の設定範囲と整合が図ら

れている。したがって、措

置状況に記載のとおり改善

が進んでいると考える。 

（１２）設計、測量等の建

設業者関連業務におけるダ

ンピング防止の制度につい

て 

 設計、測量等の委託料に

ついては、ダンピング防止

の制度がない。委託料につ

[財政局財政部契約課] 

 指摘を踏まえ、制度の導

入について検討していきま

す。 

平成 23 年４月以降「静岡

市建設業関連業務最低制限

価格制度実施要綱」が施行

されており、そこでは設計、

測量等の建設業者関連業務

においても最低制限価格を

設けることとされている。
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いても、ダンピング防止の

制度の導入を検討すべきで

ある。 

※１ 

したがって、措置状況に記

載のとおり改善が進んでい

ると考える。 

（１３）競争入札において

入札に参加する業者が尐な

い状況について 

 競争入札において入札に

参加する業者が尐ないた

め、入札不成立となるケー

スや競争性が有効に働いて

いないと思われるケースが

あった。入札が成立した場

合は、たとえ入札参加業者

数が極端に尐ない場合であ

っても、その原因等につい

ての調査は行われていな

い。市は、このような状態

を謙虚に受け止めて、なぜ

このような状況が発生する

のか、その原因について調

査・検討を行うべきである。 

※１ 

[財政局財政部契約課] 

 平成 19 年度下半期にお

いて、入札参加業者が尐な

く、入札が不成立となるケ

ースが例年になく頻繁に発

生したため、研究委員会部

会において調査を実施しま

した。 

平成 20 年２月に「入札辞

退理由等に関する調査」が

実施され、同年２月 29日の

「建設工事請負契約研究委

員会部会」で調査結果が報

告されている。 

平成 20 年度には、同部会

で対策の検討を行い、一般

競争入札の拡大、参加資格

要件の緩和、技術者の配置

等の取扱いや現場代理人の

常駐義務の緩和などの取組

が行われていた。したがっ

て、措置状況に記載のとお

り改善されていると考え

る。 

（１４）公表が義務付けら

れている事頄について 

 「総合評価一般競争入札

を行った理由」や公表資料

である「工事請負変更契約

状況」に「工事着手の時期

及び工事完成の時期」の記

載がなく公表されていなか

った。これらの事頄は、入

札契約適正化法施行令によ

り公表が義務付けられてい

る事頄であり、積極的に公

表することが必要である。 

※３ 

[財政局財政部契約課] 

 指摘を踏まえ、総合評価

一般競争入札を行った理由

については、「静岡市におけ

る建設工事の請負契約等に

係る入札情報等の公開に関

する要綱」に規定し、入札

公告に明示するよう改善し

ていきます。公表資料中の

「工事請負変更契約状況」

における工事着手及び完成

時期の記載については、従

前、これらの時期が変更さ

れていない場合には、その

記載を省略していました

が、政令どおりとするよう

改善していきます。 

①総合評価一般競争入札を

行った理由については、平

成 20 年４月以降の入札公

告に明示されていることが

確認できた。しかし、監査

時点で「静岡市における建

設工事の請負契約等に係る

入札情報等の公開に関する

要綱」に規定化はされてお

らず、措置状況記載のとお

りの改善は完全にはできて

いない。なお、財政部契約

課において当該規定化につ

いては平成 24 年度施行を

視野に準備しているとのこ

とである。 

②平成 20 年４月以降公表

の「工事請負変更契約状況」

及び「変更契約締結報告決

裁書」において工事着手及
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び完成時期の記載がされて

いることが確認できた。こ

の点については措置状況に

記載のとおり改善されてい

ると考える。 

（１５）情報の公表に関す

ることについて 

 指名競争入札で指名され

なかった者からの苦情申出

の窓口が不明確である。苦

情申出の窓口について明確

にする必要がある。 

※１ 

[財政局財政部契約課] 

 指摘を踏まえ、指名競争

入札で指名されなかった者

からの苦情申出の窓口につ

いて、入札説明書に明示す

るよう改善していきます。 

平成 20 年４月公告以降

の「入札説明書」において

「お問い合わせ先」として

工事契約担当の連絡先が記

載されていることを確認で

きた。したがって、措置状

況に記載のとおり改善され

ていると考える。 

（１６）市民の入札監視委

員会への参加について 

 入札監視委員会の開催日

時等の情報が公表されてお

らず、市民が会議を傍聴し

た実績がない。今後、委員

会の開催日時等の情報を、

市民に向けて積極的に発信

していくべきである。 

※１ 

[財政局財政部契約課] 

 指摘を踏まえ、入札監視

委員会の開催日時等を静岡

市ホームページ（静岡市政

情報附属機関等）で公表す

るよう改善しました。 

入札監視委員会の開催情

報は静岡市ホームページに

おいて公表されており、改

善は進んでいると考える。

ただし、市民に開催情報が

公開されてはいるものの参

加実績は今までない。 

（１７）意見の具申に対す

る措置の状況について 

 入札監視委員会からの意

見に対して、口頭による回

答を行っているのみである

ため、検討の結果はもちろ

んのこと、検討の実施の有

無さえ確認することができ

なかった。委員会からの意

見があった場合には、検討

の結果について、必ず文書

で報告することを徹底すべ

きである。 

※２ 

[財政局財政部契約課] 

 指摘を踏まえ、入札監視

委員会からの意見の具申に

対しては文書により報告す

るよう改善していきます。 

指摘された平成 20 年３

月以降監査時点までにおい

て、入札監視委員会からの

具申はなく、措置状況に記

載されているような改善は

具体的な文書等で確認でき

なかった。 

（１８）入札及び契約の過

程に関する苦情の処理に関

する事頄について 

 総合評価方式及び指名停

止措置における苦情処理及

び再苦情処理に関する制度

[財政局財政部契約課] 

 指摘を踏まえ、「総合評価

方式及び指名停止措置にお

ける苦情処理及び再苦情処

理に関する制度」について

「静岡市建設工事請負契約

「静岡市建設工事請負契

約における入札及び契約の

過程並びに工事成績の評定

に関する苦情処理要綱」を

入手したところ、平成 15 年

７月１日の施行以来の改正
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が整備されていない。これ

らの苦情処理及び再苦情処

理に関する制度を整備する

必要がある。 

※３ 

における入札及び契約の過

程並びに工事成績の評定に

関する苦情処理要綱」に規

定し、改善していきます。 

はない。したがって、措置

状況の記載にある改善は確

認できず、改善はされてい

ないと考える。 

（１９）捜査機関等との連

携に関することについて 

 平成 12 年 12 月以降、市

と警察との間での情報交換

が行われていない。 

 普段から意見交換できる

体制を整備しておくことが

必要である。 

※１ 

[財政局財政部契約課] 

 平成 20 年２月に市と警

察との間で情報交換を行い

ました。 

 また、平成 20年４月に、

新年度の担当部署及び担当

者の確認をするため意見交

換をするなど、改善しまし

た。今後は定期的に意見交

換する場を設けるよう、努

めていきます。 

財政局財政部契約課から

の聞き取りによれば、平成

20年以降についても警察署

との意見交換は随時実施し

ているとのことである。し

たがって、措置状況に記載

のとおり改善は進んでいる

と考える。 

（２０）工事の施工体制の

チェックに関することにつ

いて 

 静岡市建設工事施工体制

点検要領において、請負代

金 2,500 万円未満の工事に

係る施工体制の点検事頄等

を「市長が別に定める」旨

が規定されているが、現在、

該当する規定は存在しな

い。要領に規定する「別の

定め」を早急に定める必要

がある。 

※３ 

[財政局財政部契約課] 

 指摘を踏まえ、工事の施

工体制チェックに関して、

規定の見直し、運用の改善

を図る予定です。 

「静岡市建設工事施工体

制点検要領」を入手したと

ころ、平成 17年４月１日附

則の改正以来の改正がな

い。したがって、措置状況

に記載されている改善は確

認できず、改善はされてい

ないと考える。 

２．財政局財政部契約課、

建設局道路部道路整備第２

課、同道路整備第３課、企

業局水道部水道建設課、同

水道施設課、企業局下水道

部下水道建設課、同下水道

維持課 

（１）外部に公表される単

独随意契約の理由の記載内

容について 

 公表されている単独随意

契約の理由について、説明

不足と思われるケースや単

[財政局財政部契約課、建設

局道路部道路整備第２課、

同道路整備第３課、上下水

道局水道部水道建設課、同

水道施設課、上下水道局下

水道部建設課、同下水道維

持課] 

 指摘を踏まえ、記載内容

を充実させていきたいと考

えます。 

 記載内容を充実させるた

めには、契約管理システム

における選定理由欄の記載

水道部及び下水道部の監

査の対象について措置状況

を確認したところ、単独随

意契約理由の記載内容につ

いて問題となる記載は検出

されなかった。したがって、

監査対象範囲においては措

置状況に記載のとおり改善

が進んでいるものと考え

る。 
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独随意契約の理由として適

切と思われない内容のもの

が数多く見受けられた。市

は、単独随意契約の理由に

関する情報公開の内容につ

いて、もう一度検討する必

要がある。 

※１ 

文字数を増やすことが必要

となりますが、平成 21年度

稼働予定の新システムにお

いてこれを行う予定です。 

 なお、現システムについ

ては、新システム開発を控

え大幅な改変が図れないた

め、当面は、現状の文字数

の範囲で、指摘の趣旨を踏

まえた記載の充実に努めて

いきます。 

３．経済局農林水産部治山

林道課 

（１）契約変更の理由の妥

当性について 

 「補助金の追加交付が承

諾されたことに伴い、工事

延長を増工する」という理

由で契約変更したものがあ

ったが、契約変更ではなく、

別途契約で対応することが

合規性の観点からは適切で

あったと考える。 

※２ 

[経済局農林水産部治山林

道課] 

 今回、指摘を受けた件に

ついては、「静岡市設計変更

事務取扱要領」の範囲内で

処理したものですが、今後

とも、同要領の適正な運用

に努めていきます。 

水道部及び下水道部で実

施した監査対象のなかに

は、こうしたケースはなか

ったため、措置状況を具体

的に検討できる結果は得ら

れなかった。 

４．都市局建築部設備課、

企業局水道部水道建設課 

（１）一般競争入札が抱え

る問題（その２）・・・高

い落札率について 

 建設部及び水道部、また

両部の主たる工種である管

工事及び電気工事における

一般競争入札については、

競争性が有効に機能してい

ない可能性を見てとること

ができる。市は、ルートど

おりに手続を行っていれば

問題はないという姿勢では

なく、「なぜ一般競争入札

の落札率が他の部に比べて

高いのか」、「現在の高い

落札率が妥当な水準と判断

して良いか」等について、

[都市局建築部設備課、上下

水道局水道部水道建設課] 

 指摘を踏まえ調査・分析

を行い公表するよう改善し

ていきます。 

 改善に当たっては、指摘

にあった宮城県での事例も

参考にしながら、市全体の

建設工事に係る入札結果に

ついて調査・分析を行う予

定です。 

上下水道局水道部水道管

路課（平成 22 年度から、従

前の水道建設課の業務は、

水道管路課に移管されてい

る）に確認したところ、指

摘を踏まえた調査・分析を

行った文書等を確認するこ

とができなった。したがっ

て、措置状況に記載されて

いる改善は確認できず、改

善はされていないと考え

る。 
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積極的に調査・分析を行う

ことが必要である。 

※３ 

５．建設局道路部道路計画

課 

（１）一般競争入札から指

名競争入札への主たる入札

方法の変更について 

 道路部では、平成 17年度

から平成 18 年度にかけて、

入札全体に占める一般競争

入札の件数の割合が、43％

から15％程度に大幅に減尐

していた。この一般競争入

札から指名競争入札への移

行について、どのような意

思決定のもとに行われたか

について確認したが、特に

議事録等の資料は存在しな

いとのことであった。この

ような重要な方針の変更に

ついては、何らかの意思決

定のもとに行われたはずで

あり、議事録等の資料を残

しておくことが必要であ

る。 

※２ 

[建設局道路部道路計画課] 

 指摘を踏まえ、平成 20 年

度から部会運営に係る重要

な方針変更については、議

事録等の資料を残すよう改

善していきます。 

水道部及び下水道部で実

施した監査対象のなかに

は、こうしたケースはなか

ったため、措置状況を具体

的に確認できる結果は得ら

れなかった。 

６．建設局道路部道路整備

第１課 

（１）指名競争入札におけ

る指名業者の選定（その１）

について 

 制限付一般競争入札を実

施したが、１者のみの参加

のため入札不成立となった

ケースにおいて、入札に参

加した市外業者を外し、市

内業者を対象に指名競争入

札が行われたものがあっ

た。今回のケースでは、当

初の入札に参加した市外業

者を含めて指名競争入札を

実施することが公平性の視

[建設局道路部道路整備第

１課] 

 平成 19年度から、一般競

争入札の場合は、１者の参

加であっても入札が成立す

るよう、制度を改めました。

これにより、指摘のような

ケース（不成立）は、今後、

発生しなくなるものと考え

ます。 

水道部及び下水道部の監

査の対象について措置状況

を確認したところ、入札参

加者が１者あっても成立し

ている制限付一般競争入札

による工事請負契約が確認

できた。 

したがって、措置状況に

記載のとおり改善が進んで

いるものと考える。 
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点から適切であったのでは

ないか。 

※１ 

７．企業局水道部水道建設

課 

（１）公表される契約変更

の理由の内容について 

 契約変更の理由が説明不

足のものがあった。契約変

更の理由は、正確に、かつ

分かりやすい内容で市民に

公開される必要がある。 

※１ 

 

[上下水道局水道部水道建

設課] 

 指摘を踏まえ、記載内容

を充実させ、できる限り分

かり易い内容で市民に公開

できるよう改善していきま

す。 

水道部及び下水道部につ

いて監査の対象とした範囲

において措置状況を確認し

たところ、契約変更理由の

記載内容そのものについて

疑問のある契約は検出され

なかった。 

なお、契約変更について

は「静岡市設計変更事務取

扱要領」において詳細な規

定が制定されているととも

に、財政局財政部契約課か

らの通知が発信され周知徹

底しているとのことであ

る。 

 

上記の表に記載のとおり、静岡市報にて、合計 27 点の指摘事頄等の「措置の状況」が

公表された。そのうち 18 点の改善が確認でき、抽出された監査対象では該当する事頄が

なく確認できない事頄が４点、残り５点については改善が確認できなかった。 

なお、今回の監査の対象とした契約行為の抽出基準は以下のとおりである。 

対象事業 監査の対象とした契約行為の抽出基準 

水道事業 契約行為に関連する証憑を確認した建設工事請負契約は、平成 22

年度の工事契約のうち、最終契約額上位 10 件のうち変更契約額が 1

百万円を超える工事及び最終契約額上位 10 件のうち落札率が 80％

を下回る低入札工事ならびに単独随意契約による工事である。 

また、契約行為に関連する証憑を確認した建設業関連業務の委託

契約は上記平成 22 年度の委託契約のうち、最終契約額上位 10 件の

うち変更契約金額が1百万円を超える委託及び最終契約額上位10件

のうち落札率が 80％を下回る低入札委託である。これらは金額的に

重要な契約や変更の多い契約であるとともに、ダンピング防止措置

状況の実効性を確認する意味でも低入札契約について重要と考え、

抽出したものである。 

下水道事業 契約行為に関連する証憑を確認した建設工事請負契約は、平成 22

年度の工事契約のうち、最終契約額上位 10 件かつ変更契約金額が 1

百万円を超える工事及び入札者数 5 者以内かつ落札率 90％を超える

工事である。 

また、契約行為に関連する証憑を確認した建設業関連業務の委託

契約は上記平成 22 年度の委託契約のうち、上位 10 件かつ変更契約

金額が 1 百万円を超える委託及び入札者数５者以内かつ落札率 90％

を超える委託である。これらは金額的に重要な契約や変更金額の多
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い契約、談合等を防止する対策の実効性を確認する意味から高い落

札率の契約について特に重要と考え、抽出したものである。 

 

 

【指摘事頄】 

【現状】に記載したとおり、合計５点の指摘事頄について「措置の状況」に書かれた

ような改善が進んでいないという結果となった。静岡市報に掲載し、市民あてに公表し

ていることから考えても大きな問題である。特に、「規定化する」と措置状況に記載して

いながら規定化されていない理由について、実務的に弊害がないために改善されていな

いとの説明があった。しかし、市民あてに「改善する」と宣言し公表している以上、現

在の状況は、市民からの期待に背いていることと同じであり、弁明の余地はない。 

今後の対応としては、静岡市として改善の是非について改めて議論した上で、再度「再

措置の状況」として公表するべきである。「再措置の状況」については、改善完了期日を

明確にする必要がある。 

 

【意見①】 

今回、「措置の状況」の改善状況を確認したところ、改善の確認ができない指摘事頄が

発見された。包括外部監査の実効性をより高めるため、「措置の状況」が確実に改善され

たことを検証する仕組みづくりが必要だと考える。 

例えば、その改善状況について、責任をもって検証する所管部門を明確にすることな

どが考えられる。 

 

 

【意見②】 

「再措置の状況」を検討するにあたっては、いわゆる「管理のための管理」となって

は過剰な事務コスト負担を招くため、管理上不必要な改善についてはコストアップにつ

ながらないような配慮も必要ではないだろうか。改善措置を再度検討する段階において

は、改善することが正当な理由により難しいと判断される事頄や、運用面や実務上弊害

がなく単にコストアップにつながるような事頄については、その判断した経緯や理由を

市民に納得のいくレベルで公表することが適切であると考える。 
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【意見③】 

【現状】で記載した下記の２点の指摘事頄に対する措置の改善状況については、監査

の対象とした範囲において確認したところ、契約変更理由の記載内容そのものについて

疑問のある契約は検出されなかった。 

年度 指摘事頄 

平成 15 年度包括外部監査

「下水道事業の財務に関

する事務の執行及び経営

に係る事業の管理につい

て」 

工事請負契約に関する管理 

ア．契約変更 

 旧清水市の工事契約の変更について、変更の理由が当初

の契約を締結する時点で予測可能ではないかと疑義がも

たれるものが見受けられた。 

平成 19 年度包括外部監査

「公共工事に関する財務

事務の執行について」 

７．企業局水道部水道建設課 

（１）公表される契約変更の理由の内容について 

 契約変更の理由が説明不足のものがあった。契約変更の

理由は、正確に、かつ分かりやすい内容で市民に公開され

る必要がある。 

 

しかしながら、予見可能性があったにもかかわらず、変更後の契約総額が結果的に必

要以上に高くなるようなケースがあれば、それ自体市民目線からは容認しがたいケース

となる。 

一方で予見可能性をどこまで追求するかは専門的な判断が求められる難易度の高い検

討事頄である。予見可能性を高める目的で設計委託料が必要以上にコストアップとなる

ことを避けることも必要である。 

静岡市としては予見可能性の検討を、市民目線から適切なレベルで検証することが重

要と思われる。例えば、一定の基準で変更が大きい工事を抽出し、設計委託時に予見可

能性を高めることができたのか否か、予見可能性を高めるためにどの程度の設計委託料

が追加で必要であったのか等、予見可能性を高めることの費用対効果を考えながら事後

に調査する方法などが考えられる。 
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【意見④】 

【現状】で記載した下記の指摘事頄に対する措置の改善状況については、改善はされ

ていないとの結果となった。 

年度 指摘事頄 

平成 19 年度包括外部監査

「公共工事に関する財務

事務の執行について」 

４．都市局建築部設備課、企業局水道部水道建設課 

（１）一般競争入札が抱える問題（その２）・・・高い落

札率について 

 建設部及び水道部、また両部の主たる工種である管工事

及び電気工事における一般競争入札については、競争性が

有効に機能していない可能性を見てとることができる。市

は、ルートどおりに手続を行っていれば問題はないという

姿勢ではなく、「なぜ一般競争入札の落札率が他の部に比

べて高いのか」、「現在の高い落札率が妥当な水準と判断

して良いか」等について、積極的に調査・分析を行うこと

が必要である。 

 

【概要】に記載のとおり、水道部の一般競争入札の平均落札率は、平成 18 年度とほぼ

変わらない 92.0％となっており、数値面での改善がみられない。したがって、現在まで

の調査・分析の実効性を再度検証するとともに、「現在の高い落札率が妥当な水準と判断

して良いか」等について、より踏み込んだ調査・分析を行うことが必要であろう。  
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（２）総合評価方式採用の検証（水道部及び下水道部共通） 

 

【現状】 

「【概要】ア．静岡市における入札及び契約方法の概要 （イ）（制限付）一般競争入札

の種類」に記載のとおり、静岡市では、平成 23年度は総合評価方式対象工事の 50％程度

（平成 22年度は 20％）の実施を目標として、価格以外の品質面等にもウェイトを置いた

一般競争入札方式をとっている。 

総合評価方式の採用に伴う影響については、建設局土木部技術政策課において、一元

的に全庁に対する比較検討等を行っているとのことである。この比較検討を行った報告

書を確認したところ、総合評価方式導入前の平成 17 年度に対して評価点が顕著に上回り

（特に品質・施工管理・安全対策）公共工事の品質に寄与した、との考察がなされてい

る。 

 

【意見】 

総合評価方式を一定水準で導入する静岡市の考え方や方針については評価できるもの

の、その推進を確実に推し進めて、より実効性を高めるためには、その達成状況につい

てＰＤＣＡサイクル（計画→実行→チェック→改善行動）に則った管理がどこまででき

るかが重要であろう。この点、上記のとおり全庁による大局的な評価は行われており、

その評価内容や評価結果それ自体には問題はない｡ 

しかし、水道及び下水道は、道路や建築物とは違う固有の工事内容、工法、契約方法

等があると考えられることから、全庁ベースでの考察結果と、水道部及び下水道部で得

られる考察結果が、それぞれ異なる可能性は十分あり得ると考える。 

機動的かつ効果的な検証を行うためには、適時に水道部及び下水道部において検証を

進めて改善に結びつけていくことこそＰＤＣＡサイクルを活用した推進活動である。し

たがって、今後は水道部及び下水道部でも、検証していくことが必要ではないだろうか｡ 

 

 


